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(A2-18) 地元商店の利用状況に関する分析 

地区別に関する分析 

地区別では、高砂、荒井、伊保、曽根の各地区で地元商店を「利用している」とする回

答者比率は 20％以上とはなっているが、中筋、米田、阿弥陀、北浜の各地区では、同比率

は 15％以下となっており、地元の商店の店舗数とほぼ比例関係にあり、地元商店が多い地

区では、地元商店が利用されている傾向が確認される。 

 

地区 

× 

問 44 主に地元のお店（個人商店）を利用しておられますか？ 
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年齢別に関する分析 

 年齢層でいえば、年齢層が高くなるほど、おおむね、地元商店を利用しているとする回

答者比率が大きいという傾向が確認された。この結果は、年齢層が高いほど、高砂市内で

の居住期間が長いこともあり、地域の商店の特性を把握や地域の商店関係者との関係性が

密接になっていることが影響していると思われる。 

しかしながら、80 歳以上の回答者群では地域商店を利用する回答者比率はより小さな値と

なっている。これは、移動の困難性を含め体力的にも地元の商店での利用が妨げられるた

めではないかと考えられる。年齢層が高いほど、居住期間も長い傾向があるため、居住期

間についても、解析結果は省略するがほぼ同様の傾向が確認されている。 

 

問３ あなたの年齢は何ですか？ 

× 

問 44 主に地元のお店（個人商店）を利用しておられますか？ 
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高砂市の商業環境の満足度に関する分析 

地元商店を利用しているかどうかと高砂市内の商業環境への満足度に関する分析結果か

らは、地元商店を利用している回答者群では、「満足」、「やや満足」を選択した回答者比率

の和が 60％弱となっている一方、地元の商店を利用していない回答者群では、「満足」、

「やや満足」を選択した同比率の和は 50％を若干下回っている。 

その意味で、利用していない回答者群では、地元商店が持つ良好な特性が十分認識され

ておらず、高砂市内の商業環境に対して良好な印象を持っていない可能性が推察される。 

そのような傾向があるのであるとすれば、高砂市内居住者に対して、とりわけ、低年齢

の居住者に対して、高砂市内の事業者の魅力をアピールする取り組みと、低年齢層の消費

者群の関心にも応じるような商品の提供を十分に行うことで、周辺市への消費支出の流出

を抑止するための対策が必要であろう。 
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問 44 主に地元のお店（個人商店）を利用しておられますか？ 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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回答者についての社会関係資本の関連指標に関する分析 

居住者の地域における社会関係資本の蓄積状況がより豊かである回答選択肢を選択して

いる回答者において、主に地元のお店を利用していると回答している結果となっており、

社会関係資本の蓄積の豊かさと地元の商店利用との間には密接な関係があることをうかが

わせる結果であるといえよう。 

 高砂市内での社会関係資本の関連指標の豊かさを考えるならば、地域との人間関係を活

かした、互酬性、互報性に基づくビジネス展開が有効であると考えられる。 

であるとするならば、インターネット通販などや大型商業施設では実現できない、デジ

タル地域ポイント事業での寄付行為の可能性の拡充などを含め、ビジネス以外の側面にお

いて形成される市民間の人間関係の豊かさという高砂市独自の特性を活かした丁寧な人間

関係に立脚した市民と事業者にとっての互恵関係、あるいは良好な協調関係をを生み出す

ようなビジネスモデルを模索すべきであろう。  
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問 11 ご近所にお住まいの方の家族構成及び状況はご存じですか？ 

× 

問 44 主に地元のお店（個人商店）を利用しておられますか？ 
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問 12 日常的に挨拶するご近所の方はいらっしゃいますか？ 

× 

問 44 主に地元のお店（個人商店）を利用しておられますか？ 
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問 15 あなたはご近所での清掃活動やごみ回収、子供の見守り活動や地域の防犯・交通

安全・防災など地域活動にどの程度参加していますか？ 

× 

問 44 主に地元のお店（個人商店）を利用しておられますか？ 
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問 16 あなたはお住まいの地域のご近所の皆さんを信頼していますか？ 

× 

問 44 主に地元のお店（個人商店）を利用しておられますか？ 
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地元の商店を利用していない理由と生鮮食料品や日用品購入先自治体の分析 

地元の商店を利用しない回答者のみについて、地元の商店を利用しない理由（以下図中

「１」はその項目を選択したことを示し、「0」はその項目を未選択であることを示す）と

生鮮食料品や日用品の購入先自治体についての関係を確認したところ、地元の商店を利用

しない理由として、「営業時間が短い」という回答選択肢を選択した回答者のみ違いが確認

され、営業時間の短さゆえに地元の商店を利用しない回答者群では加古川市、姫路市で生

鮮食料品や日用品を購入している回答者比率が大きい。 

  

 

問 46 地元のお店（個人商店）を利用しない理由は何ですか？（営業時間が短い） 

× 

問 19 肉や野菜など生鮮食料品や日用品のお買い物で、あなたがもっともよく利用する

お店がある市町はどこですか？ 
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地元の商店を利用していない理由と買回り品購入先自治体 

地元の商店を利用しない回答者のみについて、地元の商店を利用しない理由と買回り品

の購入先自治体についての関係を確認したところ、地元の商店を利用しない理由として、

「駐車（輪）場がない・少ない・狭い」、「公共交通機関で行くにも不便」、「流行品が少な

い」、「キャッシュレス手段が限られる」を選択した回答者群についてのみ違いが確認され

た。 

「駐車（輪）場がない・少ない・狭い」を地元の商店を利用しない理由として選択した

回答者群では、加古川市、姫路市で買回り品を購入している回答者比率が大きい。「流行品

が少ない」という回答者に関しては、加古川市、明石市で買回り品を購入している回答者

比率が大きい。この結果は、流行品を求める回答者の相当部分が、姫路市への流出ではな

く、明石市という点が他の理由を選択した回答者群と異なっている。 

「公共交通機関で行くにも不便」、「キャッシュレス手段が限られる」を地元の商店を利

用しない理由として選択した回答者群は、それほど多いというわけではない。この回答者

群では、買回り品の購入先を加古川市とする回答者が 50％弱である。地元の商店を主に利

用しているわけではないといいつつ、30％前後の回答者が高砂市で買回り品を購入してい

るという結果となっている。 

公共交通機関でのアクセスやキャッシュレス決済の利便性の課題から、「主に地元を利用

していない」と回答しつつも、移動時間や移動コストの関係から、一定の比率の回答者は

高砂市内、ないし加古川市内で買回り品を購入している。今後公共交通機関でのアクセス

が改善される、あるいは、キャッシュレス決済の利便性が改善されれば、これらの理由の

ゆえに、現在他市で買回り品を購入している消費者群が高砂市内の商業施設を買回り品の

主な購入先に切り替えることにつながることが指摘されよう。 

仮に、他市で買回り品を購入している消費者群が、高砂市内で購入活動を行うことにな

るのであれば、高砂市内への経済還流の改善につながる可能性が指摘される。  
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問 46 地元のお店（個人商店）を利用しない理由は何ですか？（駐車（輪）場がない・

少ない。狭い） 

× 

問 30 婦人服・紳士服・家具・家電製品・おもちゃ・自転車などのお買い物で、あなた

がもっともよく利用するお店がある市町はどこですか？ 
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問 46 地元のお店（個人商店）を利用しない理由は何ですか？（公共交通で行くにも不

便） 

× 

問 30 婦人服・紳士服・家具・家電製品・おもちゃ・自転車などのお買い物で、あなた

がもっともよく利用するお店がある市町はどこですか？ 
 

 

  



273 

 

問 46 地元のお店（個人商店）を利用しない理由は何ですか？（流行品が少ない） 

× 

問 30 婦人服・紳士服・家具・家電製品・おもちゃ・自転車などのお買い物で、あなた

がもっともよく利用するお店がある市町はどこですか？ 
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問 46 地元のお店（個人商店）を利用しない理由は何ですか？（キャッシュレス手段が

限られる） 

× 

問 30 婦人服・紳士服・家具・家電製品・おもちゃ・自転車などのお買い物で、あなた

がもっともよく利用するお店がある市町はどこですか？ 
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(A2-19) 高砂市の商業環境に関する満足度に関する分析 

地区に関する分析 

地区別分析では、高砂、北浜、荒井、中筋の各地区で「満足」、「やや満足」を選択した

回答者比率の和が小さく、ことに高砂地区では 20％を以下となっており、「やや不満」、

「不満」を選択した回答者比率の和が 80％以上となっている。北浜、荒井、中筋の各地区

でも「やや不満」、「不満」を選択した回答者比率の和が 60％前後となっており、高砂市南

東部の本来商業集積地であった地区と、北西部の商店数が少ない地区で、何らかの対応が

必要であるという結果が得られている。 

 

地区 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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年齢別に関する分析 

年齢別分析の結果からは、40 歳未満と 70 歳以上の高齢層で「満足」、「やや満足」を選

択した回答者比率の和が 50％以上となっているもの、40 歳から 69 歳までの比較的消費支

出が旺盛な年齢層の回答者での「満足」、「やや満足」を選択した回答者比率の和が 50％以

下であり、不満を表明している回答者比率が大きい。 

このことは、「自家用車」などでの移動がある程度自由である回答者群における満足度が

低い傾向を示している。これらの年齢層の回答者群が購入活動を希望する時間帯で消費活

動が実現できる通販ビジネスや近隣市の商業施設に、高砂市内の消費支出、とりわけ買回

り品への支出総額の一部が流出していることを示唆する結果となっている。 

 

年齢層 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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社会関係資本に関する分析 

社会関係資本の蓄積状況（ここでは、地域の人々への信頼の意向のみを紹介）と高砂市

内の商業環境の満足度の観点からの分析でいえば、社会関係資本蓄積の関連指標がより大

きい、すなわち他者に対する信頼感が高い回答者ほど、高砂市内の商業環境に対する満足

度が高い。 

これは、高砂市内の商業環境のかなりの部分と社会関係資本の蓄積との間に密接な関係

があることを示唆する結果であり、今後の高砂市での商業環境の向上にあっては、社会関

係資本の蓄積を活用したビジネスを行うことにより、市民の満足度の向上につながること

を示唆する結果であるといえる。  

 

  



279 

 

問 16 あなたはお住まいの地域のご近所の皆さんを信頼していますか？ 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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生鮮食料品や日用品の購入先自治体に関する分析 

生鮮食料品や日用品の購入先を加古川市とする回答者群では、「満足」、「やや満足」を選

択した回答者比率の和は 25％を下回り、姫路市、神戸市を生鮮食料品や日用品の購入を行

っている回答者についても、同指標値は 50％を下回っている。 

生鮮食料品や日用品、買回り品の購入先が高砂市であると回答している回答者群では、

「満足」、「やや満足」を選択した回答者比率の和は 50％を超えている。 
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問 19 肉や野菜など生鮮食料品や日用品のお買い物で、あなたがもっともよく利用する

お店がある市町はどこですか？ 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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参考 満足度別の生鮮食料品や日用品の購入先自治体に関する分析 

上では、生鮮食料品や日用品の購入先の別で、満足度を確認しようとした結果である

が、これを逆転し、高砂市内の商業環境の満足度によって、生鮮食料品や日用品の購入先

の自治体がどう異なるのかについて分析した結果からも考えてみたい。  

高砂市内の商業環境の「満足」を選択した回答者群で、高砂市内で生鮮食料品や日用品

の購入をしている回答者比率が 90％を超えているが、「やや不満」を選択した回答者群で

も、生鮮食料品や日用品の購入する自治体が高砂市であるとする回答者比率は 80％以上と

なっている。しかし「不満」を選択した回答者群での同比率は、65.2％となっている。そ

の分、「不満」を選択した回答者群において加古川市を生鮮食料品や日用品の購入の購入先

自治体であるとする比率は、20.5％となっており、不満である回答者群の生鮮食料品や日

用品の購入支出の一定部分が、加古川市に流出しているという結果となっている。 

高砂市内の商業環境に不満があっても、生鮮食料品や日用品の購入については、高砂市

を利用しているという状況は、高砂市の消費者にとって、高砂市の商業環境の不満がどの

ようなものかを十分検討し、不満の原因を除き、支出金額の総額が大きく、購入頻度が高

い生鮮食料品や日用品の販売状況を見直すことが重要ではないか、と思われる。 
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問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 

× 

問 19 肉や野菜など生鮮食料品や日用品のお買い物で、あなたがもっともよく利用する

お店がある市町はどこですか？ 
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生鮮食料品や日用品の 1 回あたりの支払額に関する分析 

生鮮食料品や日用品の 1 回あたりの購入金額が 4,000 円未満の回答者で「満足」、「やや

満足」を選択した回答者比率の和は概ね 50％以上となっているものの、1 回あたりの購入

金額が 4,000 円以上の回答者で「満足」、「やや満足」を選択した回答者比率の和は概ね

50％以下であり、とりわけ、1 回あたり 10,000 円以上支払うとする回答者群では、同指標

値は 40％以下となっている。 

このことから、まとめ買いをする消費者群にとって、高砂市内の商業環境は満足いくも

のでないため、近隣市にその消費支出が流出していることを示唆する結果となっている。  
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問 26 肉や野菜など生鮮食料品や日用品のお買い物の、1 回あたりの支払い金額は平均

してどの程度ですか？ 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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買回り品の購入先自治体に関する分析 

特に、買回り品の購入先として、高砂市を選択している回答者では、現状の高砂市の商

業環境に満足しているとする回答者比率（「満足」、「やや満足」を選択した回答者比率の

和）は 60％強であるが、加古川市、姫路市、神戸市を買回り品の購入先をする回答者で、

同指標値は 50％を大きく下回っている。 

この結果も、高砂市の商業環境に満足をしている不満を抱えていない回答者では、高砂

市内を買回り品の購入先としているものの、高砂市の商業環境に満足していない回答者群

では、市外を買回り品の購入先としていることが指摘される。  
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問 30 婦人服・紳士服・家具・家電製品・おもちゃ・自転車などのお買い物で、あなた

がもっともよく利用するお店がある市町はどこですか？ 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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買い回り品の 1 回あたりの支払額に関する分析 

生鮮食料品や日用品の 1 回あたりの購入金額と高砂市の商業環境の満足度に関する分析

結果と同様に、買回り品の 1 回あたりの支払額と高砂市内の商業環境に関する満足度に関

する同様の分析からは、1 回あたりの買回り品の支払い額が 10,000 円を超える回答者で

は、満足しているとする回答者比率（「満足」、「やや満足」を選択した回答者比率の和）が

50％を下回り、1 回の支払額がより大きい回答者群において同比率は小さくなる傾向を示

している。 
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問 33 婦人服・紳士服・家具・家電製品・おもちゃ・自転車などのお買い物の 1 回あ

たりの支払い金額は平均してどの程度ですか？ 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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小括 

以上の結果を要約するならば、生鮮食料品や日用品および買い回り品の購入の際の 1 回

あたりの支払額があまり多くない回答者、生鮮食料品や日用品の購入を高頻度で購入を行

う回答者群では、高砂市内の現状の商業環境について比較的満足度が高い傾向を示してい

る。 

高砂市内で主に生鮮食料品や日用品の購入をおこなっているものの、生鮮食料品や日用

品および買い回り品の購入の際の 1 回あたり多額の支払額を支払っている、購入活動が比

較的旺盛な回答者群では、現状の高砂市内の商業環境は満足できるものとなっていないた

め、近隣市の加古川市、姫路市などを購入活動先として選択している消費者がいる傾向が

確認された。 

つまり、高砂市内の商業・サービス業事業者は、所謂まとめ買いを行う消費者群や、買

回り品に対して 1 回当たり高額を支払う消費意欲が旺盛な消費者群への販売機会を喪失し

ていることになる。 

この結果から考えるならば、これらの消費意欲が旺盛な消費者群を高砂市内に誘導する

ための何らかのインセンティブやナッジによる対応などが必要であろう。 

より具体的には、経済的なインセンティブの一つとして、デジタル地域ポイント事業な

どについて、高砂市民に対するポイント付与率の向上などのポイント制度を活用した購入

誘導策などが検討課題として指摘できよう。  
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主に地元の商店を利用する人の理由別の満足度に関する分析 

主に地元商店を利用するという回答者を対象に、主に地元商店を利用する理由別に高砂

市内の商業環境の満足度の観点からの分析を行った。具体的には、主に地元商店を利用す

る理由として特定項目を選択した回答者群（図中では 1 で表示）とそうでない回答者群

（図中では 0 で表示）にわけ、それぞれについて「満足」、「やや満足」を選択した回答者

比率の和、及び「やや不満」、「不満」を選択した回答者比率の和を求めた。そのうえで、

利用する理由として選択している特定項目別に、これら満足、不満に関する回答者比率の

和による比較を実施した。 

この分析結果からいえば、「近くて便利」、「商品品質・鮮度がよい」、「品揃えが豊富であ

る」、「値段が安い」を地元の商店を利用する理由として選択した回答者群では、これらの

項目を利用する理由として選択しなかった回答者群に比べ、高砂市の商業環境について

「満足」、「やや満足」を選択した回答者比率の和が大きい。 

なお、地元商店を利用する理由としては、「近くて便利」、「商品品質・鮮度が良い」、「価

格が安い」の順に選択した回答者数が多く、「顔なじみ」、「接客態度が良い」とする回答者

が続いている。 

このことは、商業・サービス業の基本を事業者が尊重していることが理由となって、地

元の商店が利用されていること、さらに、高砂市内の商業環境についての満足度につなが

っている。 

しかし、「顔なじみである」、「接客態度が良い」を地元の商店を利用する理由として選択

した回答者群では、この項目を選択しなかった回答者群に比べ、高砂市の商業環境につい

て「満足」、「やや満足」を選択した回答者比率の和が小さく、逆に「不満」、「やや不満で

ある」を選択した回答者比率の和が大きい。 

この結果は、顔見知りであることや接客態度が良いなど、社会関係資本の蓄積と関連の

深い項目が地元の商店を利用する理由の一部になっている。しかしながら、顔なじみであ

るという人間関係に基づく理由で、地元の商店を主に利用しているかという回答者であっ

ても、その回答者の 50％弱においては、何らかの隠れた不満が存在している可能性が示唆

される結果である。 

これらのことを考えるならば、今後高砂市の事業者が利用されるためには、「近くて便

利」という地元の事業者への消費者の良好なアクセス可能性という地の利を生かしつつ、

「商品品質・鮮度がよい」、「品揃えが豊富である」、「値段が安い」という商業・サービス

業の充実に努め、人間関係を基礎に取引をしている消費者の満足度を向上させることが重

要であると思われる。 
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問 45 主に地元のお店（個人商店）を利用する理由は何ですか？（顔なじみである） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 45 主に地元のお店（個人商店）を利用する理由は何ですか？（近くて便利） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 45 主に地元のお店（個人商店）を利用する理由は何ですか？（品揃えが豊富） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 45 主に地元のお店（個人商店）を利用する理由は何ですか？（商品の品質が良い・

鮮度がよい） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 45 主に地元のお店（個人商店）を利用する理由は何ですか？（値段が安い） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 45 主に地元のお店（個人商店）を利用する理由は何ですか？（接客態度が良い） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
 

 

  



298 

 

主に地元の商店を利用していない回答者の利用しない理由別の満足度に関する分析 

主に地元商店を利用していないとする回答者を対象に、主に地元商店を利用していない

理由別に高砂市内の商業環境の満足度の観点からの分析を行った。具体的には、主に地元

商店を利用していない理由として特定項目を選択した回答者群とそうでない回答者群にわ

け、それぞれについて「満足」、「やや満足」を選択した回答者比率の和、「やや不満」、「不

満」を選択した回答者比率の和を求めた。そのうえで、利用していない理由として選択さ

れた特定項目別に、これら満足、不満に関する回答者比率の和による比較を実施した。 

なお、以下の図中では、地元の商店を利用している回答者群を 1 で表示し、利用してい

ない回答者群を 0 で表示している。 

地元の商店を利用しない理由としては、「品揃えが少ない」、「駐車（輪）場がない・少な

い・狭い」、「1 箇所に集まってないので不便」、「自由に見る・触るなど落ち着いて買いに

くい」、「活気がない」、「流行品が少ない」、「営業時間が短い」、「公共交通手段に行くにも

不便である」、「キャッシュレス手段が限られる・店舗ごとに使える種類が違う」などが大

きな理由である。 

ほかにも、「商品の鮮度が悪い」、「催事・イベント・売出しが少ない」なども少数である

が選ばれており、これらを地元の商店を利用しない理由として選択した回答者群と、そう

でない回答者群では、「不満」、「やや不満」を選択した回答者比率の和が大きい。一方、地

元商店を利用しない回答者群では、「満足」、「やや満足」を選択した回答者比率の和が小さ

かった。 

利用しない理由についての項目間での、「不満」、「やや不満」を選択した回答者比率の和

が最も大きかった回答選択肢は、「流行品が少ない」であり、次いで、「催事・イベント・

売出しが少ない」である。 

これらのことを考えるならば、今後高砂市の事業者が利用されるためには、商業施設や

商店街のソフトウェア、販売に関する書要素をまず充実させることであろう。より具体的

には、商業施設や商店街全体での品揃えの確保、ワンストップショッピングの実現、顧客

が落ち着いて購入活動に集中できる環境などの提供、流行品へのアクセスを可能とするこ

とに加え、イベントや催事の実施によるにぎやかさの演出などにより、消費者の不満要因

を軽減することであるといえる。 

次に、商業集積にとってのハードウェア的な側面に関しては、駐車（輪）場の整備、交

通結節点とその付近での商業施設整備、キャッシュレス決済への取り組みや共通化などに

より、消費者の不満要因を軽減させ、満足度を向上させることが必要であることを、以上

の分析結果からは指摘できよう。  
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具体的には、個別店舗での対応は困難であるが、多様な商品やサービスの提供する個性

的な店舗を増やし、高砂市の商業施設での「品揃えの豊富さ」における充実を図ること、

駐車（輪）場の整備が不満の軽減につながる可能性が高いことが指摘できる。 

問 46 主に地元のお店（個人商店）を利用しない理由は何ですか？（駐車場がない・少

ない・狭い） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 46 主に地元のお店（個人商店）を利用しない理由は何ですか？（公共交通手段に行

くにも不便である） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 46 主に地元のお店（個人商店）を利用しない理由は何ですか？（品揃えが少ない） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 46 主に地元のお店（個人商店）を利用しない理由は何ですか？（商品の鮮度が悪

い） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 46 主に地元のお店（個人商店）を利用しない理由は何ですか？（流行品が少ない） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 46 主に地元のお店（個人商店）を利用しない理由は何ですか？（活気がない） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 46 主に地元のお店（個人商店）を利用しない理由は何ですか？（祭事・売り出し・

イベントが少ない） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 46 主に地元のお店（個人商店）を利用しない理由は何ですか？（営業時間が短い） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 46 主に地元のお店（個人商店）を利用しない理由は何ですか？（自由に見る・触る

など落ち着いて買いにくい） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 46 主に地元のお店（個人商店）を利用しない理由は何ですか？（1 箇所に集まって

ないので不便） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 46 主に地元のお店（個人商店）を利用しない理由は何ですか？（キャッシュレス手

段が限られる） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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これから市内の商店が一層利用されるための取り組み内容と満足度に関する分析 

これから高砂市内の商店が一層利用されるために取り組むべき内容として複数項目を提

示したうえで、選択された項目のうち、選択した回答者とそうでない回答者群で満足度に

関する明確な違いが確認された選択者数が多い項目を対象とした分析結果について述べ

る。 

以下では、取り組むべき項目として選択された場合（図中では１で表示）と、選択され

なかった場合（図中では 0 で表示）に分け、それぞれについて「満足」、「やや満足」、「や

や不満」、「不満」を選択した回答者比率を求めた。そのうえで、一層取り組むべき内容と

して選択された特定項目別に、これらの満足度に関する回答者による比較を実施した。 

今後取り組むべき課題として、「駐車場・駐輪場の整備・拡充」を選択した回答者群は一

定数存在するが、この項目の選択した回答者群と選択していない回答者群を比較した場

合、「満足」を選択した回答者比率は小さいものの「やや満足」、「やや不満」の回答者比率

はやや大きい。その意味で、現状の駐車場の状況に関してはある程度の不満感を抱える消

費者が一定数いるものの、全体的な満足度に与える影響はさほど大きなものではないとい

えよう。 

これに対して、「大型商業施設設置・拡充」を指摘する回答者群では、そうでない回答者

群と比べ、「やや不満」、「不満」を選択した回答者比率は大きい。この結果からは、大型商

業施設の拡充が求められる結果であるといえる。 

「商店街の情報・宣伝活動」の回答選択肢を選択した回答者数については、ややその数

は少ないものの、「駐車場・駐輪場整備」と同様の傾向であり、高砂市の商業環境の満足度

全体に与える影響は限られる。とはいえ、「商店街の情報・宣伝活動」を選択した回答者群

に関しては、そうでない回答者群に比べ、「やや満足」を選択した回答者比率は大きい。同

様に「商店街の情報・宣伝活動」を選択した回答者群で、「やや不満」、「不満」を選択した

回答者比率の和は小さい。この結果からは、現状の情報発信についてもある程度評価して

いるものの、もう少し情報発信の活発に行うことで、より高砂市内の商店が一層利用され

る可能性があることを示唆する結果となっている。 

地元商店街を利用する理由、利用しない理由の分析と合わせて考えるならば、駐車場駐

輪場の整備は望ましいものの、高砂市内の商業環境の影響度に与える影響については、大

きな影響はないものと考えられるが、「大型商業施設設置や拡充」は、高砂市内における商

業集積全体での「品揃え」、「品質」の改善につながる可能性があり、高砂市内の商業環境

の満足度に比較的大きな影響を与える可能性が高い。 
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問 47 市内の商店（街）が一層利用される（行ってみたいと思う）ためには、どのよう

な取り組みが望まれると思いますか？（駐車場・駐輪場の整備拡充） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 47 市内の商店（街）が一層利用される（行ってみたいと思う）ためには、どのよう

な取り組みが望まれると思いますか？（大型商業施設の設置・拡充） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 47 市内の商店（街）が一層利用される（行ってみたいと思う）ためには、どのよう

な取り組みが望まれると思いますか？（商店街の情報・宣伝活動） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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高齢化社会に向けて地元のお店に求められることと満足度の分析 

高齢化社会向けて、地元のお店（個人商店）に求められることについて回答結果から検

討してみたい。これから高砂市内の商店が一層利用されるために取り組むべき内容の選択

項目について、選択者数が多く、かつ選択した回答者とそうでない回答者群で満足度に関

する明確な違いが確認された項目についてのみ以下で言及する。 

高齢化社会に向けて取り組む内容としてその項目が選択された場合（図中では１で表

示）と、選択されなかった場合（図中では 0 で表示）に分け、それぞれについて「満足」、

「やや満足」を選択した回答者比率の和と、「やや不満」、「不満」を選択した回答者比率の

和を求めた。 

そのうえで、高齢者社会に向けて地元のお店に求められることとして選択された特定項

目別に、これらの「満足」、「やや満足」の回答者比率の和と、「やや不満」、「不満」を選択

した回答者比率の和を用いてる回答者による比較を実施した。 

高齢化社会に向けて地元のお店として望まれることとして、選択した回答者とそうでな

い回答者群で満足度に関する明確な違いが確認された項目で、なおかつ満足を示している

回答者比率が大きい項目としては、「配達などのサービス強化」、「少量販売やバラ売りなど

の販売方法」、「買物バス運行など交通利便性の確保」、「移動販売の実施」である。このう

ち、「不満」、「やや不満」を選択した回答者比率の和が大きいものとしては、「移動販売の

実施」、「買物バス運行など交通利便性の確保」である。 

これらの結果からは、すでにこれらのサービスを地元商店が取り組んでいることもあ

り、満足度がある程度高いため、これを今後一層推進することが求められているといえよ

う。 

つまり、「配達などのサービス強化」、「移動販売の実施」、「買物バス運行」など交通利便

性の確保の項目に関しては、高齢化社会における高齢者の購入活動に関する最後の一歩の

部分での負担軽減が求められているといえる。 

あるいは移動についての負担を軽減するため、消費者にとっての利便性を向上するの取

り組みであるといえ、これらの取り組みを積極的に行うことが地元のお店に求められてお

り、それが、高砂市の消費者の商業環境の満足度の向上につながるといえよう。 

さらに言えば、満足度の向上は、高砂市民による高砂市の商業環境全体を利用するため

の意思決定に大きく影響することが考えられるため、これらの取り組みは一定の重要度を

持っているといえよう。  
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問 48 高齢化社会に向けて地元のお店（個人商店）求められることはどのようなことだ

とお考えですか？（配達などのサービス強化） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 48 高齢化社会に向けて地元のお店（個人商店）求められることはどのようなことだ

とお考えですか？（少量販売やバラ売りなどの販売方法） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 48 高齢化社会に向けて地元のお店（個人商店）求められることはどのようなことだ

とお考えですか？（移動販売の実施） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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問 48 高齢化社会に向けて地元のお店（個人商店）求められることはどのようなことだ

とお考えですか？（買物バスの運行） 

× 

問 49 高砂市の商業施設・小売店について満足していますか？ 
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B 商業・サービス事業者 

調査 質問票調査結果 
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B1 

商業・サービス業調査 

 単純集計編 
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(B1-1) 事業者属性（DX・キャッシュレス対応を含む）について 

 商業・サービス事業者の調査においては、一般的な商業・サービス業事業者の調査で行

われる調査項目に加え、近年の決済のキャッシュレス化の進展に伴い、キャッシュレス化

への対応状況を問う設問を配置すると同時に、それに関連して DX の進展度についての調

査項目を配し、高砂市内の事業者の DX への対応状況についても確認した。 

 

問 1 所在地の小学校区（郵便番号便番をもとに小学校区を特定） 
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 問 2 の結果については、回答者の業種属性としては、「食料品」、「飲食サービス」、「生活

サービス」の回答者比率が他と比べ大きい。一方、「食料品」、「飲食サービス」、「生活サー

ビス」の回答者以外の回答者では、その回答者比率は 5％以下の比率となっている。  

 

問２ お店の事業の業種は何ですか？【あてはまるものすべてに〇】 

（複数回答項目 n=134） 
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 問 3 による店頭売り上げ以外の売り上げの状況に関する設問項目への回答としては、「店

頭売り上げ以外の売り上げがない」とする回答者が約半数と大半である。「業務用販売や卸

売りなどの販売がある」とする回答者比率が 16.3％、「宅配・御用聞き等の出張型サービス

がある」とする回答者比率が 11.9％とかなりの比率を示しており、高砂市内の商業サービ

ス事業者の強みとなっていると考えられる。しかしながら、「独自サイトでのネット販売が

ある」、「アマゾンや楽天市場などネット販売の売り上げがある」という回答者比率は、相

当程度限られており、いずれも回答者比率で 10％以下である。 

ユビキタス社会が実現した現代の高砂市の商業サービス事業者の存続や業容拡大にとっ

ての課題となる可能性を示している。 
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問 4 の代表者の年齢としては、40 歳代が 31.7％と一定の比率を占めている一方、70 歳以

上も 25％であり、高齢の代表者が相当の比率を占めている。 

 

問 5 の従業者数については、4 人以下の規模の小さい企業が 60％弱を占めている。 

 

 

 問 6 についての高砂市内での営業歴に関しては、50 年以上の事業者が半数弱を占めてお

り、高砂市の本来の経済基盤の豊かさが示唆される結果となっている。 
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 問 7 についての同業者組合等に加入している回答者比率は全体の回答者の 66.7％であ

る。 
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問 8 の設問で調査を実施した商業サービス事業者の DX についての取り組みについて

は、高砂市産業振興課の依頼により新規の設問項目として追加したが、DX について理解

している（理解している、ある程度理解しているという回答選択肢を選択した回答者）の

比率は 25.8%と回答者全体の 25％強となっている。ほぼ同時期に全国の中小企業を対象に

調査を実施した独立行政法人 中小企業基盤整備機構の調査結果の同一の設問による調査結

果の 49.2%と比べた場合、単純に比較はできないもののやや小さな値となっており、DX 化

の進展についての課題があるといえよう。 

 

 

DX の取り組み状況に関する問 9 の回答状況からは、すでに取り組んでいると回答した

ものの比率は、14.2%であり、同様の設問による独立行政法人 中小企業基盤整備機構の調

査結果の比率（2023 年 14.6%, 2025 年 18.5%）と比べ、ややその比率は小さい。 

また、取り組む予定がないと回答した回答者が高砂市調査では 50%と約半数を占めてい

るが、中小企業基盤整備機構の調査結果の比率（2023 年 37.2％, 2025 年 30.9%）と比べ、

やや大きい。 

しかしながら、この指標は高砂市の中小企業を対象とした高砂市市内中小企業経営実態

調査における同様の指標の比率（48.5％）と大差ないとはいえ、その比率は若干大きい。

今後社会全体が DX 対応を進める中で、この結果は高砂市の商業サービス事業者にとって

は大きな課題の一つであるといえよう。  
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今回調査においては、問 10 により、どのようなインターネットの利用がなされているの

かについて複数回答選択肢を提示し調査したところ、電子メール（24.2％）、情報検索

(18.9％)と一般的な利用形態の回答の比率が大きい。 

一部、「会計管理・顧客管理などクラウド型業務支援アプリの利用」（11.0％）、ウェブサ

イトを構築して情報発信（10.0％）など、やや先進的な利用形態を選択した回答者の存在

も一定数見られた。 
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ユビキタス社会の事実上の到来により、個人を含め情報発信手段としてインターネット

による情報発信手段が一般化している。 

この一般化したインターネットでの情報発信について、問 11 により複数回答選択肢を

提示し回答を求めたところ、Instagram や Facebook などの SNS での情報発信の回答者比率

は 33.5%、自社 Web サイトでの発信が 26.5%とかなりの大きな比率を占める。 

しかし、他社の有償の求人サイトや顧客獲得サイトを利用する回答者比率は 5％以下で

ある。 

また、インターネットでの情報発信していないとする回答者比率が 27.1%となってお

り、ユビキタス社会におけるビジネスとしての存在を示す手段であり、顧客獲得のための

必須手段になりつつあるインターネットへの取り組みに対する消極性が示唆される結果と

なっている。  
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後継者に関する設問である問 12 の結果からは、「後継者がいない」とする回答者比率が

54.2%と約半数以上となっている。  

 

 

本業以外の収入についての設問の問 13 の集計結果からは、本業以外の収入が「ない」と

する回答者比率が 75.8%を占めており、本業中心での経営が行われていることを示す結果

となっている。 
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 問 14 により調査を行った本業以外の収入源の種類としては、不動産経営からの収入を回

答した回答者比率も大きい半面、経営の不安定さのためか「パート・アルバイト」からの

収入を得ているとする回答者比率も 12.9%となっている。  
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事業者側が利用する決済手段に関して複数回答選択肢による設問である問 15 の結果から

は、「現金」による決済を選択した回答者が最大であり 31.6%、「QR コード」による決済が

可能である商業・サービス事業者が 16.2%、「クレジットカード」13.6%、「クレジット型

IC カード」6.4%と一定の水準に達している。 

この結果からは、キャッシュレス決済手段について一定の定着していることが確認され

た。なお、「掛け売り」は 9.8%、「小切手」についても 5.6%となっている。 
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問 16 の設問によるキャッシュレス決済の対応についての回答結果からは、約半数がキャ

ッシュレス決済に対応しており、一定程度の進展がみられるものの、未対応の事業者につ

いてもその回答者比率は、40.8%であり、相当数含まれている。  
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キャッシュレス決済に未対応の理由の理由についての設問である問 16－2 に関する設問

への回答として、「利用する顧客がいない」とするものが 25.0%、「利用する顧客が限られ

る」とするものが 15.9%、「決済手数料の高さ」を指摘するものが 21.6%、「入金の遅延」

を指摘するものが 12.5%であった。 

決済手続きの面倒が増えることや、会計処理が複雑になることなどが未導入の理由とし

て指摘されている。 

 

問 16-2 問 16 で「2.キャッシュレスに未対応」と回答した方への質問です。その理由は

何ですか？ 
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問 17 の設問で社内業務対応における DX のために利用されているデジタルデータに関す

る利用状況を問うたが、「利用していない」とするものが 40.8%となっている。 

これに対し、PC 用のシステム利用者が 25.8%と相当の比率を占めており、比較的業務負

担が軽微な「クラウド型のシステムを利用」している回答者比率も 21.7%となっている。 

今後社会における DX が一層進められ、さまざまな組織で DX が進められていくことが

予想される中、デジタルデータへの未対応となっている状況は今後大きな課題となること

が予想されよう。 
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利用していない理由に関する設問である問 18 の回答としては、「コスト負担が大きい」

とする回答者比率が 18.3％、「費用対効果が不明確」など導入効果にかかわるものが

13.4%、「どの分野・業務がデジタル化に対応するかがわからない」とするものが 12.2%、

「適切な IT ツール・システムがわからない」とするもの、「デジタルを推進できる人材の

不足」を指摘するものがそれぞれ 10%前後を占めている。「特段の理由がない」と回答する

ものも相当数に上り、15.9%を占めている。 

 

問 18 問 17 で「1.利用していない」と回答した方への質問です。利用されていない理由

は何ですか？ 

 

（複数回答項目 n=82） 
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(B1-2) 顧客について 

 固定客の比率に関する問 19 の結果としては、固定客比率が 60%以上と回答した回答者比

率が 56.7％である。 

この結果は、長期的な関係に基づくビジネスが高砂市内の商業・サービス業事業者によ

って行われていることが示唆される結果となっている。 

 

 

 

固定客の年齢層に関する設問 20 の結果としての比率が大きいのは、40 歳代から 70 歳代

の顧客であり、これらが主要な固定客である回答者比率は、84.2％を占めている。 

特に 60 歳代の顧客が中心であるとするものが 29.2%を占めている一方、30 歳代以下の若

年層が固定客であるとする回答者比率が 5.0％であり、将来の固定客の維持において現状で

課題がある可能性が指摘されよう。 
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(B1-3) COVID-19 のパンデミック以前との比較について 

 営業環境を比較するために、売り上げ全体の変化を把握すると同時に、客単価の変化と

客数の変化に分けて把握すると同時に、それらの要因についての調査項目を設定すること

で、売り上げにどのような要素が影響していると認識されているのかを検討することとし

た。 

問 22 以降の主質問に対する予備的質問とである問 21 の設問に対して、 COVID-19 のパ

ンデミック期以降の開業であるとする回答者は 8.3%であった。 

この調査における大半の回答者は、COVID-19 のパンデミック以前から継続して経営し

ている事業者であり、その比率は 90.8％である。 
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問 22 の設問により COVID-19 のパンデミック以前と以後とを比べた場合の売り上げの変

化について調査したが、増加（ 「かなり増加した」、「やや増加した」）を選択した回答者比

率が 34.9%である一方、減少（ 「やや減少した」、「かなり減少した」）を選択した回答者比

率が 44.0%であり、COVID-19 のパンデミックにより高砂市内での経営基盤に大きな影響を

受けている事業者が相当数あることを暗示する結果となっている。 

 

 

問 23 の客単価に関する回答選択肢による回答結果については、近年の物価高騰傾向の影

響もあるためか、増加傾向を示す「かなり増加した」、「やや増加した」を選択した回答者

比率の和は 38.6%であり、客単価の増加傾向も確認できる。 

 

  

  



339 

 

問 24 により客単価の変化の要因についての設問への回答結果からは、「物価水準の高

騰」を指摘するものが 26.8%と一定の比率を占めている一方、「顧客層の高齢化」を指摘す

る回答者比率も 14.6％に上っている。 

客単価の減少に影響を与える要素として「インターネット通販での販売価格」や「ネッ

ト上の広告など宣伝広告の変化」による影響を指摘する回答も少数ながら見られた。 
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COVID-19 のパンデミック以前と以降との比較において、来店者数の変化に関する問 25

に対する回答結果としては、来店者数の増加（ 「かなり増加した」、「やや増加した」）を選

択した回答者比率は 21.1%である。これに対し、来店者数の減少（ 「やや減少した」、「かな

り減少した」）を選択した回答者比率は 47.7%である。 
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問 26 の来店者数の変化の理由を尋ねた設問の結果からは、「顧客層の高齢化」を指摘す

る回答者比率が 22.8%、「顧客の関心の変化」を指摘する回答者比率が 12.7%である。 

高砂市民を中心とする顧客の高齢化という高砂市内の人口構造の変化がかなり大きな要

因であるため、事業者側の対応のみでは、この課題を克服することは困難である。 

また、顧客の関心の変化に十分追随できていないことが、来店者数の減少にかなり影響

を与えていることを示唆する結果となっている。 

 

 



342 

 

(B1-4) 住民との人間関係を通じた社会関係資本の関連指標との関連について 

 高砂市での秋祭り等を介した重厚な人間関係を介したビジネスが行われている可能性に

も配慮し、消費者側と同様事業者側の社会関係資本とビジネスの関係についても調査する

こととした。 

 問 27 で調査を試みた住民との交流に関する問の結果からは、高砂市内では、地域住民と

の雑談や相談などの交流が積極的に行われており、事業者の側でも社会関係資本を前提と

してビジネスが展開されていることを示唆する結果が得られている。 

 

住民との交流頻度に関する設問である問 28 の結果からは、「週に１～3 回程度程度」と

「ほぼ毎日」と回答した回答者比率の和は 39.4%であり、比較的高頻度での消費者との交

流が行われていることを示唆する数値となっている。 
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事業者同士の関係性を確認するための、問 29 「急な納品や発注などに対応するため、

同様の取扱商品や製造用素材を貸してもらえる同業社は、何社くらいいますか？」という

設問に関しては、「ない」と回答したものが 53.3％と半数以上となっていると同時に「2～3

社以上ある」と回答する者の比率は 33.3％を占めており、事業者間での良好な関係性とサ

ポートネットワークを有している事業者と事業者間のサポートネットワークを有しない事

業者の 2 種類からなる二極化傾向を示しているものと思われる。 
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(B1-5) 経営上の課題及び将来像について 

 経営上の課題を問うている問 30 に対しては、「仕入れ価格の高騰」を選択した回答者が

最も多く 18.3%の回答者がこの点を課題として指摘しており、次いで「売り上げの低迷」

（12.0%）となっているが、ほかに「間接経費の増加」、「人件費の増加」、「輸送燃油費の高

騰」などコスト上昇要因を選択した回答者比率が 10%前後と相対的に大きい。 
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 事業者における社会関係資本の蓄積状況を確認するための関連指標にあたる設問とし

て、経営上の課題についての相談相手の有無についての設問である問 31 に対して、家族以

外でお店の経営・運営についての困りごとについて相談相手が「いる」を選択した回答者

比率は 70.0％であり、極めて大きな値を示しているという結果が得られている。 
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経営上の相談相手に関する問 32 の回答結果としては、会計業務や納税業務での支援を受

けている「公認会計士・税理士」の比率が 21.7%と大きいものの、「同業他社の知人」や

「他業種の知人」といった知人への相談も少なくない。「商工会議所」も相談先として考え

ている回答者が 14.0％であり、商工会議所が身近な相談先となっている傾向も確認され

た。 

 

問 32 問 31 で「1.いる」と回答した方への質問です。お店の経営について相談に乗って

いただける方は、あなたにとってどのような方ですか 

 

（複数回答項目 n=221） 
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問 33 によって調査を行った事業者にとっての社会関係資本の豊かさを確認するための相

談相手の人数に関する設問の結果としては、2 人以上に該当する回答選択肢を選択した回

答者比率の和が 92.9％と、比較的豊かな社会関係資本が事業者においても形成されている

ことを示唆する結果が得られている。 

  

 

 

また、高砂市内のイベント以外での協業や交流に伴う広域的な人間関係により生ずる社

会関係資本の蓄積状況についての関連指標を取得するための設問である問 34 の結果から

は、「ない」と回答した比率が 34.7%と比較的大きい。しかし、一部の事業者においては、

高砂市内外の「市内の異業種の他社との協業経験がある」（19.4%）、「市外の同業他社との

協業経験がある」（18.8%）を含め、相当程度幅広い交流を模索する動きが確認されてい

る。 
 

問 34 これまで商店街のイベントや市内のイベント以外で何らかの協業（交流）の経験は

ありますか？ 
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 事業者にとって、高砂市内の商店にとっての課題は何かという問 35 の結果に関しては、

何らかの特定の課題が存在すると認識されているわけではなく、「商圏人口の減少」を指摘

する回答者比率が 14.5%である。これに続き、「少子・高齢化」（12.6%）、「市外への買い物

客の流出」（8.1%）と高砂市内における特有の課題を指摘する回答者が一定数確認される。 

一方、「全国的な物価高騰」（10.7%）といった事業環境そのものに内在する課題を指摘す

る回答者も一定数に存在する。商業地としての高砂市の課題として「魅力がある店舗が限

られる」（7.1%）や「空き店舗の増加」（6.4%）、「経営者の高齢化・後継者不足」（5.6%）

など内在的な課題を指摘する回答者も一定数見られた。 
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問 36 で調査を実施した今後の経営の取り組みについての調査結果としては、「特に検討

していない」の回答選択肢を選択し、新たな計画がないとする回答者比率が 24.7%で最大

であるとはいうものの、一部で事業構造の変容を目指す動きも一方で盛んである。 

「事業の多角化」を目指すものが 13.5%、「新規事業の進出」を目指すものが 10.7%と目

指している事業者が一定数存在する一方、既存店舗内での販促の強化を目指す動きもみら

れる。 

ネット販売など「ネットビジネスへの取り組み」など、ユビキタス社会を前提とした積

極的な業務展開の動きもみられるものの、一部に廃業を覚悟している消極的な事業者も一

定数存在している。 

 

問 36 今後の経営についてあなたのお店で、どのような取り組みを検討していますか？  

 

（複数回答項目 n=178） 
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個別の事業者の経営課題を問うた問 37 に関する結果からは、高砂市全体にとっての課題

と同様、「高砂市内の高齢化の進行」を課題として指摘するものが 27.1%である。 

さらに「購買力の低さ」を指摘するものも 13.2%のように高砂市内の高齢化に伴う商業

環境として劣化を課題として指摘する回答者がかなりの部分を占めている。 

また、市外からの購入力を確保する上での課題として、「地域としての知名度の低さ」

（14.3%）、「温泉などの集客施設が存在しない」こと（10.0%）や、「インバウンド観光客

の誘致が不十分」（7.5%）、「大規模イベントが限られること」（6.4%）など、外部からの購

買力を期待し難いという課題を指摘するものも相当数みられた。 

 

 

（複数回答項目 n=280） 
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今後の事業者が連携して取り組む取り組みの方策を問うた問 38 に関しては、高砂市全体

での地域振興のための貢献策として、祭り等のイベントによるにぎわい創出を指摘する回

答者比率が 11.9%で最大である。続いて、高砂市での地域貢献があげられている一方、高

齢者向けサービスの強化や地域情報の事業者主体の発信などを指摘する回答者も一定程度

みられた。 

とはいえ、その方策の内容は多様化しており、事業者間で、共同で取り組むべき内容に

ついての共通理解が必ずしも図られているという環境にはないという結果となった。 

 

問 38 高砂市のまちづくり・地域振興のために、商店街・商業者同士が連携し、取り組む

べき内容はどのようなものだとお考えですか？ 
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問 39 で調査を行った高砂市における商業活性化だけに絞った活性化策についての設問の

結果としては、個店の魅力の向上による集客力向上を指摘するものが最大比率の 22.3%を

示している。 

また、地域文化を背景としたイベントの強化、全市一体となった商業者活動による注目

度の向上を指摘する回答者も一定数みられた。 
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 問 40 として調査を行った市の施策としての望ましい地域活性化策としては、「空き店舗

対策」を求めるものが 9.5%、続いて「高砂市の知名度向上」、「高砂市の魅力の発信」など

を挙げる回答者比率が大きく、市外からの訪問者増加により市外からの来客増加に伴う購

買力増加を求める回答者比率も一定数に達している。 
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問 40 高砂市としての商店や商店街の活性化に向けた支援策として望ましいのはどれですか？  

 

（複数回答項目 n=473） 
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 市民から商店街が期待されている役割として、どのような側面が望まれているかについ

て事業者の側でどのように認識されているかを問うた問 41 の結果からは、「地域活性化で

ある」とする回答者が 17.8%を占めている。 

次いで、「こどもに優しい街」、「高齢者に優しい街」を上げるものがほぼ同率の 17％前

後で並んでおり、購入者である高砂市民が良い印象を持ってもらうために貢献すべきであ

るという認識については、高砂市内の事業者間で共有されていることが示唆される結果と

なっている。  

ところで、高砂市域全体としての急速な高齢化と近年の人口減に伴い、地域活性化は、

行政のみならず、より深刻な課題として事業者においても認識されているためか、これか

らの消費者となる将来世代に着目せざるを得ないがゆえに、「こどもに優しい街」が選択さ

れているのかもしれない。 

高砂市においては、高度経済成長期に労働集約型産業の誘致に成功したものの、これら

の産業が直面する市場の国際化の結果、合理化や海外移転などを進め、高砂市内の事業者

においても雇用者数を減らしつつある傾向がみられる。 

 そのような中、地域を活性化するためには、地域資源総動員型の地域経営を模索する必

要があろう。地域を冷静かつ客観的に見つめつつ、ある面、従来の思考枠にとらわれない

の地域活性化策を検討する必要があるものと思われる。 
 

 

（複数回答項目 n=359） 
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B2 

商業者・サービス業事業者 

分割表分析編 
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(B2-1) 高砂市の商業・サービス事業者調査の回答事業者の特性に関

する分析 

地区別に関する分析 

地区別に、事業者調査の結果を検討してみたい。 

調査対象となった商業・サービス事業者の回答者において最も多角化している回答者比

率が大きい地区は荒井地区であるが、全体でもその比率は極めて小さく、回答を寄せた事

業者での多角化による経営の安定化が十分図れていない可能性が指摘できよう。 
 

地区 

× 

事業業種数（問 2 から算出） 
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次に、回答者の立地する地区別に主要な事業内容別に比率を比較してみると、高砂地区

は「飲食サービス」が 30％強を示し、荒井地区では、「飲食サービス」及び「金物など小

機械販売」や「生活サービス」の回答者比率も小さくはない。伊保地区では、特に突出し

た比率を示した事業者種別の回答者は見られなかった。曽根地区では、食料品取扱事業者

の比率が大きい。なお、米田地区では生活サービス及び食料品販売事業者の比率が大き

い。 

 

地区 

× 

問２ お店の事業の主たる業種は何ですか？ 
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回答事業者の代表者の年齢層を比較してみると、回答を寄せた事業者のうち、60 歳以上

が代表者である回答者比率が最も大きい地区としては、伊保、米田、北浜、中筋の各地区

であり、それら地区での代表者の年齢が 60 歳以上の回答者比率は 50％以上である。 

逆に経営者が 50 歳未満の比較的低年齢のデイ評者であるとする回答者比率が大きい地区

は、曽根、阿弥陀の両地区である。 

 

地区 

× 

問４ 代表者（主に経営にあたっている方）の年齢をご回答ください。（集約値） 
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従業員規模が比較的大きい従業者が 10 人以上の商業・サービス事業者の回答者比率が大

きい地区は伊保、曽根、高砂の各地区である。従業者が 3 人以下の商業・サービス事業者

の回答者比率が大きい地区は北浜、中筋、曽根の各地区である。 

これらの結果からは、伊保、曽根、高砂の各地区は比較的経営規模が大きい事業者が多

い一方、中筋、北浜の両地区では、従業員規模は小さいものの長期間営業が継続されてい

る結果が確認されている。 

このような結果となった背景に背景には同業者組合等での相互扶助が影響している可能

性が指摘されるが、これらの地区では回答者数が極めて少ないため、分析結果にバイアス

が生じている可能性も否定できない。 

 

地区 

× 

問５ あなたのお店では、業務に従事する人数は何人いらっしゃいますか？（集約値） 
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50 年以上継続している商業・サービス事業者の回答者比率が大きい地区は、中筋、曽

根、伊保の各地区であり、開業から 5 年未満の商業・サービス事業者の回答者比率が大き

い地区は、市外の郵便番号などを記載した無回答・不明の地区を除いた場合、米田地区で

ある。 

地区 

× 

、 あなたのお店の市内での営業歴をご回答ください。 
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商業組合等の同業者組合に加入している商業・サービス事業者の回答者比率が大きい地

区は北浜、中筋、伊保、高砂地区であり、「加入している」を選択した回答者比率は 80％

以上となっている。これに対し、荒井地区では、加入率が 50％以下であり、また、阿弥陀

地区では、20％となっている。 

 

地区 

× 

問７ 同業者を含む商業組合や商店街組合など組織に加入していますか？ 
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固定客比率が「80％以上」を選択した回答者比率が大きい地区は中筋、米田、阿弥陀、

伊保、曽根、高砂の各地区である。しかしながら、伊保、曽根、荒井、高砂地区では、固

定客比率が「20％未満」を選択した回答者比率が 10％程度あり、流動的な顧客環境に直面

している企業と、固定的な顧客環境に直面している事業者群が併存していることを示唆す

る結果となっている。 

 

地区 

× 

問 19 固定客（頻繁にお店に来られる方として認識している方）の占める割合はどのく

らいですか？ 
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固定客の年齢層が 40 歳未満の回答者比率が大きい地区としては、阿弥陀、曽根、伊保の

各地区であり、これは、居住者の年齢層を反映している可能性がある。逆に固定客の年齢

層が 70 歳以上の回答者比率が大きい地区は、米田、高砂、伊保、阿弥陀であり、これらの

地区では、固定客の年齢層が 70 歳以上であるとする回答者比率が 20％を超えている。 

但し、曽根地区に関しては、「60 から 69 歳」の回答選択肢を選択した回答者比率が

60.0％と大きいことにも一定の留意が必要である。 

このような結果の背景には、地区の人口構造に加え、通過交通者が利用する駅など交通

結節点の存在や、地区における事業所の存在が影響しているものと考えられる。 

この意味で、固定客層の低年齢化を図るためには、交通結節点にまつわる施設整備や交

通網の検討、また、若年層を労働力として必要とする高砂市内での産業立地や誘導などの

点からも検討することが必要であろう。 

 

地区 

× 

問 20 固定客で多い年齢層はどのくらいですか？ 
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372 
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(B2-2) 高砂市の商業・サービス事業者調査の DX 関連の諸特性に関

する分析 

DX の理解度に関する分析 

事業者の業種に関する分析 

商業・サービス事業者調査に回答を寄せた事業者の DX の理解について、事業者属性ご

とに調査した結果から、得られた結果について以下記述する。 

業種別に DX の理解度について比較したところ、「金物・小機械・住設サービス」、「化

粧・医療品」、「ホビー用品」、「専門サービス」の事業者で、「理解している」、「ある程度理

解している」とする回答者比率の和は比較的大きい。 

これに対し、食料品、生活サービス、飲食サービスで DX の理解の程度については、「理

解している」を選択した回答者比率は小さく、業種による違いがみられる。 

これらの結果の背景には、日常業務の遂行にデジタル技術が利用されることの多い業種

では、否応なくいわゆるデジタイゼーション及びデジタライゼーションへの対応が迫られ

ており、DX 関連概念の触れることが少なくないという側面があるからであろう。 

これに対し、「食料品」、「生活サービス」、「飲食サービス」の事業者では、対面の顧客対

応が業務量の一定部分を占めるため、事業遂行上、デジタル技術を活用する場面が限られ

ることなどが影響していることが考えられる。 

これらの状況を踏まえるならば、今後幅広い業種の関係者の DX の理解がより進展する

ためには、業種ごとにその業務特性と必要性に応じた DX についての理解の深化に至るた

めに、何らかの適切な対策をとることが望ましいものと思われる。 

 

  



375 

 

問２ お店の事業の主たる業種は何ですか？ 

× 

問８ DX（デジタルトランスフォーメーション）についてどの程度理解していますか？ 
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代表者の年齢に関する分析 

調査対象企業の代表者の年齢層別では、代表者の年齢階層が 60 歳代以上の場合、DX を

「理解していない」を選択した回答者比率が大きい。代表者の年齢階層が 59 歳未満とする

回答者群で「ある程度理解している」、「理解している」を選択した回答者比率がやや大き

いという結果との間に対比が存在する。 

しかし、代表者の年齢階層が 49 歳以下の対象事業者でも「理解していない」とするもの

が約半数を占める。 

 

問４ 代表者（主に経営にあたっている方）の年齢をご回答ください。（集約値） 

× 

問８ DX（デジタルトランスフォーメーション）についてどの程度理解していますか？ 
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従業者規模に関する分析 

次に、従業者を基準とする事業者の規模がより大きい回答者群であるほど、「理解してい

ない」を選択した回答者比率は小さい。これと整合するように、事業者の規模が大きい回

答者群においては、「理解している」、「ある程度理解している」を選択した回答者比率は大

きい。その意味で、ある程度以上の従業員規模が大きい事業者では、DX への理解が進展

している可能性が示唆される結果となっている。 

この結果を踏まえるならば、現在 DX の理解が進んでいない従業者規模の小さい事業者

に対して、DX の理解を進めるような何らかの働きかけが必要であるといえよう。 

今後社会全体のデジタライゼーションが進み、スマートワークを中心とした新しい働き

方や業務遂行が求められていく中で、規模の大きい事業者所中心にデジタル社会への対応

と DX への対応が進展している一方、小規模の事業者では、デジタル化が遅々として進ま

ない」という事業者におけるデジタルデバイドが高砂市内で発生する懸念がある。 

 

問５ あなたのお店では、業務に従事する人数は何人いらっしゃいますか？（集約値） 

× 

問８ DX（デジタルトランスフォーメーション）についてどの程度理解していますか？ 
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商店街組合や同業組合への加入状況に関する分析 

商店街組合や同業組合に加入事業者の回答と非加入事業者の回答結果の比較からは、非

加入事業者での「理解していない」と回答する回答者比率の和は、加入事業者においてや

や小さい値ではあるとはいうものの、「理解している」、「ある程度理解している」を選択し

た回答者比率の和で比較した場合、同業者組合等の加入事業者での同回答者比率は小さ

い。 

この結果からは、加入団体を持たない事業者のほうが自主的な対応を求められるため

か、自助努力として DX についての理解の獲得の努力を行っている可能性が示唆される結

果ともなっている。 

ただし、同業者組合等に加入しているものの DX の理解があまり進んでいない回答者が

一定数含まれる結果を踏まえると、今後、同業者組合においても、今後の社会的趨勢に合

わせた DX 推進に向けての何らかの方策の検討が必要であるかもしれない。 
 

問７ 同業者を含む商業組合や商店街組合など組織に加入していますか？ 

× 

問８ DX（デジタルトランスフォーメーション）についてどの程度理解していますか？ 
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キャッシュレス決済手段の対応数に関する分析 

売上代金回収手段としてのキャッシュレス決済系手段の対応数を求めた。具体的には、

キャッシュレス決済手段に相当する手段（クレジットカード、デビットカード（即時決

済）、ICOCA(イコカ)や PiTaPa(ピタパ)など交通系 IC カード、WAON や nanaco（ナナ

コ）など流通系 IC カード、 ID やクイックペイなど クレジット型 IC カード）、QR コー

ド決済（ペイペイ・楽天ペイ・はばたんペイなど）の取り扱い総数を算出した。 

このキャッシュレス決済手段の対応数と DX の理解度に関する分析結果からは、キャッ

シュレス決済手段の数が大きい対象事業者では一般に「理解している」、「ある程度理解し

ている」とする回答者比率は大きい。 

 

問 15 対応している売上代金の回収手段を選んでください。 

（キャッスレス手段についての集計値） 

× 

問８ DX（デジタルトランスフォーメーション）についてどの程度理解していますか？ 
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小括 

この結果は、キャッシュレス決済そのものがデジタル技術を応用したデジタライゼーシ

ョンの第一歩となっている可能性があることを示しているといえよう。 

ところで、我が国とドイツ連邦共和国では、COVID-19 のパンデミック以前は、それぞ

れの通貨発行当局に関する信認が極めて高く、通貨流通が円滑に行われていることもあ

り、決済における現金の占める比率が 80％を超えていた。しかし、我が国でもドイツ連保

応共和国でも、COVID-19 のパンデミック期に感染症予防の観点から一般の商業取引にお

いてもデジタル決済手段が普及し始めた結果、国民の間でのキャッシュレス決済手段の利

用が進み、現金決済の比率が下がり始めている。 

その結果、Fintech（情報技術を決済や資金調達に活用する体系の総称）が社会において

大きな期待を集める中、Fintech の一種としての決済におけるデジタル技術活用の傾向は、

今後も続くことが EU 加盟諸国や米国において予想されている。このような世界的な趨勢

を踏まえるならば、ICT 技術の応用事例の一つであるキャッシュレス決済を推進すること

が求められよう。 

さらに、このキャッシュレス決済の普及と推進が、DX 理解度の向上のための突破口と

なる可能性を含む結果が得られていることを考えると、事業者のキャッシュレス化対応へ

の政策的支援には一定の合理性があるといえよう。 

 以上の結果を踏まえるならば、幅広い経営者集団に DX の効果を具体的に体感させうる

ようなイベントの実施や、内閣官房が実施しているデジタル甲子園などで紹介された事例

等の紹介等、他の先行事例の紹介などをはじめとした DX についての理解を高砂市内の事

業者に一層普及させるためには、キャッシュレス決済の普及促進など、比較的導入が容易

な技術の利用経験を積むことで、デジタル技術利用に関する抵抗感を低減させるような、

有効かつ適切な契機の提供などの政策や対策が必要であろう。 

高砂市内における幅広い事業者が DX による恩恵を享受することを可能にするために

は、高砂市と兵庫県下の大学や高等専門学校などとの連携協定を活用しつつ、これらの協

力のもと DX 講座やこれら組織との交流を通じた高砂市域全体での底上げを図っていく必

要があろう。 
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DX の取り組み状況や今後の意向についての分析 

現状の高砂市内の商業・サービス事業者の回答者のデータを利用した分析結果から、各

要素について触れてみたい。 

業種別の分析からは、「専門サービス」、「婦人・紳士服販売」、「生活サービス」、「そのほ

か」、「食料品販売」、「化粧品販売」の各業種で、すでに「取り組んでいる」とする回答者

比率が大きい。 

一方で「食料品販売」、「生活サービス」、「そのほか」では「取り組む予定はない」を選

択した回答者の比率が 50％以上となっている。ところで、「食料品販売」、「生活サービ

ス」、「そのほか」の業種については、「取り組む予定はない」の比率も大きい一方、 すで

に「取り組んでいる」とする回答者比率も大きい。この結果から、同一の業種でも DX へ

の取り組み意向が異なる事業者が併存していることを示唆する結果となっている。 
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問２ お店の事業の主たる業種は何ですか？ 

× 

問９ DX 推進の取組状況についてお答えください。 
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代表者の年齢層（集約値）と、DX の取り組み状況については、代表者の年齢が 70 歳以

上と 69 歳以下の層で差がみられる。 

70 歳以上の高齢者が代表者となっている事業者では、「DX に取り組んでいる」、「取り組

むことを検討中」であるとする事業者の比率は極めて小さい。 

このような結果となった背景としては、70 歳以上の高齢の代表者の場合、技術的な変化

に十分追随できていない可能性が指摘できよう。 

このような状況を打破するためには、幅広い代表者層に粘り強く DX の有効であった事

例等を具体的に示し、説明していくことが必要であるかもしれない。 

 

問４ 代表者（主に経営にあたっている方）の年齢をご回答ください。（集約値） 

× 

問９ DX 推進の取組状況についてお答えください。 
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DX の理解についての回答結果と同様に、従業者規模の大きい事業者ほど、DX への取り

組みが進展しているものの、比較的従業者規模の小さい事業者では、DX への取り組みが

十分ではないという結果が得られている。 

この背景には、規模の小さな事業所では、人材面でも、従業者にとっての時間的側面で

も余裕がないことが考えられる。これらのために、オンライン教材などや DX の成功事例

などが比較的短時間で容易に理解できるようにするコンテンツの紹介などが必要であると

思われる。 

 

問５ あなたのお店では、業務に従事する人数は何人いらっしゃいますか？（集約値）

× 

問９ DX 推進の取組状況についてお答えください。 
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商店街組合や同業者組合に加入している事業者での「取り組む予定はない」とする回答

者比率は小さいが、非加入事業の回答者では、「取り組む予定はない」を選択した回答者比

率は大きい。また、キャッシュレスでの決済手段がより多い事業者であるほど、DX にす

でに「取り組んでいる」、「取り組むことを検討中」と回答する回答者比率の和がやや大き

い傾向が確認された。 

 

問７ 同業者を含む商業組合や商店街組合など組織に加入していますか？ 

× 

問９ DX 推進の取組状況についてお答えください。 
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小括 

DX を「理解している」、「ある程度理解している」回答者群では、DX にすでに「取り組

んでいる」、「DX に取り組むことを検討中」である回答者比率は、「あまり理解していな

い」、「理解していない」回答者群の DX にすでに「取り組んでいる」、「DX に取り組むこ

とを検討中」である回答者比率と比べ、相当大きい。しかしながら、DX の理解が進んで

いるものの、DX に「取り組む予定はない」事業者も存在する一方、DX について「理解し

ていない」回答者でも、すでに DX に「取り組んでいる」ないし「取り組むことを検討中

とする」回答者は一定数存在する。しかしながら、DX に「取り組む予定はない」、かつ

DX について「理解していない」回答者の全体の回答者に占める比率が 35％である。これ

らの DX への理解もなければ、今後取り組む予定のない回答者に対して、何らかの対策を

取る必要があろう。 

その具体的な対応策としては、デジタル地域ポイント事業などへの参加などや DX の成

功事例などの紹介など、比較的費用負担が少ないデジタル技術の利活用をはじめとする導

入的な技術を普及促進策が指摘できよう。 
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問８ DX（デジタルトランスフォーメーション）についてどの程度理解していますか？ 

× 

問９ DX 推進の取組状況についてお答えください。 
 

 
 

  



388 

 

事業者が対応しているキャッシュレス手段の集計値を用いた階級値別での今後の予定に

ついての分析結果からは、キャッシュレス手段の利用種別数が多い事業者ほど、DX の取

り組みについて積極的な傾向を示していることが確認された。  

 

問 15 対応している売上代金の回収手段を選んでください。 

（キャッシュレス手段を集計） 

× 

問９ DX 推進の取組状況についてお答えください。 
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小括 

ところで、ハンディタイプの携帯電話が登場してから 10 年後には、携帯電話の利用が一

般化し、ほぼ普及率が 100％に達したように、今後 DX が社会において何ら新規性を有す

る概念とはならない状況に達するまで、おそらく 10 年を要しないものになることが予想さ

れる。 

すでに、多くの業界で ICT なしでのビジネスはほぼ成立しなくなっている現実がある。

さらに、DX がビジネス世界ではごく当然の概念となりつつあり、多くの事業者にとっ

て、DX 対応が必須になることが想定される。 

そのような環境下においては、経済産業省、総務省及び中小企業庁などの予算等の活用

を検討しつつ、地域における DX への理解の普及について何らかのアクションをとる必要

があろう。 

このような環境下においては、過去のビジネススタイルを重視し、新規性のある技術を

利活用しない事業者は、ある種の残存者利益を追求する事業者であることを意味する。そ

のようなビジネススタイルの維持には、一定の価値があるものの、現在のデジタル技術が

社会インフラストラクチャーとなりつつある状況を想定するならば、これらの事業者の存

続は厳しいことが想定される。 
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DX についての理解と現在利用中の ICT 技術の利用状況に関する分析 

DX の理解の程度に影響を与えることが考えられる現在利用中の ICT 技術の利用状況

を、インターネットの利用方法、インターネットを利用した情報発信技術に分け、これら

の利用状況と DX の理解についての関係を検討した。 
 

インターネットの利用方法に関する分析 

まず、インターネットの利用している機能の観点から、DX についての理解がどのよう

に違うかを検討した。以下の図では、ある技術を利用しているものは、以下の図中におい

て 1 で表記し、利用していないものは 0 で表記している。 

以下の分析の結果からは、「メール」や「情報検索」、「SNS での情報発信」など、すで

に一般化したスタイルでの ICT ツールを利用している回答者群で、「DX を理解している」

とする選択肢の回答者比率がやや大きい。 
 

問 10 あなたのお店で利用しているインターネットの機能はどのようなものですか？ 

（メール） 

× 

問８ DX（デジタルトランスフォーメーション）についてどの程度理解していますか？ 
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問 10 あなたのお店で利用しているインターネットの機能はどのようなものですか？ 

（チャット） 

× 

問８ DX（デジタルトランスフォーメーション）についてどの程度理解していますか？ 
 

 

 

問 10 あなたのお店で利用しているインターネットの機能はどのようなものですか？ 

（情報検索） 

× 

問８ DX（デジタルトランスフォーメーション）についてどの程度理解していますか？ 
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問 10 あなたのお店で利用しているインターネットの機能はどのようなものですか？ 

（SNS での情報発信） 

× 

問８ DX（デジタルトランスフォーメーション）についてどの程度理解していますか？ 
 

 

問 10 あなたのお店で利用しているインターネットの機能はどのようなものですか？ 

（自社サイト） 

× 

問８ DX（デジタルトランスフォーメーション）についてどの程度理解していますか？ 
 

 
 



393 

 

問 10 あなたのお店で利用しているインターネットの機能はどのようなものですか？ 

（クラウド型業務アプリ） 

× 

問８ DX（デジタルトランスフォーメーション）についてどの程度理解していますか？ 
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インターネットを利用した情報発信についての取り組みに関する分析 

インターネットを利用した情報発信の方法についてであるが、以下の図では、ある技術

を利用しているものに関しては、以下の図中では 1 で表示し、利用していないものは 0 で

表記している。 

分析結果からは、「（自社で）ウェブサイトを利用して情報発信している」事業者では、

デジタル技術への親和性が高く、DX について「理解している」を選択した回答者比率が

大きい。 

より入門的な情報発信のためのツールである SNS を利用している回答者については、

DX について「理解している」を選択した回答者比率が相当小さい。 

さらに、インターネットを利用した「情報発信していない」と回答する回答者群では、

これらのデジタル通信技術への親和性がそもそも限られるためか、DX についての理解が

極めて進んでいない傾向が確認される。 

 
 

問 11 あなたのお店ではインターネットを利用してどのように情報発信をしています

か？（ウェブサイトを利用して情報発信している） 

× 

問８ DX（デジタルトランスフォーメーション）についてどの程度理解していますか？ 
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問 11 あなたのお店ではインターネットを利用してどのように情報発信をしています

か？（SNS を利用して情報発信している） 

× 

問８ DX（デジタルトランスフォーメーション）についてどの程度理解していますか？ 
 

 
 

問 11 あなたのお店ではインターネットを利用してどのように情報発信をしています

か？（情報発信していない） 

× 

問８ DX（デジタルトランスフォーメーション）についてどの程度理解していますか？ 
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小括 

以上の結果を踏まえるならば、どのように ICT 技術を利用しているかどうかが、DX に

ついての理解や DX 技術への取り組み意向により強く影響している可能性を示す傾向が確

認された。 

これらの解析結果を踏まえるならば、まずは入門的、基礎的な ICT 技術の利用について

の普及促進を図り、その利用を起点に DX に対する理解をするための入り口とし、DX の

理解を深めていくような着実な政策や対策を取ることが重要であると考える。 

例えば、デジタル地域ポイント事業などの一般的なツールを利用する環境を整備したう

えで、DX についての理解の普及を図り、そのうえで、DX への取り組みを推進する制度設

計が重要になろう。 
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DX の取り組み状況と現在利用中の ICT 技術の利用状況に関する分析 

以下では、インターネットを利用方法と、インターネットを利用した情報発信につい

て、DX の取り組みに対する姿勢がどのように違っているかを検証する。  
 

インターネットの利用方法に関する分析 

インターネットの利用機能について、ある機能を利用しているものは、以下の図中では

1 で表記し、利用していないものは 0 で表記している。 

インターネットの利用機能と、DX の取り組みの現在および将来の取り組み予定につい

の分析結果からは、「自社サイトの独自運営」や「自社サイトでの情報発信」、「チャットツ

ールの利用」など、積極的に比較的新規性のある ICT を利用している事業者においては、

今後の DX への取り組み意向として、「取り組んでいる」、「降り組むことを検討中」という

積極的な回答選択肢を選択した回答者比率が比較的大きい。 

これらの結果を踏まえるならば、高砂市内の事業者に対して、インターネットの新しい

技術の利用法や、より高度な利用方法への移行を推奨していくことが求められよう。 
 

 

問 10 あなたのお店で利用しているインターネットの機能はどのようなものですか？

（メール） 

× 

問９ DX 推進の取組状況についてお答えください。 
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問 10 あなたのお店で利用しているインターネットの機能はどのようなものですか？

（チャット） 

× 

問９ DX 推進の取組状況についてお答えください。 

 

 

問 10 あなたのお店で利用しているインターネットの機能はどのようなものですか？

（情報検索） 

× 

問９ DX 推進の取組状況についてお答えください。 
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問 10 あなたのお店で利用しているインターネットの機能はどのようなものですか？

（SNS での情報発信） 

× 

問９ DX 推進の取組状況についてお答えください。 

 

 

 

問 10 あなたのお店で利用しているインターネットの機能はどのようなものですか？

（ウェブサイトを構築して情報発信） 

× 

問９ DX 推進の取組状況についてお答えください。 
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問 10 あなたのお店で利用しているインターネットの機能はどのようなものですか？

（会計管理・顧客管理などクラウド型業務支援アプリの利用） 

× 

問９ DX 推進の取組状況についてお答えください。 
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インターネットを利用した情報発信についての取り組み 

次に、インターネットを利用した情報発信の方法と DX の取り組み状況について検証し

てみる。以下の図中では、情報発信に利用している技術として選択したものを 1 で表示

し、選択していないものを 0 で表示している。 

インターネットを利用した情報発信の方法と DX の取り組み状況を分析した結果から

は、インターネットを利用した情報発信を実施しているからといって、それがすぐさま

DX への取り組みへの姿勢につながっているかというと、必ずしもそうではない。 

より高度で新規性のある手法で、インターネットによる情報発信をしている回答者群に

おいても、DX に「今後取り組む予定はない」とする事業者比率が大きいなどの特徴がみ

られた。 

この背景としては、事業者の業務の性質により、インターネットによる情報発信をして

いない、あるいは、する必要がない事業者があり、これらのインターネットによる情報発

信をしていない事業者であっても、DX に取り組もうとする事業者が一定数存在すること

を示唆する結果となっている。 

 

問 11 あなたのお店ではインターネットを利用してどのように情報発信をしています

か？（SNS を利用して情報発信している） 

× 

問９ DX 推進の取組状況についてお答えください。 
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問 11 あなたのお店ではインターネットを利用してどのように情報発信をしています

か？（インターネットでは情報発信していない） 

× 

問９ DX 推進の取組状況についてお答えください。 

 

 

以上の結果を踏まえるならば、事業者の業種特性やビジネス慣行等のビジネス環境に合

わせた DX への取り組み支援を行う必要があることを示唆する結果となっている。 
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DX の理解の程度・取り組み状況と後継者の有無に関する分析 

後継者の有無と DX の理解、DX への取り組み状況を検討したところ、「後継者がい

る」、「まだわからない」を選択した事業者では、DX を「理解していない」を選択した回

答者比率は小さいが、後継者が「いない」とする回答者では、DX を「理解していない」

を選択した回答者比率がかなり大きい。 

ところが、後継者の有無と DX の取り組み状況についての回答状況については、後継者

の有無による大きな違いは確認されなかった。 

 

問 12 予定されている後継者はいらっしゃいますか？ 

× 

問８ DX（デジタルトランスフォーメーション）についてどの程度理解していますか？ 
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問 12 予定されている後継者はいらっしゃいますか？ 

× 

問９ DX 推進の取組状況についてお答えください。 
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固定客の年齢層に関する分析 

固定客の年齢層がより若い年齢層である事業者の回答者で DX を理解している、「ある程

度理解している」を選択した回答者比率はおおむね大きな値であり、固定客の年齢層が 70

歳以上である事業者で「理解していない」、「あまり理解していない」を選択した回答者比

率の和は極めて大きな値となっている。固定客の年齢層が 30 歳代、40 歳代では、DX に

すでに取り組んでいるとする回答者比率はほかに比べ大きな値となっているが、それ以外

の固定客の年齢層については、大きな差がみられない。 

 

問 20 固定客で多い年齢層はどのくらいですか？ 

× 

問８ DX（デジタルトランスフォーメーション）についてどの程度理解していますか？ 
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問 20 固定客で多い年齢層はどのくらいですか？ 

× 

問９ DX 推進の取組状況についてお答えください。 
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(B2-3) 高砂市内の事業者における COVID-19 のパンデミック前後

の売り上げの変化に関する分析 

令和 7 年調査にあっては、COVID-19 のパンデミックによる影響を売上額のみに着目す

るのではなく、客単価、来店者数の要素に分解し分析することが可能となるように、来店

者数及び客単価の変化に関する設問項目を設定したうえで調査を行った。 

 

売り上げに関する分析 

店舗所在地区別の分析 

店舗所在地区別の売り上げについての変化を検討する。店舗所在地区別の売り上げの減

少が目立つ（「かなり減少した」、「やや減少した」を選択した回答者比率の和が大きい）地

区としては、中筋、伊保、高砂、曽根、米田の各地区である。 

このような結果となった背景としては、従来は高砂市を代表するような独自性を有する

商業施設であったサンモール高砂の営業停止後は、伊保、高砂、曽根の各地区にとって

は、地区住民が居住する地区内ないし徒歩圏である地区に地域の商業核として広く認識さ

れるような商業施設が存在しない状況が発生している。 

サンモール高砂の影響停止後は、生鮮食料品や日用品の購入にしても、買回り品の購入

にしても、高砂市内の他地域に「自家用車」などで移動して購入活動を行うか、近隣市の

商業施設を利用することが一般化したものと考えられる。 

この結果、高砂、伊保、曽根の各地区に関しては、山陽電鉄を利用して加古川市内の山陽

電鉄別府駅前にある商業施設がこれら地区の居住者にとって利便性が高いため、加古川市内

に流出している。 

一方、高砂市米田地区については、地続きの近接地区ともいうべき加古川市東神吉町、加

古川市米田町内の比較的規模の大きい商業施設や、ニッケパークタウンなどへの消費支出の

流出が起きている可能性がある（参照：生鮮食料品や日用品の購入先自治体 A2-4、買回り

品の購入先自治体 A2-14）。中筋地区に関しては、姫路市内を生鮮食料品や日用品の購入先

自治体、買回り品の購入先自治体とする回答者比率が大きいことから、市外の商業施設への

消費支出の流出が顕著であるため、店舗所在地区別の分析結果としては、売り上げが減少し

ているものと思われる。 
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地区 

× 
問 22 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の売り上げは感

覚としてどのようになっていますか？ 
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客単価に関する分析 

次に売り上げと客単価についての関係を検討してみたい。 

客単価のみに注目すれば、「かなり増加した」、「やや増加した」と回答している回答者が

全回答者の 30％である（B1-3 参照）。 

客単価が増加している（「かなり増加した」、「やや増加した」）事業者での売り上げが増

加傾向にある回答者比率（「かなり増加した」、「やや増加した」を選択した回答者比率の

和）が 50％以上である。 

これに対し、客単価が増加している事業者で、逆に売り上げが「やや減少した」、あるい

は「かなり減少した」を選択した回答者比率の和については、30％程度でしかない。 

ところが、客単価が減少していると回答している事業者では、売り上げが「あまり変わ

らない」を選択した回答者が極端に少なく、大半の事業者が「やや減少した」、「かなり減

少した」を選択している。 

この結果は、客単価と売り上げの減少という両側面で厳しい環境に直面していることを

示唆する結果といえよう。 
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問 23 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の客単価は感覚

としてどのようになっていますか？ 

× 

問 22 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の売り上げは感

覚としてどのようになっていますか？ 
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小括 

 

客単価と来店者数の変化から考えれば、全体として来店者数が減少傾向にあるとした回

答者群では、来店者もかなり減少したと回答している。 

つまり、来店者も、客単価がともに減少するという負のスパイラル状態に陥っており、

これらの回答者群では、厳しい経営環境に直面していることが指摘できる。 

また、問 35 の現在の経営課題としては、顧客の高齢化、全国的な知名度の低さ、購買力

の弱さなどが指摘されており、高砂市内の消費者のみだけに依存してビジネス展開するこ

とが限界にきていることを示しているといえよう。 

これを打破するために、全国的な知名度の向上を行い、来街者を増やすことで、間接的

に来店者数を増やしつつ、来街者の消費支出などの獲得による購買力の移入が課題になっ

ていることが示唆される結果となっている。 

 ここまでの結果を踏まえるならば、今後高砂市の商業環境の活性化を図ろうとするので

あれば、来街者の増加、来店者の増加に直結するような対策を個別店においても、地域の

事業者組合を含む経済諸団体、行政担当部局のいずれにおいても相当的に検討する必要が

あろう。 

例えば、来店者を増やす政策としては、顧客による買い物タクシーの共同利用の推進及

び支援、同タクシーの共同利用者に対するクーポンの配布などのような購入インセンティ

ブ策の実施及びこの実施に対する支援、デジタル地域ポイント事業の本格導入などを行

い、経済振興策として、地元の事業者で購入活動を行った場合のみにプレミアムポイント

が付与されるなど、高砂市内の事業者における購入活動につなげるためのインセンティブ

の付与、観光客や滞在者などの増加とその誘導による来店者数の増大策などの諸政策の必

要性が指摘できよう。 
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分析における組み合わせの限定に関する留意事項 

なお、以上の分析で示したように、客単価の変化の方向と、来店者数の間には、強い関

係性が存在するために、以下の分析では、特に注意すべき結果がみられない限り、売り上

げに直接的な影響を与える来店者数のみに着目して分析した結果を紹介する。 
 

来店者に関する分析 

 次に来店者の変化について分析してみたい 

まず、来店者数について「かなり増加した」と回答する事業者の回答者比率は小さく、

むしろ来店者数が「やや減少した」、「かなり減少した」を選択した回答者比率が全体の

40％以上となっている。 

とりわけ、来店者数が「やや減少した」、「かなり減少した」を選択した回答者群での売

り上げの減少傾向は著しい。これらの来店者数の減少の中、売り上げが減少しているとい

う事業者は極めて厳しい経営状況に直面していることを如実に示す結果となっている。 

しかしながら、来店者数が「かなり減少した」を選択した回答者群の中でも、売り上げ

が「かなり増加した」を選択した回答者比率は 18.5％となっている。 

このような事業者では、来店者数の減少を経験しつつも、売り上げの増加が実現してい

る事業者である。数はさほど多くないが存在する。 

平成 7 年調査の結果からは、全体的には、COVID-19 のパンデミックに伴い、高砂市内

の事業者にとって大きく減少した来店者数は、その後 3 年余り経過したとしても、かなり

の減少傾向にあり、従前ほどの来店者数を確保できておらず、来店者数の点でも、売り上

げの点でも十分な回復を見せていないことを示す結果となっている。 
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問 25 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の来店者数は感

覚としてどのようになっていますか？ 

× 
問 22 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の売り上げは感

覚としてどのようになっていますか？ 
 

 

 

売り上げの減少、来店者数の減少という非常に厳しい経営環境を経験している事業者

が、高砂市内において相当数存在することを考えるならば、高砂市としては、南部の旧サ

ンモール跡地の開発や、山陽電鉄の主要駅付近の再開発、デジタル地域ポイント事業の活

用などを含め、複合的な対策を実施して高砂市内の消費者が高砂市内の店舗に訪問、購入

につなげることを促進するための方策をとる必要があろう。 

現在の高砂市の事業者にとっての地域課題として、地域活性化を指摘する回答者が一定

数存在すること、高砂市において今後の社会における変化などを前提とする時、急激な人

口増が望めないことを前提としつつ、地域資源を総動員した地域への来訪者の増加を行う

などにより、来店者の増加対策を検討する必要があるであろう。 



416 

 

店舗所在地区別の分析 

 先述した売り上げに関する地区別の分析でも、店舗所在地区別の売り上げの減少が目立

つ（「かなり減少した」、「やや減少した」を選択した回答者比率の和が大きい）地区として

は、中筋、米田、伊保、荒井、高砂の各地区である。 

 これらの地区では、来店者の減少が指摘されている。これは、売り上げについての解説

を参考にされたいが、同様の理由により来店者数が減少していることが考えられる。 
 

地区 

× 

問 25 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の来店者数は感

覚としてどのようになっていますか？ 
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キャッシュレス対応と売り上げ、客単価、来店者数の変化に関する分析 

キャッシュレス決済の手段数に関する分析 

問 15 の「対応している売上代金の回収手段を選んでください」の中からキャッシュレス

決済手段に相当する手段（クレジットカード、デビットカード（即時決済）、ICOCA(イコ

カ)や PiTaPa(ピタパ)など交通系 IC カード、WAON や nanaco（ナナコ）など流通系 IC

カード、 ID やクイックペイなど クレジット型 IC カード）、QR コード決済（ペイペイ・

楽天ペイ・はばたんペイなど）の取り扱い総数を算出した値、すなわち、事業者が対応す

るキャッシュレス手段数を求めた。 

このキャッシュレス手段数と売り上げ、客単価、来店者数の変化に関する設問の分析結

果からは、事業者のキャッシュレス決済手段が 5 以上と多様な手段に対応している回答者

群では、売り上げ、客単価、来店者数ともに「かなり増加した」、「やや増加した」を選択

した回答者比率は大きい傾向はみられる。しかしながら、キャッシュレス決済手段への対

応数が単に多いからと言って、必ずしも売り上げ、客単価、来店者数の増大に必ずしもつ

ながっているわけではない。 

これらの結果を考えるならば、キャッシュレス対応は、ある程度顧客獲得、顧客の維持

につながる手段となっている可能性は高いものの、キャッシュレス対応の手段数だけで説

明できるわけではなく、キャッシュレス決済手段の多寡以外の他の要素の影響も考慮すべ

きであろう。 
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キャッシュレス決済の手段数 

× 

問 22 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の売り上げは感

覚としてどのようになっていますか？ 
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キャッシュレス決済の手段数 

× 

問 23 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の客単価は感覚

としてどのようになっていますか？ 
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キャッシュュレス決済の手段数 

× 

問 25 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の来店者数は感

覚としてどのようになっていますか？ 
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固定客比率と売り上げ、来店者数に関する分析 

固定客が占める割合と売り上げや来店者数の変化に関する設問との関係を検討するなら

ば、固定客比率が 40%未満の固定客比率が相対的に小さい回答者群では、売り上げが「か

なり減少した」とする回答の比率が大きい。 

固定客比率が 40％以上の回答者群では、売り上げの変化についても、来店者数の変化に

ついても「やや増加した」、「あまり変わらない」を選択した回答者比率がかなり大きい。

その意味で、40％以上の固定客を確保している事業者では、固定客の存在は、経営を行う

うえでのある種の安定化装置として機能しており、経営環境の安定化に貢献しているもの

と思われる。 

高い固定客比率への拡大、高い固定客比率を維持するためには、価格、品質、品揃え、

販売時サービスなど購入時の環境を含む各種の良好な環境についての諸要素を充実させる

ことで、顧客満足度を上げるしかないであろう。 
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問 19 固定客（頻繁にお店に来られる方として認識している方）の占める割合はどのく

らいですか？ 

× 

問 22 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の売り上げは感

覚としてどのようになっていますか？ 
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問 19 固定客（頻繁にお店に来られる方として認識している方）の占める割合はどのく

らいですか？ 

× 
問 25 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の来店者数は感

覚としてどのようになっていますか？ 
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固定客の年齢層と売り上げ、来店者数に関する分析 

また、固定客の主要年齢層が 30 歳未満では、売上、来店者数とも「かなり減少した」、

「やや減少した」と減少傾向に関する回答者比率が大きい。 

固定客の主要年齢層が、30 歳以上 60 歳未満である事業者では、「かなり増加した」、「や

や増加した」、「あまり変わらない」の増加傾向ないし、現状維持傾向の回答者比率の和が

大きい。 

ところが 60 歳以上を主要顧客とするものでは、売り上げ、来店者数ともに「かなり減少

した」を選択した回答者比率が大きい。 

このように、年齢層によって、減少傾向の回答者群と、増加ないし現状維持傾向の回答

者群に 2 分されているという結果となっている。 

60 歳以上の高齢者群は、そのかなりの部分が年金生活者によって構成されることにな

る。加えて、60 歳以上の顧客の場合、様々な理由で病院への入院や支援を与える親族との

同居などによる地域からの移転、高齢者福祉関連施設への入所に伴う居住地域の移転、顧

客層自体の自然減などが当然発生する。 

これらのことを考えるならば、固定客の年齢層が高い結果、来店者数は当然減少せざる

を得ない。 
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問 20 固定客で多い年齢層はどのくらいですか？ 

× 

問 22 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の売り上げは感

覚としてどのようになっていますか？ 
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高齢者をこれまで主な顧客層としてきた事業者については、平均余命がより大きいこと

が想定される 50 歳以下の年齢層にも市場を広げることが重要であるといえるであろう。 

とりわけ、より若年の消費者群が関心を持つ商材等の取扱いや、事業者そのものが長期

間にわたり形成してきたビジネスモデルそのものの変容への取り組みなどを含め、何らか

の対策の検討との対策の具体化のための支援が必要であることが指摘できよう。 

 

問 20 固定客で多い年齢層はどのくらいですか？ 

× 

問 25 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の来店者数は感

覚としてどのようになっていますか？ 
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（B2-4） 客単価の変化、来店者数に変化を与える要因の分析 

以下では、客単価の変化とその要因について、要因として比較的多数選択された選択肢

との関係、来店者数の変化とその要因として比較的多数選択された選択肢との関係につい

て検討した結果について紹介する。ある回答選択肢が選択された場合、以下の図中では 1

で表示し、そうでない場合は 0 で表示している。 

 

客単価に影響を与える要因の分析 

客単価に影響を与えたと考えられる要因については、「ネット広告など宣伝広告の変化」

を選択した回答者群においては、広告手法の変化に伴い、客単価の「かなり増加」、「やや

増加」、「あまり変わらない」とする回答者比率が大きい。「ネット広告など宣伝広告の変

化」は売り上げの減少の抑止につながる可能性が示唆される結果が得られている。 

とはいえ、広告の手法を変化させても客単価が減少している場合があり、単に広告の方

法を変化させるだけではなく、そのほかの要素についても十分検討しておく必要性がある

ことが示唆される結果となっている。 

 

問 24 客単価の変化の理由はどのようなものですか？ 

（ネット広告など宣伝広告の変化） 

× 

問 23 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の客単価は感覚

としてどのようになっていますか？ 
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顧客層の高齢化に関する分析 

次に、顧客層の高齢化について、検討する。顧客層の高齢化は、年金生活者の比率がど

うしても増加していくことになる、支払い可能性には一定の制限がかかる傾向を持つこと

は避けがたく、結果として客単価は低下傾向につながらざるを得ない。国立人口問題研究

所による方法と同様の方法による人口推計の結果からは、高砂市西部の一部の地域を除い

ては、約 30 年後の 2055 年には、高齢者比率がほぼ全域で 35％以上となる超高齢化社会を

迎え、今以上に高砂市内の市民を対象にしたビジネスによる客単価は一層低下することが

予測される。このような中で、支払い余力が比較的小さい消費者群に対しても、高砂市内

での購入活動を誘導する商業政策が求められよう。 

 

問 24 客単価の変化の理由はどのようなものですか？ 

（顧客層の高齢化） 

× 

問 23 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の客単価は感覚

としてどのようになっていますか？ 
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全国的なインフレーションに関する分析 

全国的なインフレーションの発生は、高砂市内での収入増や、販売単価増に伴う売り上

げの増加にもつながる半面、価格高騰による消費マインドの縮退によって売り上げ減にも

つながるという二面性を持っていることが、本調査の結果からも同様の傾向が確認され

る。本調査の結果からは、全国的な物価の上昇は、どちらかというと売り上げの増加につ

ながっているという回答者比率が大きいという結果となっている。 

 

問 24 客単価の変化の理由はどのようなものですか？ 

（全国的なインフレ） 

× 

問 23 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の客単価は感覚

としてどのようになっていますか？ 
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物価高騰に関する分析 

物価高騰は、相対的な商品の相対的価値を低下させ、商品価格全般の上昇に直結するた

め、支払額の増加を消費者は容認せざるを得ない状況に置かれることとなる。当然、物価

高騰は、客単価の増加につながることとなり、その傾向が本調査の結果からも確認され

た。なお、この回答選択肢を選択した回答者数が最大である。 

 

問 24 客単価の変化の理由はどのようなものですか？ 

（物価水準の高騰） 

× 

問 23 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の客単価は感覚

としてどのようになっていますか？ 
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来店者の変化の要因に関する分析 

ネット広告など宣伝広告の変化に関する分析 

来店者数は、広告の変化によって増加傾向にあるが、「ネット広告など宣伝広告の変化」

を選択した回答者において、広告を変化させたとしても売り上げの変化について「かなり

減少した」を選択した回答者が 14.3％と一定の比率を占めることから、単に広告方法を変

化させただけでは、来店者の確保につながらないということを示している。 

 

問 26 来店者数の変化の要因はどのようなものによるとお考えですか？ 

（ネット広告など宣伝広告の変化） 

× 

問 25 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の来店者数は感

覚としてどのようになっていますか？ 
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顧客層の関心の変化に関する分析 

「顧客層の関心の変化」に関しては、今回調査の結果からも、来店者数を「かなり減

少」させる方向に影響していることが分かる。顧客の関心は、東播地域限定の消費構造な

どの影響ももちろん受けるが、情報化社会とも呼ばれる現代においては、地域的な消費構

造以上に全国的な流行や新商品の導入などによって、より直接的な影響が発生する。 

このような全国的な変化に高砂市内の事業者単独で対抗し、独自性を強調することで来

店者数を増加させることは現実的ではない。 

しかしながら、高砂市内の事業者が顧客の関心の変化に対して、仮に十分追随できてい

ない場合には、来店者数を低減させることにつながりやすいことが類推される。 

事業者は、メーカーや卸事業者という情報源を有しているはずである。その情報源を活

用することで、「顧客層の関心の変化」にある程度適切に追随することが可能であろう。そ

れが、現段階で実現できていないことは経営上の課題であるといえよう。 

事業者がメーカーや卸売業者などから提供される情報流を最大限活用することは当然で

あるが、この分析結果からは、それ以外にも世情に関する機敏な情報収集活動を行い、消

費者の関心の変化に対して、先んじることが重要であることを示唆する結果となってい

る。 
 

問 26 来店者数の変化の要因はどのようなものによるとお考えですか？ 

（顧客層の関心の変化） 

× 

問 25 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の来店者数は感

覚としてどのようになっていますか？ 
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顧客層の高齢化に関する分析 

「顧客層の高齢化」に関して、来店者の変化への影響を確認したところ、本調査の結果

からは、高齢化は来店者数を明確に引き下げる方向につながっている。 

この背景としては、高齢者になり、所得が勤労所得から年金所得に移行し、所得が減少

する結果、購入意欲の低下に繋がる可能性が高いことがあるといえよう。 
 

問 26 来店者数の変化の要因はどのようなものによるとお考えですか？ 

（顧客層の高齢化） 

× 

問 25 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の来店者数は感

覚としてどのようになっていますか？ 
 

 

 

小括 

また、先にも述べたように、地域間の人口移動が限られる場合、時間の経過は、地域に

おける人口コーホートの上方移動を確実に生み出し、さらに、将来の自然減につながる。 

高齢化に伴う消費者側での所得の変化、人口構造の変化の結果として、来店者数の減少

と高砂市内の事業者にとっては売り上げの低下につながる可能性が高い。 

高齢化に伴う顧客の減少を抑止するためには、確かに、若年労働力を高砂市内に導入す

るしかない。 

しかしながら、現在の高砂市の産業構造を考えるならば、人口ボーナスが大きく働いた

高度経済成長期に立地した労働集約型産業が現在も一部立地しており、一定の安定した雇
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用人口となっている。この労働集約型産業の立地の影響を、高砂市と高砂市内の事業者

は、その恩恵をこれまで長きにわたって享受し続けてきたといえる。 

ところで、これらの労働集約型産業であった高砂市でプレゼンスの大きい企業群につい

ても、1990 年代以降の我が国の国際労働市場における競争力の低下に伴い、自動化、機械

化、合理化などが進展してきた。その結果、ここ数十年は、これらの企業でも、以前より

は、多数の労働力を必要としない製造業事業所への移行が静かに進行している傾向にある

ものと考えれる。このような状況下では、新規労働力としての人口の社会増加としての若

年層の流入がかなり減少している傾向にあるものと思われる。 

このような状況において、労働人口吸収力の大きい、今後成長が期待される産業の誘致

を検討するという論理の展開は、ある面当然ではある。 

しかしながら、近年の自治体間のこども支援対策を中心とした自治体間の子育て世代の

獲得競争が行われているように、これらの成長産業についても、自治体間の獲得競争が行

われている。 

特段の立地に関する制約がなく比較的誘致がしやすいと考えられていること、また、今

後とも成長が期待されている情報関連産業を誘致しようとする動きが 30 年余り前から各地

で取り組まれてはいる。しかし、情報関連については、高度経済成長期のような労働力と

しての雇用者人数のみが問題となる産業ではない。 

仮に情報産業を高砂市内に誘致したとしても、その雇用吸収力は限られる。さらに、情

報通信産業においては、協業によるシナジー効果が大きく働くため、すでに多数の協業先

企業が存在する東京都を中心とした関東南部に集中している傾向があるからである。 

インターネットの普及により、業務遂行における距離と時間の制約がかなり低減したと

しても、地方で業務を続けることには限界がある。 

仮に地方で創業したとしても、全国市場で一定の市場シェアを確保できた企業の場合、

市場から一定の評価を受けた段階で、創業の地を離れ、東京ないし南関東圏に本社とその

事業者の労働力を含めすべて移転してしまうケースが多い。 

このような環境下、労働吸収力の大きい産業とは何かを特定し、なおかつ各自治体の特

性に合う事業所をどのように誘致するかは、関東南部以外の自治体にとっての共通の課題

となっている。 

このような状況を踏まえるならば、地域活性化や地域人口の高齢化に関する問題を単に

商業・サービス事業者にかかわる問題として理解するのではなく、より大きな視点に立脚

し、対応策を検討していく必要があるであろう。超高齢化社会を迎えることになる高砂市

としての都市経営をどのように進めていくのかについての検討は、これからの商業振興の

課題解決のみならず、高砂市民の厚生を向上させようとする高砂市にとっての喫緊の重大

な課題であることは間違いなかろう。  
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(B2-5) 事業者の社会関係資本の関連指標と売り上げの変化などに関する分析 

2017 年から 2019 年と 2024 年度の売上総額の変化など営業状況に関する変化と事業者

の社会関係資本に関する関連指標との関係について分析をしたところ、「地域の方と雑談す

る、あるいは、地域の方から日常的に相談を受けている」とする回答者において、売り上

げが「かなり増加した」、「やや増加した」を選択した回答者比率の和が 37.5％と大きい。

さらに、客単価が「かなり増加した」、「やや増加した」を選択した回答者比率の和も

41.3％と大きい。 

一方、地域の方と雑談しない、あるいは、地域の方から日常的に相談を受けていない回

答者において、売り上げが「かなり増加した」、「やや増加した」を選択した回答者比率の

和については 33.3％であり、地域の方と雑談する、あるいは、地域の方から日常的に相談

を受けている回答者と比べ、そう大きな違いがあるとは言えない。 

 

問 27 業務を通じて地域の方と雑談したり、地域の方から相談を受けたりすることがあ

りますか？ 

× 

問 22 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の売り上げは感

覚としてどのようになっていますか？ 
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しかし、地域の方と交流があるとする回答者では、客単価が「かなり減少した」、「やや

減少した」を選択した回答者比率の和については 37.1％であるものの、地域の方と交流が

ない回答者では同比率は 49.9％と大きい。この結果は、日常的な顧客との交流があり、顧

客との間の人間ネットワークが構築できている回答者ほど、COVID-19 のパンデミック期

などの社会変化の対応力があり、顧客との間の人間ネットワークが経営の安定装置になる

可能性があることを示唆する結果となっている。 

 

問 27 業務を通じて地域の方と雑談したり、地域の方から相談を受けたりすることがあ

りますか？ 

× 

問 23 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の客単価は感覚

としてどのようになっていますか？ 
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急な納品、発注に対応するために協力してくれる同業他社数と 2017 年から 2019 年と

2024 年度の売上総額の変化など営業状況に関する変化について分析をしたところ、突然の

顧客からの注文に応じるためなどに商品や製造用素材の提供を受ける同業他社が多いから

と言って、売り上げや来店者数の変化に大きな違いは見られないことが確認された。 

 

問 29 急な納品や発注などに対応するため、同様の取扱商品や製造用素材を貸してもら

える同業社は、何社くらいいますか？ 

× 

問 22 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の売り上げは感

覚としてどのようになっていますか？ 
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ご家族以外で、お店の経営、運営についての困りごとを相談される相手はいらっしゃい

ますか？の回答状況と、2017 年から 2019 年と 2024 年度の売上総額の変化など営業状況

に関する変化について分析をしたところ、家族以外で困りごとを相談できる相手のいない

事業者では、売り上げ、来店者ともに「かなり減少した」を選択した回答者比率が大き

い。 

その意味で、事業者の側においても社会関係資本の蓄積は事業運営の面でもプラスに働

く可能性が高いことを示す結果となっている。 

高砂市内での社会関係資本の蓄積が、神社の例祭などの祭事を通じて、ある程度事業者

においても行われていることを考慮するならば、新規立地事業者などについても、祭事へ

の参加などの招聘や関与の勧誘、氏子集団への参加などを含め、一層地域社会への定着と

関与を図ることが重要であろう。地域の社会的セーフティネットとしての機能なども含

め、社会的ネットワークを通じて蓄積されている社会関係資本を、今後とも充実させてい

くことは、高砂市の商業サービス事業者の経営の安定性などを図り、課題の解決の際の事

業者間サポートネットワークの形成につながることが指摘されよう。 

 

問 31 ご家族以外で、お店の経営・運営についての困りごとを相談される相手はいらっ

しゃいますか？ 

× 

問 22 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の売り上げは感

覚としてどのようになっていますか？ 
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問 31 ご家族以外で、お店の経営・運営についての困りごとを相談される相手はいらっし

ゃいますか？ 

× 

問 25 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の来店者数は感

覚としてどのようになっていますか？ 
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以下の図では、99 という数値は、問 31 ご家族以外で、お店の経営、運営についての困

りごとを相談される相手はいらっしゃいますか？という設問に関する回答として、「いな

い」を選択した回答者群を示し、999 は無回答者群を示している。 

問 33 の経営上の課題に直面し、困ったときに相談できる方は何人くらいいますか？で相

談できる人数の階級値と売り上げなどの変化を検討したグラフを示している。2017 年から

2019 年と 2024 年度の売上総額の変化など営業状況に関する変化の状況について分析をし

たところ、売り上げの変化に関しては、相談相手数が多いほど、「かなり増加した」、「やや

増加した」を選択した回答者比率の和が大きい。 

これに比べ、「やや減少した」、「かなり減少した」を選択した回答者比率は小さい。来店

者数については、その傾向がより顕著にみられる。  

 

問 33 経営上の課題に直面し、困ったときに相談できる方は何人くらいいますか？ 

× 

問 22 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の売り上げは感

覚としてどのようになっていますか？ 
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問 33 経営上の課題に直面し、困ったときに相談できる方は何人くらいいますか？ 

× 

問 25 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の来店者数は感

覚としてどのようになっていますか？ 
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協業経験の有無に関する比較分析 

以下では、市内外の同業者、他事業の事業者との協業経験の有無と 2017 年から 2019 年

と 2024 年度の売上総額の変化など営業状況に関する変化の状況の回答との関係について

の分析結果から考えてみたい。 

協業経験が全くない事業者群（以下の図では 1 で表記）と 2017 年から 2019 年と 2024

年度の売上総額の変化など営業状況に関する変化の状況の回答についての分析結果から

は、売り上げに関しては、「かなり増加した」、「やや増加した」を選択した回答者比率の和

は 30.5％と小さい。 

これに対し、同回答者群において「やや減少した」、「かなり減少した」を選択した回答

者比率の和は 51.0％であり、大きい。 

その一方で、協業経験がある事業者群（0 で表記）は、「かなり増加した」、「やや増加し

た」を選択した回答者比率の和は 36.3％と協業経験がない回答者の同指標値の 30.5％と比

べ、やや大きい。 

また、協業経験がある事業者群では、「やや減少した」、「かなり減少した」を選択した回

答者比率の和は 37.9％である。この売り上げに関して減少傾向にあるとする回答者比率の

和は、協業経験が全くない回答者群の同指標値の 51.0％と比較した場合、かなり小さい。 

来店者については、「かなり増加した」、「やや増加した」を選択した回答者比率の和につ

いては大きな差が確認できなかった。しかし、協業経験がない回答者群での来店者数が

「かなり減少した」とする回答者比率は 29.4％であり、協業経験がある回答者群での同指

標値の 20.7％と比べ、大きな値となっている。 

この結果は、協業経験が必ずしも売り上げや来客数の減少傾向の阻止にまでは至らない

までも、売り上げや来店者数の減少傾向を緩和する傾向につながることを意味するといえ

よう。 

このような結果となった背景としては、他社とつながることを可能とするブリッジング

型（橋渡し型）の社会関係資本を豊かに有する事業者にとっては、そのブリッジング型の

社会関係資本の存在により、各種のノウハウなどの学習機会などへのアクセスがより豊か

であることが考えられる。その結果、これらの社会関係資本が貧弱である事業者と比較

し、困難な状況の打破につながる方法論をより豊かに持っている結果の反映であることが

指摘されよう。 

  



445 

 

問 34 これまで商店街のイベントや市内のイベント以外で何らかの協業（交流）の経験

はありますか？ 

× 

問 22 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の売り上げは感

覚としてどのようになっていますか？ 
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問 34 これまで商店街のイベントや市内のイベント以外で何らかの協業（交流）の経験

はありますか？ 

× 

問 25 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の来店者数は感

覚としてどのようになっていますか？ 
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協業経験を有する事業者について 

以下の図では、協業経験があるものを以下の図においては１で表記し、協業経験がない

ものを 0 で表記している。 

まず、高砂市内の同業者との協業経験の有無と売上総額の変化など営業状況に関する変

化の状況との関係の分析結果からは、高砂市内の同業者との協業経験を持つ事業者（図中

1 で表記）では、売上、来店者数の双方について、「かなり減少した」とする回答者比率は

小さく、特に来店者がかなり減少したと回答するものは極めて限られる。 

 

問 34 これまで商店街のイベントや市内のイベント以外で何らかの協業（交流）の経験

はありますか？ 

× 

問 22 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の売り上げは感

覚としてどのようになっていますか？ 
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問 34 これまで商店街のイベントや市内のイベント以外で何らかの協業（交流）の経験

はありますか？ 

× 

問 25 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の来店者数は感

覚としてどのようになっていますか？ 
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高砂市内での異業種との協業経験の有無と 2017 年から 2019 年と 2024 年度の売上総額

の変化など営業状況に関する変化の状況についての関連性を検討したところ、高砂市内の

異業種との協業経験を持つ事業者（以下の図中では 1 で表記）では、協業経験を持たない

回答者と比べ、「やや増加した」とする回答者比率が大きい。協業経験を有する回答者で

は、「かなり減少した」を選択した回答者比率は小さい。また、同回答者群では来店者数は

「あまり変わらない」を選択した回答者数がより大きく、「かなり減少した」との回答者比

率は相当小さい。 

その意味で、高砂市内の異業者との協業では、来店者自体を増加させることはないもの

の、売り上げについては増加傾向が確認される。これは、高砂市内の異業種との交流によ

って生み出された事業スタイルの見直しなどが行われるなどのある種の学習が効果が発生

しているため、売り上げ単価の向上につながっている可能性が指摘できよう。 

 

問 34 これまで商店街のイベントや市内のイベント以外で何らかの協業（交流）の経験

はありますか？ 

× 

問 22 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の売り上げは感

覚としてどのようになっていますか？ 
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問 34 これまで商店街のイベントや市内のイベント以外で何らかの協業（交流）の経験

はありますか？ 

× 

問 25 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の来店者数は感

覚としてどのようになっていますか？ 
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市外の同業者との協業経験と 2017 年から 2019 年と 2024 年度の売上総額の変化など営

業状況に関する変化の状況について関連性を検討した。 

高砂市以外の同業他社との協業の経験を持たない（以下の図中では０で表記）回答者群

に比べ、高砂市以外の同業他社との協業の経験を有する回答者群（以下の図中では１で表

記）においては、売り上げが「かなり増加した」とする回答者はやや大きい。これに対

し、「やや増加した」を選択した回答者比率はやや小さい。 

また、高砂市以外の同業他社との協業の経験を有する回答者群では、「あまり変わらな

い」を選択した回答者比率は 32.3%と大きい。同回答者群で、「かなり減少した」を選択し

た回答者比率は、市外の同業他者と協業経験を持たない事業者と比べかなり小さい。  

 

問 34 これまで商店街のイベントや市内のイベント以外で何らかの協業（交流）の経験

はありますか？ 

× 

問 22 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の売り上げは感

覚としてどのようになっていますか？ 
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問 34 これまで商店街のイベントや市内のイベント以外で何らかの協業（交流）の経験

はありますか？ 

× 

問 25 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の来店者数は感

覚としてどのようになっていますか？ 
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高砂市内のイベント以外での異業種との協業経験の有無（市外異業種で表記）と 2017

年から 2019 年と 2024 年度の売上総額の変化など営業状況に関する変化の状況についての

関連性を検討したところ、高砂市内のイベント以外での市外の異業種の事業者との協業経

験を有する回答者群（以下の図中では１で表記）において売り上げについては、「かなり増

加した」を選択した回答者比率は 8.7%と一定の比率を占めている。 

 

問 34 これまで商店街のイベントや市内のイベント以外で何らかの協業（交流）の経験

はありますか？ 

× 

問 22 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の売り上げは感

覚としてどのようになっていますか？ 
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高砂市内のイベント以外での異業種の事業者との協業経験を有しない回答者では、「かな

り減少した」を選択した回答者比率が 30％以上であるが、高砂市内のイベント以外での異

業種の事業者と協業経験を有する回答者では、「かなり減少した」を選択した回答者比率が

13.0％とかなり小さい。 

高砂市内のイベント以外での異業種の事業者との協業経験の有無で比較した場合、高砂

市内のイベント以外での異業種の事業者との協業経験を有する回答者（以下の図中では１

で表記）については、来店者数に関しては「あまり変わらない」、「やや増加した」、「かな

り増加した」を選択した回答者比率の和については、高砂市内のイベント以外での異業種

の事業者との協業経験を有しない回答者（以下の図中では０で表記）の同比率に比べ、や

や大きい。 このことは、高砂市内のイベント以外に参加するような回答者では、COVID-

19 のパンデミックなどの大きな社会的変化についても、ある程度の耐力を有することが示

唆される結果となっている。 

 

問 34 これまで商店街のイベントや市内のイベント以外で何らかの協業（交流）の経験

はありますか？ 

× 

問 25 2017 年から 2019 年以前と比べ、2024 年度のあなたのお店全体の来店者数は感

覚としてどのようになっていますか？ 
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小括 

 

以上の分析から総合的に勘案するならば、高砂市内、市外のイベントにおいて、同業他

社、異業種の事業者などとの協業が可能ないわゆるオープンマインド（新規性や他社に対

して開放的で受容的な精神性）を持つ事業者では、協業経験を自社事業の改善等に生かし

ている可能性が高く、売り上げや来店者数の増加につなげている可能性が高くなることを

うかがわせる結果となっている。 

同業種での協業経験や異業種交流などを通じた協業経験は、交流により発生する学習を

通しての事業者におけるリスキリングの推進の契機になる可能性があることや、ビジネス

構造やビジネススタイルの改善などについての生涯学習への契機となり、地域におけるシ

ナジー効果の発生につながる可能性が考えられる。 

これらの結果から考えるならば、市内外のイベントに参加している事業者の売り上げの

拡大傾向、来店者数の拡大をしてきている回答者が多いことから、これらの協業につなが

る契機となるイベントの企画の実施することや、これらイベントへの積極的参加を推進す

ることが望まれよう。これらへの高砂市内及び市外の同業者、高砂市内及び市外の異業種

との協業経験を持つ事業者はさほど多くないという現状があることを踏まえるならば、ま

ずは協業などのハードルが低い高砂市内の異業種交流などが促進されるような政策が望ま

しいといえよう。 

ただし、これらのイベントへの参加が可能な事業者は、企業業績において余裕がある事

業者である可能性があり、市内外のイベントへの参加が必ずしも有効とは言えないことに

も留意する必要がある。   
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C1 決済手段について 

 商業者・サービス業調査における質問項目を基準とし、消費者調査の結果における対応

関係がある設問の回答結果に対して比較した結果を以下で紹介する。 

現金について 

商業者・サービス業事業者における決済が可能な方法として「現金」を選択したものの

回答者比率は 31.6%となっている。 

消費者調査において、最もよく利用する決済手段として「現金」を選択した回答者比率

は生鮮食料品や日用品の購入時において 45.9%である。 

これに対し、婦人服、紳士服、家具や家電などの買回り品の決済の場合の回答者比率は

34.4%である。いずれの年次においても事業者の回答者比率を上回っている。 

なお、いずれの購入行動でも現金を支払い手段としている消費者の回答者比率は最大で

あり、この点に関しても概ね事業者と消費者における違いはみられない。 

消費者は依然として現金を主要な決済手段として利用している実態が確認されている。

現金のみを利用する消費者への配慮も引き続き必要であることが示唆される。 
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クレジットカードについて 

商業者・サービス事業者調査において、「クレジットカード」に対応している事業者の回

答者比率は 13.6%である。消費者調査において最もよく利用する支払い手段についてのク

レジットカードを選択した回答者比率は、生鮮食料品や日用品の購入においては 20.6%、

婦人服、紳士服、家具や家電などの買回り品では 45.0%とかなり大きな値を示している。 

キャッシュレス決済手段として比較的利用者比率の大きいクレジットカードが利用でき

ることは、顧客獲得においても一つの重要な側面となっている可能性がある。クレジット

カードの利用に関しては、消費者の側で普及が進んでいるものの、事業者の側で対応がな

いなどの差異が確認された。 

 

 

  



459 

 

デビットカードについて 

商業・サービス業事業者調査において、支払い手段として「デビットカード」に対応し

ているとする回答者比率は 2.9%である。消費者調査における「デビットカード」を通常最

もよく利用する回答者比率は、生鮮食料品や日用品の購入時、また婦人服、紳士服、家具

や家電などの買回り品の購入時ともに 0.6%と極めて低い水準である。 

デビットカードに関しては、事業者・消費者双方ともに利用・普及が進んでいない現状

が確認されたが、やや事業者側では対応が可能であるにもかかわらず消費者側で利用され

ていないという差異が確認された。 
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交通系 IC カードについて 

商業・サービス業事業者調査において、支払い手段として「交通系 IC カード」に対応し

ているとする回答者比率は 4.8%である。これに対して、消費者調査において、最もよく利

用する手段として「交通系 IC カード」を選択した回答者比率は「生鮮食料品や日用品」の

購入時及び「婦人服、紳士服、家具や家電などの買回り品」の購入時とも買回り品購入時

ともに 0.1%である。日常的に「自家用車」が移動手段として利用されている地域特性があ

るためか、「交通系 IC カード」が消費者にとってのもっとも頻繁に利用する決済手段とし

て利用されているという状況にはなく、かなりの事業者での「交通系 IC カード」での支払

いに対応が可能であるものの、消費者側では利用が少ないという違いがみられた。  
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流通系 IC カードについて 

商業・サービス業事業者調査において、支払い手段として「流通系 IC カード」に対応し

ているとする回答者比率は 5.6%である。一方、消費者調査において、最もよく利用する手

段として「流通系 IC カード」を選択した回答者比率は、生鮮食料品や日用品の購入の支払

いにおいて 14.1%、婦人服、紳士服、家具や家電などの買回り品の購入時においても利用

する回答者比率は 5.3％であり、消費者にとっての支払い手段として一定の利用が行われて

いる。 

スーパーやコンビニ等での支払い手段として普及が進んできた WAON や nanaco などの

流通系 IC カードは、日常の購入活動において、相当頻繁に利用されているものの、事業者

側ではそれほどでもなく、両者間の意識の差異が確認される結果であるといえよう。 
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クレジット型 IC 決済について 

商業・サービス業事業者調査において、支払い手段として「クレジット型 IC（iD 等）」

に対応しているとする回答者比率は 6.4%であるが、消費者調査において、最もよく利用す

る手段として「クレジット型 IC（iD 等）」を選択した回答者比率は、生鮮食料品や日用品

の購入の支払いにおいて 1.4%であり、婦人服、紳士服、家具や家電などの買回り品の購入

時において 1.2%である。いずれの場合でも回答者比率の値は小さい。 

商業者・サービス業者において「交通系 IC カード」同様、比較的導入、普及がすすんで

はいるものの、消費者の利用は限られる状況にある。このような結果になった背景には、

クレジットカードにおいてタッチ決済機能が搭載され、近年普及が進んできたことが影響

している可能性がある。 
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QR コード決済について 

商業・サービス業事業者調査において、支払い手段として「QR コード決済」に対応し

ているとする回答者比率は 16.2%であり、消費者調査において、最もよく利用する手段と

して「QR コード決済」を選択した回答者比率は、生鮮食料品や日用品の購入の支払いに

おいて 14.4%、婦人服、紳士服、家具や家電などの買回り品の購入時において 11.2%であ

る。近年簡易な決済手段として注目されている PayPay などの「QR コード決済」に関して

は、その導入コストの低さから多くの事業者において支払い手段として普及が急速に進ん

できた結果を反映したものであろう。  
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C2 商業環境と商業施設の付帯施設などについて 

駐車場に関する課題認識と将来の取り組みについて 

商業・サービス業事業者調査での高砂市内のお店の現状の課題に関する設問の問 35 に対

して、「駐車場の不足」を選択した回答者比率は 2.4%に過ぎない。一方、消費者調査にお

いて、主に地元のお店（個人商店）を利用する理由を問うた問 45 においては、「駐車

（輪）場がある」を選択した回答者比率は、8.7％、地元のお店（商店）を利用しない理由

を問うた問 46 において、「駐車場がない・少ない」を選択した回答者比率は 14.9%であ

り、購入先の商業施設選択において、駐車（輪）場の存在が重要な要素となっている。ま

た、今後市内の商店が一層利用されるための取り組みを問うた問 47 において、「駐車場の

整備」を選択した回答者比率は 17.6%である。これらの結果からは、消費者側での駐車

（輪）場とその利用のしやすさは重要であるされている一方、事業者側では、現状の課題

としては認識されておらず、駐車（輪）場の整備状況に関する決定的な認識に差異が存在

する。 

モータリゼーションが進み、日常的な交通手段が「自家用車」となっている消費者にと

っては、「自家用車」が購入活動の際に駐車できることは重要な要素であることについては

議論の余地がないところではある。しかし、事業者にとっては、現状で駐車（輪）場が存

在している以上、そこがいかに混雑していたとしても、混雑に伴う外部性（目に見えない

コスト）は消費者が負担することになるため、当該事業者の売り上げ増加などにほぼ影響

がない。このような非対称性が存在するためか、事業者側では駐車場の拡充や施設整備な

どの追加投資の必要性がないと認識している結果が生じているものと考えられる。  

 



465 

 

商業・サービス業事業者調査での個別店の今後の取り組みとして「駐車場・駐輪場設

置」を検討する回答者比率は 0.6%と極めて低い。これに対し、上でもすでに紹介したとこ

ろではあるが、消費者の駐車場の現状での不満や拡充に対する希望は、かなり大きい。 

 

 

 

小括 

この回答項目についても、消費者と事業者間に意識の相当の差異の存在が示唆される結

果となっている。 

いくつかの他の都市域では、自治体や駐車場事業者と連携しながら、共同駐車場などが

利用可能な商業地区が実在することを考えると、今後特に、共同駐車場の整備に向けての

取り組みが必要かもしれない。 

 

  



466 

 

商業集積に関する課題認識 

商業・サービス業事業者調査における市内店舗の課題についての設問である問 35 におい

て「市を代表する商業集積がない」を選択した回答者比率は 4.9%である。一方、消費者調

査において、市内の商店（街）が一層利用される（行ってみたいと思う）ためには、どの

ような取り組みが望まれるかを問うた問 47 において「大型商業施設の設置・拡充」を選択

した回答者比率は 9.7%である。 

サンモール高砂の営業停止後、高砂市固有の大型商業施設の不足については、商業施設

が廃止されたことに伴う利便性の大きな低下を感じている結果が影響していることが示唆

される。 

この回答項目についても、消費者と事業者間に意識の差異が示唆される結果となってい

る。 
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チェーン店との協力関係について 

商業・サービス業事業者調査における市内店舗の課題についての設問である問 35 におい

て「チェーン店が非協力的」を選択した回答者比率は 0.9%と低い。 

消費者調査の回答項目において完全に対応するものがないが、それでも比較的チェーン

店との協力関係に関して緩やかな関連が想起されるものとしては、消費者調査においての

問 47 の市内の商店（街）が一層利用される（行ってみたいと思う）ためには、どのような

取り組みが望まれるかの回答選択肢として「情報・宣伝活動」であるかもしれない。この

回答選択肢を選択した回答者比率は 8.2%である。 

個別事業者のみでは実現が極めて困難であり、効果が期待できない「情報・宣伝活動」

がチェーン店と協力したうえで、事業者に関する多様な情報の入手可能性の拡大を消費者

が求めている可能性は高いことが示唆される結果となっている。  

この回答項目についても、消費者と事業者間に意識の差異が示唆される結果となってい

る。 
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核となる店舗の不在について 

商業・サービス業事業者調査における市内店舗の課題についての設問である問 35 において

「核となる店舗がない」ことを課題とする回答者比率は 4.5%である。消費者調査におい

て、この回答選択肢に対応する設問としては、問 47 の市内の商店（街）が一層利用される

（行ってみたいと思う）ためには、どのような取り組みが望まれるかに関する回答選択肢

のなかでは、「大型商業施設の設置・拡充」が比較的対応していると考えられる。なお、こ

の回答選択肢を選択した回答者比率は 9.7%である。 

この回答項目についても、消費者と事業者間に意識の若干の差異が示唆される結果とな

っている。 
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新規立地（場所の分かりにくさ）について 

商業・サービス業事業者調査における今後の個別事業者レベルでの取り組みについての

設問である問 36 において「市内への新規立地」を選択した回答者比率は 2.8%である。 

完全に消費者調査において対応する項目は存在しないが、「市内への新規立地」を仮に市

内の好立地条件の移転と読み替えれば、消費者調査における地元のお店を利用しない理由

を問うた問 46 における「お店の場所がわかりにくい」の選択肢が比較的対応関係にあると

いえるであろう。 

その選択肢についての回答者比率は 8.3%である。あるいは、今後一層商店街が利用され

るための取り組みに関する問 47 における「商店数をもっと増やす／商店（街）の活気」が

対応する回答選択肢であろう。なお、問 47 における同選択肢を選択した回答者比率は

16.2%である。 

この回答項目についても、消費者と商業者間に意識の差異が示唆される結果となってい

る。 
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大型店でのテナントとしての出店と商業集積について 

商業・サービス業事業者調査における今後の個別事業者レベルでの取り組みについての

設問である問 35 において「大型店でのテナントとして出店の検討」を選択した回答者比率

は 0.6%であり、かなり小さな値である。 

消費者調査において、この項目と完全に対応するものは存在しないが、大型商業施設に

テナント出店があれば、大規模商業施設ゆえに商店の集積および場所の特定も容易になる

ことを含め考慮すれば、大型店でのテナント出店と緩やかな関係がある消費者調査におけ

る回答項目としては、地元のお店を利用しない理由に関する問 46 の「商店が一箇所に集ま

っていないので不便」や「お店の場所がわかりにくい」が比較的対応関係にあるといえる

であろう。 

ところで、「商店が一箇所に集まっていないので不便」を選択した回答者比率は 11.1%で

あり、「お店の場所がわかりにくい」を選択した回答者比率は 8.3％である。  

この回答項目についても、消費者と事業者間に意識の差異が示唆される結果となってい

る。 
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ポップアップストアなどでの短期出店とお店の場所のわかりやすさについて 

商業・サービス業事業者調査における今後の個別事業者レベルでの取り組みについての

設問である問 35 において「ポップアップストアなどでの短期出店」を選択した回答者比率

は 2.2%である。 

そもそも人が集まっている、多くの人々にとって認識しやすい場所で行われていること

が多いマルシェなどの商業系イベントや多数の人が集まる商業集積に一時的にせよ出店す

ることは、消費者にとって店舗のわかりにくさを回避することにつながることが考えられ

る。 

商業者・サービス業事業者調査のこの回答項目との緩やかな対応関係が想起される消費

者調査における項目としては「お店の場所がわかりにくい」といえるであろう。なお、消

費者調査における項目としては「お店の場所がわかりにくい」とする回答者比率は 8.3%で

ある。 

この点についても、消費者と事業者間に意識の差異が示唆される結果となっている。 
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C3 店舗運営などのソフトウェア的側面について 

宅配サービスの充実（経営方針） 

商業・サービス業事業者調査における今後の個別事業者レベルでの取り組みを検討して

いるかについての設問である問 36 において事業者が「宅配等のサービス充実」を選択して

いる回答者比率は 2.8%である。 

商業者・サービス業事業者調査のこの回答項目との緩やかな対応関係が想起される消費

者調査における項目としては地元のお店を利用する理由を問うた問 45 における「配達、小

口でも対応しているなどサービスが良い（配達等）」であると思われる。 

この回答選択肢を選択している回答者比率は 1.2%とかなり小さい。 

この点についても、消費者と事業者間に意識の差異が示唆される結果となっている。 
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営業時間、営業日の拡大について 

商業・サービス業事業者調査における今後の個別事業者レベルでの取り組みを検討して

いるかについての設問である問 36 において事業者が「営業時間の延長/営業日の拡大」を

選択した回答者比率は 1.1%である。 

これに対応する消費者調査の項目としては、地元のお店を利用する理由を問うた問 45 の

「営業時間が長い」や地元のお店を利用しない理由を問うた問 46 における「営業時間が短

い」、市内の商店が利用される理由を問うた問 47 における「営業時間の延長・日祭日の営

業」が対応するであろう。それぞれの回答者比率は、3.0％、5.1％、5.1％である。 

この点についても、消費者と事業者間に意識の差異が示唆される結果となっている。 

 なお、ほぼ 24 時間 365 日ベースでの購入活動を可能としたインターネット通販が普及

した現在において、個別店舗の営業日、営業時間に購入活動が制約される消費者にとって

ある面、負荷がかかっていることを意味する。生鮮食料品など取扱商品によっては、イン

ターネット通販に対応し難い商品群もあるが、そうでない商品群においては、時間に縛ら

れない購入活動が可能であるインターネット通販などに参入することで、対応することも

必要であるかもしれない。  
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商店（街）のイベント・祭り、売出しなどの実施など賑わい創出について 

商業・サービス業事業者調査における今後の個別事業者レベルでの取り組みを検討して

いるかについての設問である問 36 において、事業者が連携して「商店（街）のイベント・

祭り、売出しなどの実施」を選択した回答者比率は 11.9%とかなり大きい。 

ところが、この回答項目に親和性が高いと考えられる消費者調査の項目である、地元の

お店を利用する理由についての問 45 における「イベント、売出しなど積極的な販売促進」

を選択した回答者比率は 0.7%と極めて小さい。 

また、地元のお店を利用しない理由を問うた問 46 における「祭事、イベント、売り出し

が少ない」を選択した回答者比率も 2.2％とさほど大きくはない。今後よりいっそう地域の

商店（街）が利用されるための方策の回答選択肢の一つの「商店（街）のイベント・祭

り、売出しなどの実施」については、4.8％であり、やや大きな値ではあるが、それより

も、「商店街の情報発信・宣伝活動」を選択した回答者比率は 8.2%である。これらを総合

的に勘案するならば、従来型の一過性のイベントの実施と異なった情報発信系の活動が、

商店または商店街に求められていることが指摘できる。  

この点についても、消費者と事業者間に意識の差異が示唆される結果となっている。 
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地域情報の発信について 

商業・サービス業事業者調査における地域レベルで今後取り組むべき内容についての問

38 において、「地域情報発信」を選択した回答者比率は 9.1%である。 

これに対応する消費者調査の項目としては、地元のお店を利用しない理由の問 46 におけ

る「お店の場所がわかりにくい」という回回答者比率は 8.、及び、地元の商店街が一層利

用されるための取り組みを問うた問 47 における「生活に密着した地域情報の提供」につい

ての回答者比率 4.9%であろう。 

今後適切な情報発信が必要であることについては、共通する方向性を持っているもの

の、どのような情報発信をするのかの意識について、多少事業者と消費者の間に齟齬があ

る可能性が示唆される結果であるように思われる。 
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高齢者サービスについて 

商業・サービス業事業者調査における地域レベルで今後取り組むべき内容についての問

38 において、「高齢者向けサービス」を選択した回答者比率は 9.4%である。一方消費者調

査においては、設問グループごとにこれに関連する要素を詳細に抽出し、それに関する設

問を用意して調査を行った。 

地元の商店を利用する理由に関する設問 45 では、「配達、小口でも対応しているなどサ

ービスがよい」、今後市内の商店が利用されるための取り組みに関する設問 47 では、「買物

バス運行など交通利便性の確保」、「コミュニティ施設（イベント・交流サロン・ 子育て支

援・休憩所等）の整備」、「街路灯やバリアフリー環境などの整備」、高齢化社会に向けての

取り組みを問うた問 48 では「配達などのサービス強化」、「少量販売やバラ売りなどの販売

方法」、「道路と店舗の段差解消などの安全対策」、「陳列方法や値札の大きさなど、店内の

改善」、「高齢者との交流・コミュニケーション機会の提供」、「移動販売の実施」、「買物バ

スの運行」により回答を求めた。 

これらの中で、消費者調査において最も回答選択率が大きかったものから、「配達などの

サービス強化」（28.4%）、「移動販売の実施」（15.2%）、「買物バスの運行」（14.8%）など

移動に関係する取り組みを求めていることが示唆される。 

事業者側でも「高齢者向けサービス」の検討が必要であるという認識であるのであれ

ば、消費者が求めているサービスを提供することが、顧客の個別事業者へのロイヤリティ

の向上につながることが想定され、移動系の支援を中心として、出向き型のサービスを検

討すべきであることが示唆される結果となっている。 
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問 38 高砂市のまちづくり・地域振興のために、商店街・商業者同士が連携し、取り組む

べき内容はどのようなものだとお考えですか？（高齢者サービス） 
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子育て支援サービスについて 

商業・サービス業事業者調査における今後の地域レベルで今後取り組むべき内容につい

ての問 38 において「子育て支援サービス」を選択した回答者比率は高齢者サービスに比肩

するほど比較的大きく、7.3%である。これに対応する消費者調査の調査項目としては、今

後事業者が連携して取り組むべき内容についての設問の問 47 における「コミュニティ施設

（イベント・交流サロン・ 子育て支援・休憩所等）の整備」であるが、その回答者比率

は、 3.5%であり、ここにも消費者・事業者間での多少の意識の差異が垣間見られるかも

しれない。  
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共同宣伝の実施について 

商業・サービス業事業者調査における地域レベルで今後取り組むべき内容についての問

38 において「共同宣伝」を選択した回答者比率は 3.3%であり、大きな値とはいいがた

い。 

しかしながら、消費者調査において当該設問と関連があると考えられる設問としては、

地元のお店を利用しない理由の問 46 における「お店の場所がわかりにくい」（回答者比率

8.3%）、地元の商店（街）が一層利用されるための方策を問うた問 47 における「情報・宣

伝活動」（同 8.2%）、「商店（街）のイベント・祭り、売出しなどの実施」（同 4.8％）であ

るといえよう。 

これらの結果の比較からは、消費者は高砂市内の事業者に関する体系的な情報を求めて

いる可能性があるものの、事業者側での共同宣伝の必要性に関する認識は十分とは言えな

い可能性がある。 

現在、日常生活で個人レベルでの情報検索が社会において一般化している現状を鑑みる

ならば、市域全体などで情報を集約し、必要な情報を的確に伝達するような共同宣伝の手

法の確立が必要であり、この点に事業者と消費者の間での認識の差異が確認されている。 
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商店街サイトの構築について 

商業・サービス業事業者調査における地域レベルで今後取り組むべき内容についての問

38 において「商店街サイトの構築」を選択した回答者比率は 3.6%であり、大きな値とは

いいがたい。 

これに対して、同項目に対応する消費者調査の結果としては、地元商店を利用しない理

由を問うた問 46 では、「お店の場所がわかりにくい」を選択した回答者比率は 8.3%であ

る。さらに、消費者調査において市内の商店が一層利用されるための取り組みを問うた問

47 における「情報・宣伝活動」を選択した回答者比率は 8.2%である。 

インターネットが個人レベルで日常的に利用されるようになった現代においては、イン

ターネット上での検索結果において表示されないという状態は、社会的に存在しないに等

しい状態である。 

このような状態は、事業者の集客上における致命的な課題になりかねない。その意味で

消費者が市内の事業者の情報へのアクセスが可能であることを求めていることに比べ、事

業者側では十分な関心があるとはいえない。 

この点についても、事業者側と消費者側における意識差が示唆される結果となってい

る。  
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C4 今後の高砂市の商業活性化対策について 

個店の魅力向上（活性化策） 

商業・サービス業事業者調査における今後の高砂市の商業活性化に向けてどのような対

策に関する問 39 において「個店が魅力を向上、営業努力の実施」を選択した回答者比率は

22.3％である。 

消費者調査においてこの回答項目に直接的に関連する調査項目と考えられる項目として

は、地元商店を利用する理由に関する問 45 での「商品品質・鮮度がよい」（回答者比率

18.5%）、地元商店を利用しない理由に関する問 46 での「品揃えが少ない」（回答者比率

18.8%）、今後一層市内の商業者が利用されるための取り組みに関する問 47 における「駐

車場・駐輪場の整備・拡充」（回答者比率 17.6%）、「商品の鮮度、流行品の品揃え／商品情

報の提供」（回答者比率 15.3%）であるといえよう。 

事業者側及び消費者側において、これらの個店の魅力向上、営業に関する努力について

は、かなり高い回答者比率となっている。その意味で、「個店の魅力向上、営業努力の実

施」という点については、事業者側の認識と消費者側の認識についてはほぼ一致してお

り、事業者側と消費者側に意識における大きな差異がないといえよう。 
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商店街組合活動の一層の活性化について 

商業・サービス業事業者調査における今後の高砂市の商業活性化に向けてどのような対

策が有効かに関する問 39 において「商店街組合活動の一層の活性化」を選択した回答者比

率は 4.0％であり、あまり大きな値ではない。 

消費者調査においてこの回答項目に直接的に関連する調査項目と考えられる項目として

は、今後一層市内の商業者が利用されるための取り組みに関する問 47 における「商店数を

もっと増やす／商店（街）の活気」および「商店街の情報・宣伝活動」であろう。「商店数

をもっと増やす／商店（街）の活気」の回答者比率は 16.2%、「商店街の情報・宣伝活動」

の同比率は 8.2％である。 

この側面については、事業者側がやや消極的であることに比べ、消費者側ではかなり高

い関心を示唆する結果となっており、両者の意識の間に若干の差異があることを示唆する

結果となっている。 
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万灯祭やブラスバンド演奏など地域文化資源を生かした商業関連イベントの充実について 

商業・サービス業事業者調査における今後の高砂市の商業活性化に向けてどのような対

策が有効かに関する問 39 において「万灯祭やブラスバンド演奏など地域文化資源を生かし

た商業関連イベントの充実」を選択した回答者比率は 13.0％であり、比率としてはかなり

大きい。 

これに直接対応する消費者調査の回答項目とは言い難いが、ある程度関連している消費

者調査における回答項目としては、今後一層市内の商業者が利用されるための取り組みに

関する問 47 における「生活に密着した地域情報の提供」、「および商店（街）のイベント・

祭り、売出しなどの実施」があげられよう。 

「生活に密着した地域情報の提供」の回答者比率が 4.9％、「および商店（街）のイベン

ト・祭り、売出しなどの実施」の回答比率が 4.8％とそこまで大きな値ではない。その意味

で、事業者側においては、かなり関心が高いものの、消費者側ではそれほどではないとい

う意味で、両者の間の意識の差があることを示唆する結果となっている。  
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C5 行政の支援について 

まちづくり支援 

商業・サービス業事業者調査における高砂市の支援策に関する調査項目の問 40 において

「まちづくり支援」を選択した回答者比率は 6.6%である。 

一方、消費者調査においてこの回答項目に関連する調査項目としては、地元商店を利用

しない理由を調査した問 46 における「商店が一か所に集まっていないので不便」という用

途地域に関連する項目を挙げるものが 11.1％、市内の商店が一層利用される取り組みにつ

いての問 47 において用途地域関係では、事業者の立地とかかわる「商店数をもっと増やす

／商店（街）の活気」を選択した回答者比率が 16.2%、自家用車での交通利便性向上と関

係する「駐車場・駐輪場の整備・拡充」を選択した回答者比率が 17.6%である。 

その意味で、まちづくり支援などと密接な関係がある土地利用規制などと間接的にかか

わる項目に関する回答者比率が相対的に大きいという結果となっており、単純比較はでき

ないものの、事業者の意識と消費者の意識に置いて若干の差異が確認される。 
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商店街環境整備について 

商業・サービス業事業者調査における高砂市の支援策に関する調査項目の問 40 において

「商店街の環境整備」を選択した回答者比率は 5.1%である。 

消費者調査においてこの回答項目に関連する調査項目と考えられる項目としては、今後

一層高砂市内の商店が利用されるための取り組みに関する問 47 における「駐車場整備」を

選択した回答者比率は 17.6%、「商店数をもっと増やす／商店（街）の活気」を選択した回

答者比率は 16.2%、「コミュニティ施設の整備」を選択した回答者比率は 3.5%である。 

しかし、事業者側では「街路灯やバリアフリー環境の整備」を選択した回答者比率は

2.9％にとどまっている。 

商業集積としての環境整備へのニーズは事業者側と消費者側の双方にあるというもの

の、これまで比較してきたように整備項目が、これら事業者側と消費者側の間で異なって

いるため、今後どのように整備を進めていくのかについては慎重な検討が必要であるとい

えよう。 
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若手育成支援について 

商業・サービス業事業者調査における高砂市の支援策に関する調査項目の問 40 において

「若手育成」を選択した回答者比率は 3.8%である。 

消費者調査においてこの回答項目に緩やかながら関連する調査項目と考えられる項目と

しては、今後一層高砂市内の商店が利用されるための取り組みに関する問 47 における「商

店数をもっと増やす／商店（街）の活気」であると考えられよう。 

この回答選択肢を選択した回答者比率は 16.2%である。 

この点でも、事業者と消費者の間に意識の差異が存在することが示唆されよう。  
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事業承継支援について 

商業・サービス業事業者調査における高砂市の支援策に関する調査項目の問 40 において

「事業承継支援」を選択した回答者比率は 3.4%である。 

消費者調査においてこの回答項目に緩やかながら関連する調査項目と考えられる項目と

しては、今後一層高砂市内の商店が利用されるための取り組みに関する問 47 における「商

店数をもっと増やす／商店（街）の活気」であると考えられよう。なお、この選択肢に関

する回答者比率は、16.2％である。 

事業承継がなされ、高砂市の事業者が維持されることは、消費者側の商店数をもっと増

やす／商店（街）の活気」とも関係すると考えられる。しかし、事業者側では、事業承継

支援に対する意識はそれほど大きなものとは言えない。 

この点でも、緩やかながら意識の差異が生じていることが指摘できるかもしれない。 
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空き店舗対策について 

商業・サービス業事業者調査における高砂市の支援策に関する調査項目の問 40 において

「空き店舗対策」を選択した回答者比率は 9.5%であり、選択された項目の中で上位項目の

一つである。 

一方、消費者調査においてこの回答項目に直接的に関連する調査項目と考えられる項目

としては、今後一層高砂市内の商店が利用されるための取り組みに関する問 47 における

「商店数をもっと増やす／商店（街）の活気」であると考えられ、その回答者比率は、 

16.2%である。 

この項目に関しては事業者と消費者側の調査結果における方向性はおおむね一致してお

り、大きな差がないといえる。 

なお、消費者は、空き店舗対策として多くの地域で採用されているような「コミュニテ

ィ施設の整備」に関する回答者比率は 3.5%であり、それほど大きなものではない。 

商店街は商店街として活気がある姿を、消費者も事業者もある面共通して理想としてい

ることをうかがわせる結果である。 
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新規出店支援について 

商業・サービス業事業者調査における高砂市の支援策に関する調査項目の問 40 において

「新規出店・開業支援」を選択した回答者比率は 5.5%であり、あまり大きな比率ではな

い。 

一方、消費者調査においてこの回答項目に直接的に関連する調査項目と考えられる項目

としては、今後一層高砂市内の商店が利用されるための取り組みに関する問 47 における

「商店数をもっと増やす／商店（街）の活気」であると考えられよう。なお、その回答者

比率は 16.2%である。 

より多くの事業者の出店を期待している消費者と、新規出店・開業支援に対して、やや

消極的な事業者という意識の差異が現れた結果であることが指摘されよう。 
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イベント支援について 

商業・サービス業事業者調査における高砂市の支援策に関する調査項目の問 40 において

「イベント・催事の支援」を選択した回答者比率は 4.4%である。 

消費者調査においてこの回答項目に直接的に関連する調査項目と考えられる項目として

は、主に地元の商店を利用する理由を問うた問 45 における「イベント、売出しなど積極的

な販売促進」であるが、その回答者比率 0.7％に過ぎず、あまり大きな比率とは言えない。 

また、主に地元の商店を利用しない理由についての設問である問 46 において「催事・イ

ベント・売出しが少ない」の回答者比率は 2.2％であり、利用しない理由として大きな理由

なっているとは言えない。 

これらの結果を総合的に勘案するならば、事業者は行政に対して「イベント・催事の支

援」を重要視しているものの、消費者ではそれほど重視しておらず、両者の間に意識の差

異が感じられる結果となっている。  
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知名度向上について 

商業・サービス業事業者調査における高砂市の支援策に関する調査項目の問 40 において

「知名度向上」を選択した回答者比率は 9.3%である。 

一方、消費者調査においてこの回答項目に直接的に関連する調査項目と考えられる項目

としては、市内の商店が一層利用されるための取り組みに関する設問の問 47 の「生活に密

着した地域情報の提供」についての回答者比率（4.9%）、同「商店（街）のイベント・祭

り、売出しなどの実施」についての回答者比率（4.8%）であり、事業者側の意識との間に

若干の差異があることが示唆される結果となっている。 

この背景には、事業者においては知名度向上によるメリットを直接的に享受できるもの

の、消費者においては直接的にはメリットがあまり生じないことによるものと思われる。  

 このような点で、消費者と事業者間に市の知名度向上に対する意識の差異が示唆され

る結果となっている。 
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市の魅力情報発信について 

商業・サービス業事業者調査における高砂市の支援策に関する調査項目の問 40 において

「高砂市の魅力についての情報発信」を選択した回答者比率は 8.2%であり、選択項目とし

ては上位に位置する。 

これに対して消費者調査においてこの回答項目に直接的に関連する調査項目と考えられ

る項目としては、市内の商店が一層利用されるための取り組みに関する設問の問 47 の「生

活に密着した地域情報の提供」（回答者比率 4.9%）、「商店街の情報・宣伝活動」（同

8.2%）であろう。 

高砂市に関する多様な情報の発信が求められているという意味では、両者の間の意識の

差異は大きなものではないといえよう。  
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C6 市民から事業者が期待されている役割について 

高齢者に優しい街について 

商業・サービス業事業者調査における市民からの期待に関する問 41 において、「高齢者

に優しい街」を選択した回答者比率は 17.0%と極めて大きく、選択者数も上位 2 位であ

る。 

この回答選択肢に対応すると考えられる消費者調査における回答項目としては、高齢化

社会に求められることについての設問である問 48 の各選択肢が対応しているといえよう。 

消費者調査において「配達などのサービス強化」を選択した回答者比率は 28.4%、「移動

販売の実施」の同比率は 15.2%、「買物バスの運行」の同比率は 14.8％といずれも高い。 

その意味で事業者と消費者間で意識の大きな違いはないものの、消費者側では、移動と

配送などでの支援に重きがあることについては一定の留意があってしかるべきであろう。 
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こどもに優しい街について 

商業・サービス業事業者調査における市民からの期待に関する問 41 において、「こども

に優しい街」を選択した回答者比率は 17.3%とかなり大きく、選択数が最も多い選択肢で

ある。 

この回答選択肢に対応すると考えられる消費者調査における回答項目としては、これか

ら市内の商店が一層利用されるための取り組みについての設問である問 47 の「コミュニテ

ィ施設（イベント・交流サロン・ 子育て支援・休憩所等）の整備」、「街路灯やバリアフリ

ー環境などの整備」が比較的対応関係にあるといえ、「コミュニティ施設（イベント・交流

サロン・ 子育て支援・休憩所等）の整備」の回答者比率が 3.5％、「街路灯やバリアフリー

環境などの整備」の回答者比率が 2.9％である。 

その意味で、事業者側が「こどもに優しい街」についての関心が高いことに比べ、今回

の調査結果からは消費者側でそこまでの関心が示されていない結果となっており、事業者

と消費者間の置ける大きな意識の差が生じている可能性が高いことを示唆する結果となっ

ている。 

なお、移動販売の実施は、高齢者向けサービスという側面もあるが、子育て中の世帯の

購入活動の支援という間接的な効果を持つという意味では、「移動販売の実施」の選択肢も

広い意味での対応関係にある回答選択肢の一つといえるかもしれない。 
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地域の交流の促進について 

商業・サービス業事業者調査における市民からの期待に関する問 41 において、「地域の

交流の促進」を選択した回答者比率は 12.5%と比率としてはかなり大きい。 

しかしながら、この回答選択肢に対応すると考えられる消費者調査における回答項目と

しては、これから市内の商店が一層利用されるための取り組みについての設問である問 47

の「店主・販売員とのふれあい／コミュニケーション」や高齢化社会に求められることに

ついての設問である問 48 における「高齢者との交流・コミュニケーション機会の提供」な

どであろう。 

これらの設問について、「店主・販売員とのふれあい／コミュニケーション」についての

回答者比率は 1.5％であり、「高齢者との交流・コミュニケーション機会の提供」の回答者

比率は 6.5％である。 

ここでも、事業者側の積極的な態度に比べ、消費者側では、さほど期待が大きくないこ

とを示唆する結果となっており、両者の間に意識の差異が存在する可能性が高い。  
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地域情報の発信基地について 

商業・サービス業事業者調査における市民からの期待に関する問 41 において、「地域情

報の発信基地」を選択した回答者比率は 7.2％と数値としてはかなり小さい。 

この回答選択肢に対応すると考えられる消費者調査における回答項目としては、これか

ら市内の商店が一層利用されるための取り組みについての設問である問 47 の「生活に密着

した地域情報の提供」の回答者比率 4.9％とこれもまた小さい。 

その意味で、事業者、消費者の双方とも情報発信基地としての役割を商店等に求めては

いないという結果となっている。その意味で両者の間の意識の差異が存在することを示す

結果とはいえない。 

確かに、情報通信技術が未熟であった時代においては、商店街や個別商店は時代を先取

するような商品群が提供されることで、情報発信基地としての側面を持ちえたかもしれな

い。しかし、情報通信技術が発展し、スマートフォン等の携帯型情報端末が普及した現代

においては、市民の大半は、情報の入手において携帯端末を利用することになる。 

情報入手方法についての社会構造が変革した結果、商店街が従来持っていたはずの情報

発信基地の役割についての相対的な重要性が低下している実態が、これらの結果に反映し

ていることが指摘できよう。  
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地域の賑わい創出について 

商業・サービス業事業者調査における市民からの期待に関する問 41 において、「地域の

にぎわい創出（地域活性化）」を選択した回答者比率は 17.8％と極めて大きな指標値とな

っている。 

この回答選択肢に対応すると考えられる消費者調査における回答項目としては、これか

ら市内の商店が一層利用されるための取り組みについての設問である問 47 の「商店数をも

っと増やす／商店（街）の活気」が関連する回答選択肢で最も類似したものであると考え

られる。 

この項目を消費者調査において選択した回答者比率は 16.2％と非常に大きな値となって

いる。その点では、事業者、消費者の双方において、大きな意識の差異が確認できないと

いってよいだろう。 

しかしながら、この回答選択肢の回答者比率の高さは、現状で商店や商店街に活気がな

いことを暗示する可能性もあり、今後事業者には一層の努力が求められることになる可能

性が高い。 
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安心安全な地域づくりについて 

商業・サービス業事業者調査における市民からの期待に関する問 41 において、「安全・

安心に暮らせる地域づくり」を選択した回答者比率は 16.2％と極めて大きな指標値かつ上

位に位置する回答者比率である。 

この回答選択肢に対応すると考えられる消費者調査における回答項目としては、これか

ら市内の商店が一層利用されるための取り組みについての設問である問 47 の「街路灯やバ

リアフリー環境などの整備」や高齢化社会おいて求められる対応についての設問である問

48 の「道路と店舗の段差解消などの安全対策」が緩やかに関連しているといえよう。 

なお、消費者調査における「街路灯やバリアフリー環境などの整備」の回答者比率は

2.9％、「道路と店舗の段差解消などの安全対策」の回答者比率は 7.0％であり、さほど大き

な値とは言えない。 

これらのことから、事業者側と消費者側における意識にある程度の差異があることが示

唆される結果となっている。 
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III 令和元年調査との 

時系列比較 
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D 令和元年調査との結果の比較 

消費者調査編 
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以下では、前回調査（令和元年調査）結果との比較結果とその解説を述べる。 

 

D1 消費者回答者の属性別の比較について 

性別について 

性別に関しては前回調査と比べ大きな差は見られないが、やや男性の回答者が多い傾向

がみられる。 
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回答者の年齢層について 

年齢階層については、令和元年調査と比べ、40 歳代および 60 歳代の回答者比率が若干

低下した半面、50 歳代の回答者比率がかなり増加している。 
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回答者の地区別について 

回答者の居住比率については、前回令和元年調査と比べ、高砂小学校区及び米田小学校

区の回答者比率が若干減少し、荒井小学校区、阿弥陀小学校区、米田西小学校区の回答者

比率が若干大きいという点以外は、前回調査と大きな差は見られない。 
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回答者の世帯構成比別について 

回答者世帯の構成に関しては、令和元年調査では、世帯の構成そのものを選択する形で

調査を行っているが、令和 7 年調査においては、同居する世帯構成員の属性別に該当する

ものをすべて選択するスタイルで回答を求め、それを世帯構成に組み替え集計を行った。

このため、令和元年調査では、「その他」に分類されていた可能性が高い２世代同居（１．

回答者とその兄弟と親世代、２．回答者と親世代、３．回答者と子供世代、などを含む）

を２世代同居と組み替えたため、若干２世代以上同居が増加しているような印象を与える

数値とはなっている。とはいえ、他の属性に属する世帯構成から考えた場合、令和元年調

査と令和 7 年調査においては世帯構成の点で、大きな差が存在しないものと考えられる。 
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回答者の職業構成について 

回答者の職業に関しては、令和 7 年調査では「会社員・公務員」が 30.5%で最も高い回

答者比率を示している。令和元年調査と比較すると、「主婦・主夫（家事専業）」が 5.3 ポ

イント増加し、「無職」は 10.8 ポイント減少している。「無職」の回答者比率が減少し、

「主婦・主夫」や「会社員・公務員」の回答者比率に若干の変化が見られる。 

このような結果となった背景には、回答者の年齢構成において、50 歳代の回答者比率が

増加したことに加え、定年延長による高齢者の就労継続や、共働き世帯の増加など、ライ

フスタイルや雇用環境の変化が令和元年以降に生じたことが考えられる。 
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D2 生鮮食料品や日用品の購入について 

生鮮食料品や日用品の購入先市町について 

令和元年調査では、購入活動を行う曜日に注目した調査を行っているが、令和 7 年調査

においては、購入品目の種別に着目した上で調査を行った。 

購入品目をまず①生鮮食料品や日用品の購入活動と②婦人服・家電等の買回り品の購入

活動に分けた調査方法に切り替えている。このような対応を取った理由は、前回調査の解

析結果から、週末や祝休日の購入活動に関しては、選択項目に買回り品がかなり含まれて

いることを確認したためである。 

このような対応を実施することにより調査項目を削減し、回答者の同様の回答を繰り返

し求めることを避け、回答者への負担を軽減する工夫を行った。この工夫により、他の調

査項目を増加させ、より詳細な調査の実現することを試みた。 

より具体的には、平日の購入活動は生鮮食料品や日用品が中心であると想定、休日の購

入活動は買回り品が中心となっているとの結果に立ち、そのうえで購入金額や購入先の選

択がどのようになっているのか、品目別に明確化することを試みている。 

前回調査との比較のため、平日の購入活動を生鮮食料品や日用品などの購入活動と読み

替え、休日の購入活動を買回り品婦人服、紳士服、家電、家具類などと読み替え、前回調

査の項目に合わせる形で、以下令和元年と令和 7 年調査結果との比較結果について紹介す

る。 

購入先の市町については、令和 7 年度は、明石市、神戸市、大阪府下などより詳細な選

択肢を提示して調査を行った。令和元年度調査の結果と比較するため、令和元年に合わせ

る形で再集計を行った結果を以下に示す。 

結果の比較したところ、令和元年調査と令和 7 年調査の間で、集計結果から考える限

り、極端に大きな差は確認されなかった。 
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生鮮食料品や日用品の購入先の店舗種別について 

生鮮食料品や日用品などの購入先の市町について、令和元年度には、サンモール高砂が

営業末期であったとはいえ、営業中であったためか、大型専門店の比率が高くなってい

る。これに対し、サンモール高砂の営業が完全に停止している令和 7 年度には日用品の購

入店舗に関してはスーパーマーケットが最大となっている。 

前回調査との比較結果からは、高砂市内における大型専門店を含む商業環境の変化に伴

い、生鮮食料品や日用品の購入活動の場がスーパーマーケットに移行している傾向が確認

される。 

従来高砂市内の大型商業施設で生鮮食料品や日用品を購入していた回答者群が、高砂市

外のショッピングモールなどに若干移行している傾向が反映された結果となっていること

も示唆されよう。 

特筆すべきは、令和元年には、加古川そごうの店舗を引き継ぐ形で、ヤマトヤシキ加古

川店が営業していたが、2024 年の閉店に伴い、百貨店で購入する回答者比率は令和元年に

は 1.6%であった結果から、令和 7 年調査において 0.1%に低下している点である. 
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平日買い物客を対象とした利用店舗の変化について 

高砂市内で生鮮食料品や日用品を購入する際に、最も利用する店舗を尋ねた令和 7 年調

査では、イオン高砂店が 17.2%で最も高い回答者比率を示している。平日に高砂市内で買

い物をする店舗名称を自記式で調査した令和元年調査と比較すると、マルアイ曽根店が 5.0

ポイント、マルアイ米田店が 3.7 ポイント増加し、マルアイ伊保店は 6.1 ポイント減少し

ている。平日利用においてはイオン高砂店が依然としてトップを維持しており、固定客の

存在がうかがえる。 

一方で、マルアイの各店舗間での増減やハローズの増加など、地域内の食品を取扱商品

の中心とするスーパー間での利用者の異動が顕著である。自記式から選択式に調査方式を

変更したことに加え、店舗の改装や競合状況の変化により、居住地に近い店舗や利便性の

高い店舗への選好が地域単位で変化している結果を反映した結果であると考えられる。 

 

 

 

 

（上位 13 位まで拡大図） 
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生鮮食料品や日用品の購入頻度別について 

生鮮食料品や日用品などの購入頻度の比率についても、令和 7 年度はより詳細な回答選

択肢を用意し調査を行った。しかし、経年比較を行うため、以下の図については、令和元

年調査の回答項目に合わせるよう再集計した結果を示している。 

両年次の比較結果からは、週 1 及び週 1 回以下である購入頻度が低い回答選択肢を選択

した回答者比率がやや大きく、まとめ買いを行う回答者比率の増加傾向が示唆される。 

この背景には、勤務時間などの関係を含めた生活時間の変化に伴って、消費者における

まとめ買いを志向する傾向がやや強くなったことが想定される。 
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生鮮食料品や日用品の時間帯別について 

生鮮食料品や日用品などを購入する時間帯として、最も多い購入時間帯についても、令

和 7 年については、令和元年の調査より詳細な時間帯に区分し調査を実施した。 

両時点の調査結果の比較のため、時間帯についての回答選択肢項目についても、令和元

年調査における平日での最も多い購入時間帯の回答選択肢に合わせる形で再集計を行っ

た。 

その結果をまとめた以下の図からは、午前中や日中の正午から午後 6 時までに購入活動

を行う回答者がやや増加しており、18 時以降に購入活動を行う回答者比率はやや低下して

いるという結果となった。 

この背景には、市内の高齢化の進行に伴い、高齢者の回答者での午前中および日中の購

入活動を実施する回答者の増加が影響している可能性がある。 
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生鮮食料品や日用品の平均購入金額について 

生鮮食料品や日用品の 1 回あたりの支払い金額についても、令和 7 年については、令和

元年の調査より詳細な 1 回あたりの支払い金額について金額帯に区分し調査を実施した。

なお、令和元年調査では、平日の支払金額について調査していた結果を比較対象とし、令

和 7 年調査では、生鮮食料品や日用品の 1 回あたりの支払い金額を比較対象とした。 

両時点の調査結果の比較のため、1 回あたりの支払い金額帯についての回答選択肢項目

についても、令和元年調査における 1 回あたりの支払い金額帯の回答選択肢に合わせる形

で再集計を行った。 

令和 7 年調査では 2,000 円以上～3,000 円未満が 25.5%で最も高い回答者比率を示して

いる。令和元年調査と比較すると、5,000 円以上が 14.7 ポイント増加し、1 回あたりの支

払金額として、低い金額を選択した回答者比率が減少している。 

この結果からは、生鮮食料品や日用品の支払いについても、1 回あたりの支払金額が増

加傾向にあり、特に 5,000 円以上の 1 回当たり高額を支払っているまとめ買いを行ってい

る消費者と思われる回答者比率が増えている。 

これは近年の物価上昇の影響もある程度想定されるが、購入活動の頻度を減少させ、高

額の購入を実現するまとめ買い行動を行っている消費者が増加した結果であると推測され

る。 
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D3 買回り品の購入について 

買回り品（婦人服・紳士服・家具・家電等）の購入市町について 

買回り品の購入先とする回答者比率の結果は。令和元年調査と比較すると、従来回答者

比率の順位で 2 位であった加古川市が回答者比率では、令和 7 年調査では 46.1%で最も大

きな値であり、順位は 1 位となっている。、令和元年調査からは、25.9 ポイント増加して

いる。令和元年調査においては、高砂市を週末や休日に購入活動をするとした回答者比率

が 55.5％で、順位は 1 位であったが、回答者比率で令和 7 年調査においては、26.9％と高

砂市は 28.6 ポイント減少している。 

この結果を鑑みるに、買回り品の購入においては、高砂市内の事業者の利用が激減し、

隣接する加古川市への消費支出の流出が顕著であるといえよう。 

買回り品に関しては、近隣市の大型商業施設やショッピングモールへの依存度が高まっ

ており、高砂市内での買回り品についての購買力をいかに取り戻すかが大きな課題となっ

ている。消費者調査の結果においても、「品揃えの豊富さ」や「品質の良さ」を重視する消

費者の買回り品購入における明石市を含む近隣市での消費流出が確認されており、買回り

品の消費支出の市外への流出を抑止するためには、これらの消費者に対応できるようにす

るための適正な規模の大型商業施設の再編が必要であろう。 
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買回り品（婦人服・紳士服・家具・家電等）の利用店舗形態について 

令和 7 年調査では近隣市でのショッピングモールの増加に対応し、買回り品の購入先の

商業施設の選択についての傾向をより明確に把握するために、ショッピングモールを回答

選択肢に加えた。 

令和元年調査と令和 7 年調査の比較においては、買回り品の買い物で利用する店舗の種

類としては、令和元年調査では、大型専門店を選択した回答者比率が 46.9％で順位第一位

であったが、令和 7 年調査においては、ショッピングモールを新規に回答選択肢に加えた

こともあり、同回答選択肢の選択者の比率が 58.6%で最も大きな値となっている。 

なお、令和元年調査で、第一位であった大型専門店の回答者比率は 26.5 ポイント減少し

ている。 

このような結果となった背景としては、令和元年調査においては、ショッピングモール

という回答選択肢がなく、サンモール高砂が大型専門店として認識されていた可能性があ

ることに加え、高砂市内でのモータリゼーションの一層の進展に伴い、購入活動における

移動制約が軽減された結果、近隣市を含むショッピングモールの利用者が増加しているこ

とが考えられる。この結果、加古川市などへの買回り品の購入先選択が行われる要因の一

つとなっていることが指摘できよう。 

先にも指摘したように、自家用車を中心とした移動能力の向上に加え、近年の購入活動

の多様化、時間効率化を求め、1 回に多目的の購入活動を実現する消費者の存在の増加と

いう現状を考えた場合、多様なテナントが入り、商品比較や希望の消費の実現が可能であ

るうえに、食事や娯楽も楽しめるショッピングモールでの購入活動を消費者が求めている

傾向がみられる。 

このような背景もあり、御殿場プレミアムアウトレットモールなどの超大型のショッピ

ングモールが消費者の関心と来店者数を幅広く集めていることなどについても一定の留意

が必要ではあろう。 
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買回り品（婦人服・紳士服・家具・家電等）の平均購入金額について 

生鮮食料品や日用品の 1 回あたりの支払い金額と同様に、令和 7 年については、令和元

年の調査より詳細な 1 回あたりの支払い金額についての金額帯に区分し調査を実施してい

る。なお、令和元年調査における週末や休日の支払金額について調査結果を比較対象と

し、令和 7 年調査については、買回り品の 1 回あたりの支払い金額を比較対象とし、令和

元年調査の回答状況と対応付けた。 

買回り品の 1 回あたりの支払い金額については、令和元年調査に関しては、生鮮食料品

や日用品への支出の場合も含まれているため、5,000 円未満の回答者比率が 59.8％と極め

て大きい。しかし、買回り品に限定をしたうえでの令和 7 年調査では 5,000 円以上 10,000

円未満が 41.5%で最も高い回答者比率を示している。 

令和元年調査と比較すると、買回り品に限定したことが影響しているためか、10,000 円

以上～30,000 円未満が 20.4 ポイント増加し、5,000 円未満は 43.3 ポイント減少してい

る。購入単価が全体的に上昇しており、特に 1 回あたり、10,000 円以上の高額帯が支払い

を選択した回答者比率が、大きい。 

調査項目としている対象が異なるため、単純比較できないが、買回り品の購入において

は、安価なものを頻繁に買うよりも、中価格帯から高価格帯の商品群で、一定の品質が期

待される商品群を選択的に購入している傾向が反映されている可能性がある。  
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買回り品（婦人服・紳士服・家具・家電等）の購入先商業施設の変化について 

買回り品の購入先店舗についての比較では、令和 7 年調査においてショッピングモール

を新たに選択肢として設けたこともあり、買回り品の購入先商業施設種別をショッピング

モールとする回答者比率が 58.6%で最も高い回答者比率を示している。 

 日曜日、祝日の購入先商業施設種別を尋ねた令和元年調査と比較すると、サンモール高

砂の営業停止に伴い大型専門店が 26.5 ポイント減少し、ヤマトヤシキ加古川店の閉鎖に伴

い、百貨店が 10.8 ポイント減少している。 

以前は高砂市とその周辺自治体の大型専門店や百貨店、あるいは個人商店などでの購入

活動が行われていたものの、近隣自治体を含めた商業施設の閉店に伴い、買回り品の購入

先の商業施設としてのショッピングモールがその存在感を増している傾向が確認される。 

近隣自治体での商業施設の閉店や各種ショッピングモールの開業、その後の市民の買回

り品購入先候補として一定程度定着している段階での調査であることも、このような結果

となった原因の一つとして指摘できよう。 

ところで、婦人服・紳士服といった、個人の趣味嗜好が強く表れる商品や家電などにつ

いて、ショッピングモール内の複数の事業者の店舗等で充分比較検討したうえで、購入す

ることが、現在一般化している。このような商品構成の点でも多様性を重視できるように

なった豊かな消費社会が到来した結果として生まれたスタイルが消費者の間で標準化して

いることが反映された結果でもあろう。 

このようなことを考えると、豊かな消費社会の到来の結果、既存のビジネススタイルを

重視してきた業態の買回り品の消費におけるシェアについて大きく影響している可能性が

高い。 

 



522 

 

 



523 

 

買回り品購入時の重視する点について 

 婦人服、紳士服、家具、家電などの買回り品を購入する際に重視する点について、令和

7 年調査では「品揃えの豊富さ」、「品質の良さ」を選択した回答者の比率が 24.2%で最大

であり、続いて、「価格設定」も 23.9%である。令和元年調査結果との違いが見られた評価

項目は、「接客態度」であり、令和 7 年調査においては回答者比率が 20.6 パーセントであ

り、17.3 ポイントの大幅増加が確認された。これに対し、「品揃えの豊富さ」及び「品質

の良さ」については、10.8 ポイント減少している。 

令和元年調査では「品揃えの豊富さ」及び「品質の良さ」と「価格設定」が重視される

傾向にあったが、令和 7 年調査では「接客態度」の重要性を指摘する回答者比率が大き

い。 

このような結果となった背景には、令和元年調査においては、買回り品そのものを購入

する際に重視する項目についての調査ではなく、週末や休日に買い物行動をする際に重視

する項目であるという違いによるものと思われる。 

COVID-19 パンデミック期以降、在宅勤務など社会における情報通信技術の活用事例が

さらに一般化した。その結果として、購入活動においても、所謂インターネット通販を中

心とした通信販売事業者の利用者は、急速に増加している。そのような商業変化の環境下

において、実店舗販売を行う事業者においては、買回り品市場としての品質における差別

化や価格における競争力を確保することによる、インターネット通販事業者に対する優位

性を確保することが困難になっている。 

実店舗販売を中心とする事業者において消費者が買回り品の購入を決断する際に、重要

な要素となるのは、店員の対応や商品の提案力といった属人的なサービス能力が、極めて

重要になることを示唆する結果となっている。  
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D4 地元商店の現状の利用について 

地元商店を利用する理由について 

主に地元のお店（個人商店）を利用する理由を尋ねたところ、令和 7 年調査では「近く

て便利」を選択する回答者比率が 25.0%で最大の回答者比率である。 

令和元年調査結果との比較においては、「値段が安い」の回答者比率が 3.4 ポイント増加

し、「顔なじみである」の回答者比率は 5.5 ポイント減少している。 

この令和元年調査と令和 7 年調査の 2 時点間の調査結果の比較においては、「近くて便

利」という項目や「商品品質、鮮度がよい」といった項目が従前と変わらず地元のお店を

利用する理由となっていることから、地元商店には地の利を生かした利便性と提供する商

品の品質の高さという、事業者として当然求められるべきことの実現が求められているこ

とが指摘できよう。 

一方で「顔なじみである」という項目を選択した回答者比率の減少は、高砂市内の店舗

が減少していることに加え、店舗店頭における顧客との人間関係の希薄化や、事業者側の

代表者の世代交代に伴う地域コミュニティの変化が影響している可能性が示唆されよう。 

また、駐車場及び駐輪場の拡充整備に関する項目の回答者比率も令和元年調査に比べ、

令和 7 年調査ではより大きな値を示していることから、この間のモータリゼーションの一

層の進展に伴い、駐車場および駐輪場の整備の重要性が指摘されよう。 
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地元商店を利用しない理由について 

地元のお店（個人商店）を利用しない理由については、令和 7 年調査において「品揃え

が少ない」を選択した回答者比率が 18.8%で最も大きな値を示した。 

令和元年調査と令和 7 年調査との調査結果の比較からは、令和元年調査で地元のお店

（個人商店）を利用しない理由の第一位であった「品揃えが少ない」を選択した回答者比

率は令和 7 年調査においては 18.8％であり、令和元年調査結果からは 4.3 ポイント減少し

ている。 

同第 2 位であった「駐車（輪）場がない、少ない、狭い」も第 2 位であり、令和元年調

査結果からは若干低下しているものの、相変わらず利用しない理由の上位に位置してい

る。 

ところで、令和 7 年度調査において新設した「お店の場所がわかりにくい」を選択した

回答者比率が 8.3 ポイントであり、市内に商業施設が分散立地している影響がこの回答に

表れていることが示唆されよう。 

品揃えへの不満や駐車場の問題が上位にあることから、ワンストップで買い物ができ、

車でアクセスしやすい大型店やショッピングモールを利用する意向が強い傾向が確認され

ている。また、令和 7 年調査において導入した「キャッシュレス手段が限られている」に

ついても、その回答項目を選択する回答者比率は 4.5％程度見られた。  
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D5 今後商店街が求められることについて 

今後商店（街）が利用されるための取り組みの希望について 

高砂市内の商店が一層利用されるために望まれる取り組みとして、令和 7 年調査でも令

和元年調査の結果と同様、「駐車場・駐輪場の整備・拡充」を選択した回答者の比率が

17.6%で、要望の中でも最大の項目の一つである。令和元年調査において、今後の取り組

みとして望まれることとして「商品の鮮度、流行品の品ぞろえ、商品情報の提供」は第 2

位で 15％強の回答者比率であったが、令和 7 年調査においては、比率は変わらないものの

今後望まれる取り組みの項目については、第 3 位となった。 

これに代わって、今後の取り組みとして望まれること「商店数をもっと増やす/商店

（街）の活気」が第 2 位で 16.2％となっていることが確認された。サンモール高砂の営業

停止後の人流及び高砂地区での商業地域としての回遊性に関する回答者の評価の低下がこ

のような調査結果となった背景として指摘できよう。 

令和元年調査と令和 7 年調査結果との比較においては、「商店街の情報・宣伝活動」を選

択した回答者比率は 2.2 ポイント増加し、「大型商業施設の設置・拡充」は 3.2 ポイント減

少している。 

この背景としては、回答者全体としてはサンモール高砂の営業停止後、大型施設の誘致

可能性の限界を感じていることや、近隣市のショッピングモールなどの大型の商業施設

に、ある程度容易にアクセスできることが指摘できよう。 

以上の点を整理するならば、駐車場整備や品揃えの充実といった要望などに表れている

ハード面の環境整備と、商店（街）全体の活気や品揃えの拡充、事業者による情報発信と

いったとソフト面の魅力向上の両方が求められている。 

このことは、従来高砂市において重要な商業核であった高砂地区における商店（街）が

活気を取り戻し、回遊性のある都市構造への変容を遂げ、地域の賑わいが感じられる拠点

となる地域として認識されるように変容することの期待が示されている結果であるとも解

釈できよう。 
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高齢化社会における地域商店が果たすべき役割について 

高齢化社会に向けて地元のお店に求められることについて、令和 7 年調査では「配達な

どのサービス強化」を選択した回答者の比率は 28.4%であり、令和元年調査と同様に最大

値となっているが、それを指摘する回答者比率は若干減少している。「少量販売やバラ売り

などの販売方法」の回答者比率も 20.0％と依然として大きな値を占めている。 

令和元年調査との比較にあっては、「移動販売の実施」の回答者比率は 15.2％であり、

2.7 ポイント増、コープこうべが実施している「買い物バスの運行」も 14.8％であり、0.8

ポイント増となっている。 

これらの結果に対し、「配達などのサービス強化」は 1.9 ポイント減となっている。「買

い物などのサービス強化」、「移動販売」、「買い物バスの運行」など、高齢化に伴う空間的

移動の困難性が増すことに対応するよう、移動の利便性の向上を希望する回答者比率が大

きいという結果となっている。 

これらの結果からは、店舗に呼び寄せるスタイルでサービスが完結するのではないサー

ビスを消費者が求めていることが指摘できよう。つまり、店舗から出張し、相手の場所で

ビジネスが完結するタイプのサービスである「配達などのサービス強化」や「移動販売の

実施」という回答者の意向がかなり明確に示されている。 

今後、高砂市では居住者人口の高齢化が急速であることが予想されるのであれば、高砂

市内に店舗が存在するという特性から、相対的な輸送コストが抑えられるという特徴を生

かしつつ、これらのサービスを先行して立ち上げることが必要であろう。 

このように、従来からある消費者とのある程度密接な人間関係の関係性を発展させる形

で、移動販売などにおいても先行して実施することにより、現在すでに存在する消費者と

の関係性をより強化することは重要であろう。消費者との強固な関係性の存在は、他地域

からの移動販売店舗の安易な参入に対する抑止策となる可能性が十分にある。  
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D6 高砂市内の商業施設への満足度 

高砂市の商業施設・小売店に対する満足度について、令和元年調査では、５段階法によ

る満足度の評価についての調査が行われており、「ふつう」という回答選択肢が含まれてい

た。このように 5 段階法にすると、日本人を調査対象とした場合、一般的に「ふつう」な

どの中位の回答の回答選択肢が集中的に選択される傾向があるため、令和 7 年調査では中

位の回答選択肢を含まない 4 段階法により調査を行った。 

令和元年調査と令和 7 年調査の比較を行うために、令和元年調査における「ふつう」と

「やや満足」の回答者比率の和を、大きな不満がないものと考え「やや満足」に分類を切

り替え、集計を行った。 

この結果においても、令和 7 年度調査においては、「やや満足」を選択した回答者比率は

44.6%であり、最大の回答者比率である。 

令和元年調査と比較すると、「やや不満」を選択した回答者比率が 10.4 ポイント増加

し、比較対象としての「やや満足」は令和元年調査における「ふつう」を含んでいるとは

いえ 14.8 ポイント減少している。「満足」および「やや満足」の合計は半数以上を維持し

ているものの、「やや不満」を選択した回答者比率がより大きな値となっている。 

この「やや不満」、「不満」であると回答した回答者群では、生鮮食料品や日用品において

も、特に買回り品の高砂市外の近隣市の商業施設を利用していると回答しており、消費支

出の流出につながっている。高砂市内における「品質の良さ」や「品揃えの豊富さ」の不

足などの商業機能の課題や、身近な店舗の魅力についての情報発信不足などが影響し、市

民の満足度に関する構造に影響を与えている可能性がある。 
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E 令和元年調査との結果の比較 

商業者・サービス業事業者編 
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E1 商業者・サービス業事業者の回答者属性の比較について 

回答者の営業地区について 

回答事業者の店舗が所在する小学校区については、令和元年調査においては、小学校区

選択方式をとったが、今回調査では、記入された郵便番号をもとに、小学校区に再編し

た。これに伴い、誤記入などによるものと思われるが、店舗所在地として市外の郵便番号

の記入などもあり、不明扱いが増大した。 

ところで、令和元年調査においては、高砂地区の回答者比率が 30.7％であり、最大の回

答者比率を示していたが、令和 7 年調査では 12.4 ポイント減の 18.3％となっている。令和

７年調査では、荒井小学校区の回答者比率が 25.8%であり、最大の回答者比率を有する地

区である。また、米田西小学校区における回答者比率も 2.5 ポイント増加している。 

このような結果となった背景としては、高砂小学校区内にあったサンモール高砂の営業

停止に伴い、高砂町の商業吸収力が減少した結果、廃、休業などが発生しているものの、

市内でも比較的乗降客数の大きい荒井駅が地区内に存在している荒井小学校区では、店舗

運営が継続しているためか、回答者比率が相対的に大きな値となったことが考えられる。 

なお、回答方式を郵便番号記載式に変更したことに伴い、不明・無回答の増加も顕著で

あり、回答事業者の属性特定が一部困難になっている点には、留意が必要である。 
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回答事業者の業種構成について 

お店の業種構成については、「そのほか」を選択した回答者については、以下の分析から

除くものとする。 

令和元年調査では、「飲食サービス」の回答者比率が 24.6％であったものが、6.3 ポイン

ト減の令和 7 年調査では、「食料品（酒類含む）」の回答者比率が 19.2%であり、選択者数

において最大である。生活サービスが 6.8 ポイント減少し、「化粧・医療品」や「書籍・ス

ポーツ・ホビー用品」などではわずかに回答者比率が増加している。 

商業者・サービス業事業者は、機縁法による有意抽出による調査であるため、令和元年

調査と令和７年調査で回答者集団における業種構成に違いがあることには一定の留意が必

要である。 
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店頭外売上の状況について 

店頭売上以外の売り上げについては、令和元年調査では、「なし」を選択した回答者比率

が 60.6％で最大であったが、令和 7 年調査では「なし」が 51.1%と過半数を占めるもの

の、前回の回答者比率に比べ、減少している。 

令和元年調査と令和７年調査の調査結果の比較からは、「宅配・御用聞きサービス」が

3.4 ポイント増、「ネット販売」が 2.1 ポイント増となっている。 

この結果からは、店頭での待ちのスタイルによる営業のみならず、消費者から要望の大

きい「宅配サービス」を実施する事業者、COVID-19 のパンデミック以降利用者が増加し

ているネット販売などにも積極的に取り組み、販路拡大を図ろうとする事業者の存在が示

唆される結果となっている。 

その意味で、高齢化社会に対応した「宅配・御用聞きサービス」の充実や、デジタル・

エコノミーの急速な普及に対応すべくネット販売への取り組みなど、多様な販売チャネル

を利活用しようとする方向性が確認され、高砂市の事業者のある種の真剣さを感じさせる

結果であり、今後の展開に期待が持てる点の一つとなっている。 

 

 

  



539 

 

経営者の年齢構成について 

代表者の年齢層について、令和元年調査と令和 7 年調査の比較を行ったところ、令和元

年調査では、70 歳以上が 27.1％であり、回答者比率では最大の値を示していたが、令和 7

年調査では、25.0％であり、2.1 ポイント減となっている。 

なお、令和 7 年調査の調査結果においては、50 歳代の回答者比率が 31.7%、11.6 ポイン

ト増となっている。なお、令和 7 年度調査における回答者比率が最大の年齢層は５０歳代

である。  
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従業員規模の変化について 

業務に従事する人数については、令和 7 年調査では 6 人以上が 32.5%で最も高い回答者

比率を示している。令和元年調査と比較すると、6 人以上が 10.4 ポイント増加し、1 人体

制の店舗は 5.1 ポイント減少している。  

小規模な個人経営店（1 人～2 人）の回答者比率が低下し、比較的規模の大きい事業者の

比率が高まっている。これは零細店舗の廃業による減少や、生き残った店舗の事業規模拡

大、あるいは法人化などによる組織的な経営体制への移行が進んでいることを示唆してい

る。 
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商業団体への加入状況について 

商業組合や商店街組合への加入状況について、令和元年調査と令和 7 年調査の比較を行

ったところ、令和元年調査、および令和 7 年調査のいずれにおいても、「加入している」の

回答者比率が 60％以上を占めており、令和 7 年度調査においては、66.7%である。 
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事業承継の現況について 

後継者の有無についての設問について、令和元年調査と令和 7 年調査の比較を行ったっ

ところ、令和元年調査、令和 7 年調査のいずれにおいても、後継者が「いない」を選択し

た回答者比率は 50％以上で、最大である。 

しかし、後継者が「いる」を選択した回答者比率は 7.6 ポイント増であり、「まだわから

ない」は 3.8 ポイント減となっている。 
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副業・兼業の有無について 

令和元年調査と令和 7 年調査に関して、本業以外の収入の有無についての調査結果の比

較を行ったところ、本業以外の収入の有無に関する設問の回答者比率では、令和元年調査

においては、「ある」を選択した回答者比率は 16.6％であった。 

これに対して、令和 7 年調査では「ある」を選択した回答者比率が 23.3%となってい

る。 
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決済手段について 

商品代金等の決済において対応している代金回収手段について、以下では令和元年調査

と令和 7 年調査の結果の比較を行ったところ、令和元年調査においては、現金が 56.4％と

事業者側にとっても、もっとも一般的な決済手法である。この背景には、令和元年調査は

COVID-19 のパンデミック以前に実施されていることもあり、感染症予防の観点がさほど

重要視されていなかったことが指摘できよう。 

しかし、COVID-19 のパンデミックを経験した令和 7 年調査においても、現金は最も多

く利用されている一般的な決済手段であり、事業者における対応している決済手段として

現金を選択した回答者比率は 31.6%である。 

これに対し、所謂キャッシュレス決済に対応している回答者比率がより大きなものとな

っており、令和元年調査と比較すると、QR コード決済が 4.3 ポイント、電子マネーが 7.7

ポイント増となっている。これに比べ、クレジットカードが利用できるとする回答者比率

は 13.6％であり、5.7 ポイント減となっている。 

国のキャッシュレス推進施策に加え、キャッシュレス決済サービスの提供事業者による

キャッシュレス決済におけるポイント付与などを理由に消費者が利用意向を強めているこ

ともあるためか、商業者、サービス業事業者においても、 QR コード決済や電子マネーの

導入が急速に進んでいる傾向が示唆される。 
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E2 固定客、売り上げ動向、客単価の変化などについて 

固定客の比率について 

令和元年調査と令和 7 年調査の調査結果における固定客が占める比率について、比較し

た結果を検討する。令和元年調査と令和 7 年調査の双方で、固定客が占める比率が「80％

以上」を選択した回答者比率が最大であり、令和元年調査では 26.1％であった。 

これに対し、令和 7 年調査では固定客が占める比率が「80％以上」を選択した回答者比

率は 29.2％となっている。次いで両年次とも、「60%～80%未満」が回答者比率では第 2

位であり、令和元年度にあっては 23.6％、令和 7 年度調査にあっては 27.5%となってい

る。 

いずれの調査年次においても、高砂市の商業者、サービス事業者での固定客比率は極め

て高く、地域に根差した固定客中心に財及びサービスを提供している事業者の比率が極め

て高い。 
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固定客の年齢層について 

令和元年調査と令和 7 年調査の調査結果における固定客の中心となる年齢層について、

比較した結果を検討する。令和元年調査、令和 7 年調査のいずれにおいても、年齢層とし

て最も選択者比率が大きい値を示した回答選択肢は、 60-69 歳であるが、令和元年度調査

の同指標値が 34.2％であったことに比べ、令和 7 年度は、29.2%であり、5 ポイント減と

なっている。 

30 歳未満や 30-39 歳の回答者比率がわずかばかり増加しているものの、依然として 50

代以上の中高年層が主要顧客層となっている。高砂市内人口の高齢化が着実に進行しつつ

あることを反映して、顧客層の高齢化傾向も確認される。 

しかし、顧客層の高齢化に対する対応は、個別商店街や個別商店のみで対応できないト

レンドであるため、商店街や個別商店では、地域の人口構造の高齢化に向けて、適切な取

り組みを行う方策をいち早く検討しておくべきであろう。  
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売上動向の変化の認識について 

令和元年調査と令和 7 年調査の調査結果における売り上げ動向の変化の認識について比

較してみたい。令和元年調査では、過去 3 年との比較について、具体的な数値を対応させ

ない形での 5 段階法による調査を実施しているが、令和 7 年調査においては、COVID-19

のパンデミック以前から営業している事業者を対象に、COVID-19 のパンデミック以前の

2017～2019 年頃と 2024 年度の売上について、-5％以下の減少を「かなり減少」、-5％か

ら+2％を「やや減少」、-2％から+２％を「あまりかわらない」、+2％から+５％を「やや

増加」、+5％以上の増加を「かなり増加」と具体的な数値による区間を提示したうえで、5

段階法による調査を実施した。 

その意味で、単純な比較を行うことには疑問が残るが、令和元年調査と令和 7 年調査の

2 時点間の比較では、令和元年調査で最大の回答者比率であったものは「やや減少した」

が 31.7％であり、令和 7 年調査では「やや増加した」が 31.2%で最大の回答者比率であ

る。令和元年調査の比較においては、「やや増加した」が 18.1 ポイント増加し、「やや減少

した」は 14.3 ポイント減少している。 

この結果からは、高砂市内の調査対象となった事業者については、COVID-19 のパンデ

ミックなどによる影響を脱し、売上が回復基調にある事業者が一定数存在する一方、「かな

り減少した」回答者比率も 25％以上となっている。 

 



549 

 

  



550 

 

売上変動の要因について 

令和元年調査と令和 7 年調査の調査結果における売上増加の要因として選択された項目

の回答者比率を検討してみる。令和元年では、「客数の増加」を指摘した回答者比率が

16.1％で最大であった。 

なお、同項目を選択した回答者比率は令和 7 年調査において 21.1％である。しかし、特

筆すべきは、令和 7 年調査では「客単価の増加」を選択した回答者比率が 38.6%で最大と

なっている点である。 
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次に、令和元年調査と令和 7 年調査の調査結果における、売り上げ減少の主な要因を検

討してみたい。売上減少の要因として選択した回答者比率が最も大きい回答選択肢は、両

年次とも、「客数の低下」であり、その回答者比率は、令和元年度が 52.8％、令和 7 年度

が 47.7%である。 

しかし、「客単価の低下」を選択した回答者比率が令和元年調査と平成 7 年調査で異なっ

ており、令和元年調査においては、同項目を選択した回答者比率は 9.0％であるが、令和 7

年度調査においては、27.5％と極めて大きい。 
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E3 現状の課題と今後に向けての方策などについて 

事業上の困りごとの内容について 

令和元年調査と令和 7 年調査の調査結果における現在直面している経営課題の要因につ

いての調査結果からは、令和元年調査では、「売り上げの低迷」が 30.3％で回答者比率で

は最大であったが、令和 7 年度調査では、近年の価格上昇を反映して新規に回答選択肢と

して加えた「仕入れ価格の高騰」の回答者比率が 18.3%で最大である。 

次いで「売上低迷」が 12.0%である。令和元年調査と共通の回答選択肢である「光熱費

や金利の上昇」は令和元年度調査では第 2 位、令和 7 年調査では、第 3 位である。 

なお，「売り上げの低迷」と「光熱費や金利の上昇」の回答者比率は、この 2 時点の調査

結果での経営上の課題における上位に位置している。 

近年の経済状況について反映すべく、新たに新規に回答選択肢として加えた「人件費

増」、「送料や輸送費の上昇」についても、これらの回答者比率は 10％以上である。 

令和元年時点における「売り上げの低迷」といった経営上の課題から、直接経費や間接

経費の上昇というコストプッシュ要因による経営上の課題へと、経営課題の変容が示唆さ

れる結果となっている。  
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全体図 
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高砂市内の商業の課題認識 

令和元年調査と令和 7 年調査の調査結果における高砂市内のお店の現状についての課題

に関する調査結果について、以下検討する。課題として選択された回答者比率が最大の回

答選択肢は、令和元年及び令和 7 年調査のいずれにおいても、「商圏人口の減少」である。 

なお、令和元年調査における同選択肢の回答者比率は 15.9％、令和 7 年調査においては

14.5%である。 

課題としての回答者比率が第 2 位であるものは、令和元年調査においては「魅力ある店

舗が少ない」で、その回答者比率は 13.6％であり、令和 7 年度では、「商圏人口の少子

化・高齢化」であり、同比率は 12.6%となっている。 

令和元年調査と比較すると、「魅力ある店舗が少ない」や「空き店舗増加」といった項目

の回答者比率が減少し、「人口減少」や「物価高騰」などの需要者側に影響する諸要因に関

する項目の回答者比率が大きくなっている。  
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全体図 



558 

 

今後の取り組みについて 

令和元年調査と令和 7 年調査の調査結果における今後の経営の取り組みについて比較し

た結果についても、多様な回答が含まれる「その他」以外について考察する。 

機縁法による調査であるため、母集団代表性の観点からは、比較可能性にはかなりの疑

問が残るが、令和元年調査において最大の回答者比率を占めていた「成り行きに任せ廃業

を覚悟」の回答者比率が 24.4％から令和 7 年調査では 6.7％と 17.7 ポイント減となってい

る。 

逆に、事業規模拡大が令和元年調査結果の 6.8％から 17.4 ポイント増の 24.2％となって

いる。 

この数値は、高砂市の将来において、希望の一つを示す数値であるといってよいであろ

う。 
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商業者連携の方向性について 

令和元年調査と令和 7 年調査の調査結果における商店街や事業者同士が連携して取り組

むべき内容について、比較した結果を、以下で検証してみたい。令和元年調査では、回答

者比率が最大であった回答選択肢は、「高齢者サービス」で、同指標値は 14.6％であっ

た。 

しかし、令和 7 年度調査では、回答選択肢の順位で第 2 位となり、同指標値は 9.4％で

ある。 

令和 7 年度調査で回答者比率が最大値となったのは、「祭り、イベント、賑わい創出」で

あり、その回答者比率は 11.9%である。 

なお、令和 7 年調査において新設した回答選択肢である「地域活性化貢献」や「地産地

消対応」などの所謂 SDGｓ関連項目への関心も確認される。 

近年の社会的動向を反映してか、自社の利潤最大化行動に直結しやすい「販売促進」の

みならず、地域社会の一員としての社会貢献の役割を果たすことへの意識も見られた。こ

の結果からは、事業者の側でも地域の持続的発展可能性を高める方向性に関する意識が確

認されることが指摘されよう。 
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商業活性化に向けての有効な対策案について 

令和元年調査と令和 7 年調査の調査結果における商業活性化に向けた対策についての検

討においても、多様な回答が含まれるその他を除いて考察を進める。 

 

令和元年調査と令和 7 年調査の調査結果の両調査結果において、回答者比率が最大であ

るものは、「個店の魅力・営業努力」であり、令和元年調査においては、41.6％であった。

しかし、令和 7 年調査では同項目の回答者比率は 22.3%と 19.3 ポイント減となった。 

「業種問わずグループ活動」や、「全市一体となった商業者活動」の回答者比率は 10 ポ

イント以上の減少となっており、個店の魅力・営業努力」以外の対策については、今後の

方向性についての共通の方向性が見い出しがたい状況となっていることを示唆する結果と

なっている。  
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行政からの望まれる支援策について 

令和元年調査と令和 7 年調査の調査結果における行政などに期待する支援策について比

較したところ、令和元年調査、令和 7 年調査の両者において、回答者比率が最大のもの

は、「空き店舗対策」であり、令和元年調査における回答者比率は 19.8％、令和 7 年調査

においては、9.5%で 10.3 ポイントの減となっている。 

令和 7 年調査で新設した、「市の知名度向上」についての回答者比率が 9.3％や、「市の

魅力発信」の同比率は 8.2％である。これらのシティプロモーションの充実を行政に求める

内容として一定数見られた。 

また、クーポンや地域通貨、地域プレミアム商品券の発行についても 5％未満であると

はいえ、一定数存在するが、「大型商業施設の誘致、整備」を指摘する回答者比率は極めて

小さい。 

これらの結果からは、商業環境全体の整備や資金助成といった従来型の支援必要性の指

摘に加え、SNS などを活用した情報発信や、地域の知名度そのものを向上せしめる戦略的

なシティプロモーションの実施への期待が高まっていることが示唆される結果である。 

これらの、個別商店街や、個店では難しい広報宣伝や都市としてのイメージ向上戦略

や、地域についての包括的なブランディングやシティプロモーションにかかわる分野で、

公的な支援の重要性が示唆される結果となっている。 
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全体図 
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期待される社会的役割 

令和元年調査と令和 7 年調査の調査結果における市民から期待される役割についての事

業者側の回答結果を比較してみたところ、令和元年調査及び令和 7 年調査ともに、「地域に

おけるにぎわい創出」である。 

令和元年調査では、地域におけるにぎわい創出」に関する選択肢の回答者比率は、

27.2％、令和 7 年調査においては、17.8%となり、9.4 ポイント減となっているとはいえ、

事業者の側では「地域における賑わい創出」が依然として重視されていることが分かる。 

近年のこども・子育て政策との関係で令和 7 年度調査において、「子供にやさしいまち」

の回答選択肢を新規に追加したところ、「高齢者に優しいまち」の回答者比率の 17.0％よ

りも、回答者比率はやや大きく、17.3％となっている。 

SDGｓの観点からの社会貢献的な側面に加え、将来にわたる顧客層を確保し、若年層の

固定客の比率を増加させるためにも、高砂市において将来的に安定的に存在する高齢者の

みならず、「こどもに優しいまち」へと変貌することで、少子化対策への貢献の意識の存在

を示唆する結果となっている。 
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IV 今後に向けての提言 
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日常的な買い物の対象であり、比較的支出金額が少ない傾向がある生鮮食料品や日用品

の高砂市内での購入比率は大きな値を示しているものの、購入頻度が低く購入時の支出金

額が高い耐久消費財や衣料品等については、近隣市、特に加古川市での購入比率が大きな

値を示している。また、商品の「品質の良さ」や「価格の安さ」などが比較可能である程

度に、これらの取り扱い店舗が十分存在していない。さらに、大型駐車場併設の多様な商

品群を一度で比較でき購入可能となるショッピングモールやショッピングセンター等の大

型商業施設などを消費者が求めていることが改めて確認された。 

とはいえ、人口ボーナスが想定された高度経済成長期のような巨艦巨砲主義的な大規模

ショッピングセンターやショッピングモールの誘致は、厳しい高齢化と人口減少が想定さ

れ、今後人口オーナスがもたらす社会経済活動における厳しい環境が予想される高砂市に

とっては現実的な提案とはいいがたい。 

労働人口についても、高砂市内における産業立地を検討した場合、高度経済成長期のよ

うな労働集約型の産業構造から、資本集約型、装置集約型産業、あるいは知能・知識集約

型の産業構造に転換している段階にあり、今後にわたって、高砂市内において労働人口が

大幅に増加するといえる環境にはない。 

また、素材産業や重厚長大型産業においては、日本国内における国際労働市場での賃金

競争力を失っている部分があるため、国外生産への切り替えなどが想定される。 

現在、消費の場面において、従来のような巨大開発された商業集積をもとめて、消費者

が必ずしも移動しているわけではない。アニメーション愛好者の聖地巡礼のような例を持

ち出すまでもなく、他地域とは異なる、特定の特徴のある地域において、特徴のある消費

の実現を目指す消費者が増加していることも数多く指摘されているところではある。 

このような現状認識に立つ時、高砂市において、規模の大きさを基礎として広域から多

数の消費者を集客するような大規模商業開発は現実的ではないといえる。 

また、交通アクセスの観点からも、高砂市北部を除けば、輸送容量の大きな高速鉄道路

線及びそれに対応できる駅舎、高速道路へのアクセスなどが限られており、これらの高速

交通路を利用して、市外から来店者を高砂市内に誘導することも困難である。また、高砂

市の道路網は南北を基調としたものであり、東西方向で通過できる高規格道路が限られ

る。また、高砂市内には、道路法上特例で認められたような細街路もすくなくない。この

ような道路環境は、市外からの来街者にとって、自動車による高砂市内の移動が容易であ

るとは感じられないであろう。 

とりわけ、サイズの点で大型開発ポテンシャルを持つ可能性がある用地が、交通アクセ

スに課題がある高砂市南部に集中していることを考えると、大型ショッピングモールや、

大型ショッピングセンターを誘致するうえでの課題は多い。 

商業系不動産デベロッパーの視点から見た場合、非常に厳しい現実的課題を数多く抱え
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ている。  

実際、高砂市内において、生鮮食料品や日用品、買回り品の購入利便性が比較的良好で

あると考えられる米田地区においても高砂市内における高い「自家用車」の利用率の結

果、加古川市への消費支出の流出が確認された。この結果からは、高砂市外の比較的大型

の商業施設の存在を前提として、これらとの直接の競合は避けつつ、一定の高い品質の商

品の品揃えを充実させ、提供するような適正規模の商業集積の開発が現実的な提案である

ように思われる。 

特に、サンモール高砂の営業停止後、比較的厳しい環境にある高砂地区や、荒井、伊保

地区などでの加古川市外への流出を抑止するためには、サンモール高砂の跡地開発が喫緊

の課題であるといえよう。また、駅の乗降客数が一定数存在する山陽電鉄荒井駅について

は、通勤・通学の移動に伴う消費支出が期待できる可能性があるため、駅の再開発事業に

合わせ、適正な規模の商業施設を誘致できる可能性は皆無ではないことが指摘できよう。 

北西部の地域においては、地域内の事業者が基本的に限られており、生鮮食料品や日用

品の購入においても厳しい環境に直面している中筋、北浜の両地区については、同地域内

の人口規模が小さく、分散居住がされており、人口密度が低い。同地域において、新規の

商業施設の誘致が仮に成功したとしても、誘致した商業施設は、定常的に採算性の課題に

直面する可能性が高い。 

これらを考えれば、これらの地区では新規の商業施設や商業者の誘致を目指すのではな

く、移動販売車などにより、生鮮食料品や日用品の最低限の供給を行うことで、これらの

地区でのフードデザートの発生の抑止を図る必要があろう。 

ところで、高砂市は、戸建て住宅比率が極めて高く、住宅地としてはかなり良好な状態

にはあるといえる。しかし、高砂市内における戸建て住宅の比率が大きいことは、事業者

からみた場合、消費者の立地密度が低いことを意味し、一般的な足回り商圏人口と呼ばれ

る店舗から半径 1 ㎞圏内の来店者を確保することが実は極めて厳しい環境となっている。 

このような現状の環境から考えるに、高砂市内における用途地域等の土地利用規制上の

問題もあり、開発用地の入手を含め一定の以上規模を有する比較的規模の大きな商業施設

を誘致することは現実的ではない。 

であるとするならば、適切な規模での商業施設の誘致と同時に、フードデザートが生じ

かねない一部の地域では移動販売車などを利用し、市民にとって生鮮食料品や日用品など

が購入できる機会を保証する必要があるであろう。買い物バスを求める意見もかなりみら

れたが、市内に商業施設が分散立地していることを考えると、あまり現実的な解決策とは

いいがたい。既存商業施設での購入活動が継続されて実現されるためには、既存商業集積

などへの市民が主体となった購入活動におけるタクシーなどの共同利用を進める以外の方

法はないであろう。 
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また、高砂市内での購入活動を誘導するため、また地域の商業者やサービス事業者の

DX 対応を進めるためにも、高砂市内で営業する事業者に限った地域経済振興策として、

デジタル地域ポイント事業における高砂市内での購入活動においてのみ付与される特定ポ

イント加算制度などの導入により、これらの販売事業への支援と高砂市内での経済還流を

図ることが重要であろう。 

高砂市内の商業環境について、5 段階の選択肢を提示した手法による調査で行われた前

回調査と比較して、4 段階の選択肢を提示した手法により調査を行ったためか、満足度は

比較的大きいものであるが、同時に不満であるとする回答も前回より大きな回答者比率と

なっている。 

今回の調査結果からは、生鮮食料品や日用品は高砂市で購入活動を行い、買回り品は近

隣市に依存する傾向が確認された。高砂市の消費者は、生鮮食料品及び日用品の購入にお

いても、買回り品の購入においては、「品質の良さ」及び価格を重視する回答者比率が大き

いものの、生鮮食料品及び日用品の購入においては「品揃えの豊富さ」や「顧客対応」に

ついてさほど重要度は高くないと考えられる。 

その結果として現状の高砂市の商業環境に対する満足度はさほど低くないことが指摘で

きよう。生鮮食料品や日用品の購入における高砂市内の占有率は極めて高いものの、買回

り品においては、「品揃えの豊富さ」や「顧客対応」についての重要度が高く、これらの点

で現状の高砂市内の商業環境に不満の要因となっている可能性が示唆される結果が得られ

ている。 

その結果から、近隣市に自家用車で移動し、他市のショッピングモールなどの大規模商

業施設において行っている可能性が高いことが示唆される結果が得ている。 

消費者側では、日常生活および購入活動における自動車利用率が大きいこともあり、駐

車場駐輪場の整備を求めているものの、事業者の側でこれらへの取り組みを予定している

回答者は限られるなど、消費者が事業者に求めることと、事業者が今後予定している整備

計画との間にいくつかの点で齟齬があることも確認された。このあたりの意識の違いが市

外への流出につながっている可能性がある。 

また、生鮮食料品や日用品の購入の際の 1 回あたりの支払額が多く、週当たりの購入回

数が少ない、いわゆるまとめ買いする消費者の市外への流出傾向はかなり明白な傾向とし

て存在する。高砂市の事業者にとって、獲得できれば利益がある程度確保できたはずの消

費者群が市外の商業施設に流出している。この結果、高砂市内における経済還流率が低下

しているものと考えられる。 

これらのまとめ買いを行い、一回当たりの支払額が相当程度大きな消費者群の購入先を

高砂市内に転換させるためには、何らかの経済的インセンティブが必要になる。 

現在の社会においては ICT 化が進み、キャッシュレス決済が普及してきている。また、
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キャッシュレス決済を利用する理由としてポイントの取得がかなり大きな要素となってい

ることが、本調査結果からも明らかにされた。 

以上の分析を踏まえると、デジタル地域ポイント事業などを活用し、デジタル地域ポイ

ントの追加付与などを高砂市内における購入の増加にむけてのインセンティブとすること

が指摘できよう。その意味で、デジタル地域ポイント事業を活用した高砂市内での購入の

増加政策は、高砂市内への経済還流率の向上につながると同時に、高砂市の経済成長にも

つながる経済政策の一つといえよるのではないだろうか。 

高砂市内の商業・サービス事業者調査の結果からは、DX の理解度や、取り組みの進展

状態に課題がみられる。一方、キャッシュレス決済などのデジタル技術を利用している事

業者においては、DX の理解度は相対的に高く、「すでに取り組んでいる」、あるいは「こ

れから取り組む予定である」とする回答者比率は高い。 

以上の点を考慮に入れるならば、デジタル地域ポイント事業の普及促進は、経済政策の

一つとしての側面を持つのみならず、高砂市内の商業・サービス事業者における DX の課

題解決の端緒とすることもできるのではないだろうか。 

商業・サービス事業者調査の結果からは、商業環境としての高砂市が抱える課題とし

て、高齢化の傾向とそれに伴う購買力の低下などの指摘がみられた。 

これに関しては、高砂市が人口オーナス環境下に陥り始めていることから事業者単独の

努力のみによっては回避し難い課題である。この課題を回避する方策として、ICT 関連企

業やデジタル関連企業を誘致するという安易な政策も考えられるが、これらを仮に誘致し

たとしても、これらの事業者は、首都圏、とりわけ東京都内への移転意向が強いことか

ら、高砂市内に継続的かつ安定的な雇用人口の増加をもたらすとは考えにくい。 

また、現状の高砂市内の大型事業所についても、従来の労働集約型産業から資本集約

型、装置集約型産業、あるいは知能・知識集約型の産業構造に転換している。さらに、日

本国内における多くの製造業を中心とした企業で合理化がすすめられ、知能知識集約型へ

の事業構造の転換が求めらていることを踏まえると、工場誘致や倉庫業などの誘致などに

よる高砂市内での雇用人口の増加を求めることも現実的ではない。 

今回の調査で明らかになった課題は、単に商業振興という課題にとどまらず、高砂市の

市民生活から産業構造までをすべて包括する将来像のグラウンドデザインをどのように設

定するかという課題であると思われる。 

であるとするならば、爆発的に雇用人口を増やさないまでも、高砂市内の資源を最大限

活用しつつ、高砂市内での雇用人口を増加させる（あるいは減少を抑止する）しかないで

あろう。高砂市の現状の土地利用規制や、土地利用、人口分布、高齢化の状況を前提とす

るならば、大規模集中型の開発より、地域特性を活かした小規模多数分散型の産業開発を

模索するしか方法がないのではなかろうか。 
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ところで、高砂市にとっての資源、高砂市にとっての資本とはどのようなものであろう

か。それは高砂市内の住民間、住民と事業者間、事業者間に目に見えない形で存在してい

る人間ネットワークによって生み出されている社会関係資本であるといえよう。 

実際、消費者調査によっても、社会関係資本が豊かな消費者は、地元事業者の利用が盛

んであり、生鮮食料品や日用品においても、買回り品においても高砂市内での購入する回

答者がかなり含まれている。この豊かな社会関係資本を前提とした高砂独自のビジネスモ

デルを模索する必要があろう。 

この豊かな社会関係資本は、日常的な関係などを通して、維持、発展に向けての不断の

努力を必要とするものであるが、それらの努力を怠った場合、社会関係資本自体が減衰す

る可能性が高い。これを今後、高砂市としてどのように生かすか、人口ボーナス期には重

要であると思われた、目に見える商業施設や、産業基盤、道路や鉄道といった社会のイン

フラストラクチャーあるいは目に見える社会資本だけに着目して構想を考える時代は終焉

したのではないだろうか。 

現在人口オーナス期にある高砂市にとって、目に見えない実に複雑で濃厚な人間関係ネ

ットワークとその上で歴史的に高砂市内で豊かに形成されてきた社会関係資本にももう少

し注意を払うべき時代が来ているように思われる。 

ところで、商業・サービス事業者調査においても、全国的な知名度のなさやインバウン

ドを含めた観光客誘致政策が不十分であること、大規模イベントが限られることなどを指

摘する事業者も一定数みられた。 

外国からの来客とともに、2025 年末に現地調査を行ったところ、高砂市の資源は、この

社会関係資本の豊かさ、歴史性、歴史性に基づくオリジナリティと、高砂市内中心部の静

粛性であるとの指摘を受けた。であるとするならば、これらを生かしたビジネスも検討す

べきであろう。確かに、これらの資源や特性を維持しつつ、その資源を利用することで生

まれる効果は、大規模工場を誘致することとは異なり、短期的な経済的インパクトは小さ

い。しかしながら、資本は、その性質上長期的な利益の根源ともなるものであると考える

ことができよう。 

その視点に立てば、現在高砂市内に存在する豊かな社会関係資本を活かし、微細であっ

ても、社会関係資本を長期にわたって継続的に利用することで、累積的には大きな経済的

利益をもたらすこともできるのではないだろうか。 

高砂市民に帰属している社会関係資本は、ビッグビジネスにも応用可能なブリッジング

型（橋渡し型）の社会関係資本というよりは、コミュニティ・ビジネスにおいて有効に機

能するタイプのボンディング型（結合型）、あるいは包摂型の社会関係資本であるように思

われる。であるとするならば、人口オーナス社会においてもその実力を発揮する社会関係

資本を活かしたビジネスモデルの展開が、必要なのではなかろうか。 



573 

 

 確かに、高砂市としての情報発信（外国語による情報発信を含め）は実施はされてはい

る。また、シティプロモーション活動もすでに実施されてはいる。 

では都市のハードウェアの面としてはどうであろうか。市外からの集客において一般的に

重要であるといえる鉄道を中心とした交通アクセスの問題が存在するように思われる。さ

らに、市内の駅などの交通結節点とその周辺環境が充実しているとは必ずしも主張し難い

ように思われる。 

高度経済成長期のように、駅前ビル等の大型開発を行い、これらの課題を一気に解決す

るという従来型の方法論がないわけではないが、その方法論が現在の高砂市に適合するか

といえば、必ずしも適合しないように思われる。 

そうであるとするならば、既存観光資源（寺社仏閣、独自の歴史性、地域文化など）と

いった特徴ある既存資源を統合的に活用しつつ、豊かな社会関係資本をもとに生まれる地

域独自のホスピタリティを活かして国内旅行者や、高砂市内にある大型工場関係の来訪者

の購入による支出を確保することも一つの方策であろう。あるいは、豊かな社会関係資本

と、高砂における歴史性を活かし、インバウンド客の獲得も、まったく不可能ではないよ

うに思われる。 

高砂市としては高砂市観光交流ビューローを中心に、シティプロモーションにまつわる

数多くの取り組みがなされているとはいうものの、その取り組みについては相互関係が薄

く、パッケージ化が十分になされておらず、個別資源を組み合わせてこそ発生する相乗関

係が十分に発揮されていない状況にあると思われる。  

 まず、インバウンド観光客をひきつけるためには、JR の路線を中心とした交通アクセス

が良好であることが必要であるが、JR 西日本の新快速停車駅が高砂市内にはなく、また、

JR の各駅も高砂市内の伝統的な生活が行われる観光関連施設がある領域からはかなり遠距

離にある。市内の主要観光地の多くも JR 駅からのアクセスに課題があり、外国人や旅行者

が徒歩でアクセスできる範囲にはない。 

 さらに高砂市内には一棟借りを容認するような宿坊、AirB＆B 等の登録施設となってい

る宿泊施設が皆無であろう。インバウンド客を呼び込むためには、1 週間から数週間一棟

を借り上げ、家族で利用する傾向の強い外国人観光客を呼び寄せるための環境の整備が必

要であるが、それに対応できる環境は現下整備されていない。 

しかしながら、高砂港からの加古川遊覧や高砂市沖の瀬戸内海沿岸部におけるヨットを

活用した環境ツーリズムや、水引の体験学習、あるいは、高砂市内に現存する日本家屋を

写真撮影スペースに転用した、和服での撮影体験、加古川河川敷でのランニングやバーベ

キューの実施、レンタサイクルを利用しての市内観光などの体験型の多様なアクティビテ

ィに関与することは、一般のホテルの利用者にとっては、想像することすら困難ではなか

ろうか。 
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現在、これまで指摘したような高砂でしかできないユニークな経験ができる可能性が、

高砂市内にはすでに多数存在しているものの、それを統合的に組み合わせ、一つのパッケ

ージとして提供するなど、個別の要素を組み合わせることで生じる一種のシナジー効果が

発揮されている状況にはないように思われる。 

 インバウンド客のみならず、国内観光客の来街者を増やすためにも、スモール・ビジネ

スであるかもしれないが、スモールであるが故の極めて密接な人間関係が存在し、機能す

ることではじめて醸成される、豊かな社会関係資本が存在している高砂市のコミュニティ

の特性に応じた商業開発や観光開発への道も、今後の一つの方向性として模索されるべき

であるかもしれない。 
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